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概 要 
 
本研究のテーマである和歌山市水道事業体で行った「既存浄水施設の改修による水質改
善に関する研究」は，典型的な中規模な水道事業体のケーススタディとして非常に重要で
ある．本研究では，原水水質の把握，浄水場の施設整備による水質改善，効率的な水質管
理の構築を行った．本論文は 10 章の構成となっており，第 1 章と第 2 章では水道事業の概
要を説明しており，第 3 章から第 10 章では研究結果を詳細に示している．  
第 3 章：紀の川流域の水質特性を評価した．中流部において全リン(T-P)濃度が 1996 年
から 2001 年の間に大きく上昇しており，その大きな濃度上昇は流量が 20m3/s より少ない
時に観測された．また，物質負荷量解析では，1996 年から 1999 年の 4 年間に産業系 T-P
排出負荷量が大幅に増えていたことが示された．  
第 4 章：加納浄水場は 2000 年度に炭酸ガスと消石灰の注入設備を導入した．その結果，
水道管には炭酸カルシウムの被膜が確認され，鉄及び鉛の溶出が抑制され，赤水の発生も
激減しただけでなく，原水 pH の調整により浄水中アルミニウム濃度もかなり低く保持で
きている．  
第 5 章：出島浄水場は 2010～2012 年度に整備の一環で硫酸および苛性ソーダの薬品注
入設備，ならびに沈澱池に傾斜管沈降装置を導入した．その結果，沈澱処理水濁度は平均
で導入前 1.0 度から 0.4 度に改善され，ろ過水濁度 0.1 度以下を遵守することができた．浄
水の pH 値については水質管理目標値 7.5 程度を概ね達成した．  
第 6 章：出島浄水場では発生汚泥の減量化対策として，リースによって排水処理施設（機
械脱水）を導入した．2006 年度に実証試験を行い，ライフサイクルを 10 年として良好に
稼動している．  
第 7 章：滝畑浄水場では，2003 年 8 月の給水開始当初より原水水質由来のトリハロメタ
ンが問題となっていた．そこで，場内配水池での曝気処理によるトリハロメタン濃度の低
減効果を検討した．その結果，トリハロメタン濃度は通気量が多いほど指数関数的に減少
することが確認できた．  
第 8 章：和歌山市水道局では，2004 年度に水質分析データを有効に活用するために，新
たな水質検査結果データベースシステムを構築した．そのシステムは，分析測定用コンピ
ュータ，事務用コンピュータおよびハードディスクをネットワーク接続し，汎用の表計算
ソフトを用いた．  
第 9 章：浄水に使用する次亜塩素酸ナトリウムは，貯蔵中に混在する塩素酸の濃度が上
昇するため的確な塩素酸濃度管理が必要である．しかし，イオンクロマトグラフによる塩
素酸の測定は煩雑で時間がかかるため，2008 年に和歌山市水道局では塩素酸の測定を必要
としない簡便な塩素酸濃度管理方法を案出した．  
第 10 章：和歌山市水道局では，既存浄水施設を大規模に更新せずにできる限り費用対
効果の高い方式で改修し，原水水質の悪化や水道水質基準の強化に対応した水質改善を行
ってきた．これらの成果は，中小事業体にとって実現可能なモデルケースとして参考にな
ると考えられる．  
 
Abstract 
 
Effects of water quality improvement by upgrading existing purification facilities at a 
Wakayama City Water Supplier were investigated.  The results of this study provide a valuable 
case study for other midscale waterworks departments in Japan.  This paper consists of 10 
chapters.  Chapters 1 and 2 show the outline of Wakayama City Water Utilities.  Chapters 3 to 
11 show the results of the study in detail.  
Chapter 3: We evaluated characteristics of water quality data in the Kinokawa River.  From 
1996 to 2001, total phosphorus (T-P) concentrations increased substantially in the middle part of 
the river and a large increase was observed when the flow rate was less than 20m3/s.  Numerical 
analysis also demonstrated large increases in industrial T-P loads from 1996 to 1999. 
Chapter 4: In 2000, the Kano Purification Plant introduced facilities for injecting carbon 
dioxide and slaked lime.  As a result, we could detect that calcium carbonate deposits in the 
water pipes and iron and lead elution in purified water were greatly reduced.  In addition, red 
water decreased significantly and aluminum in the purified water was maintained at low 
concentrations by injecting carbon dioxide into the raw water.  
Chapter 5: From 2010 to 2012, the Dejima Purification Plant in Wakayama City introduced a 
chemical feeding facility of sulfuric acid and sodium hydroxide and a tube settling system.  A s a 
result, the average turbidity of clarified water decreased from 1.0 mg/L to 0.4mg/L, allowing the 
turbidity of the filtered water to always be maintained below 0.1 mg/L.  The pH of purified water 
satisfied the water quality standard, “Approximately 7.5”.  
Chapter 6: The Dejima Purification Plant introduced a wastewater treatment facility 
(dehydrator).  The facility was rented in order to reduce costs.  A verification test was carried 
out in 2006.  The operation period of the system is 10 years and it has been working 
appropriately. 
Chapter 7: The Takihata Purification Plant started in August 2003.  Trihalomethane 
concentration in drinking water has been the major issue since the start of the plant.  Therefore, 
some experiments were conducted in order to investigate reducing the trihalomethane 
concentration by aeration in a distributing reservoir at the plant.  The experiment results showed 
that the trihalomethane concentration decreased exponentially in proportion to the increased 
amount of aeration.   
Chapter 8: In 2004, we built a new water examination result database system to use the water 
examination data effectively.  In this system, the computers used with the water quality 
instruments, the office computers, and a hard drive were networked together using the internet.  
General-purpose spreadsheet software was used for the system. 
Chapter 9: It is necessary to control the concentration of chloric acid in tap water.  However , it 
is difficult to do so because the concentration of chloric acid in sodium hypochlorite gradually 
increases when it is stored, and measuring the concentration of chloric acid using ion 
chromatography is time consuming. In order to solve this problem, a new reliable and simple 
method for accessing the concentration of chloric acid in the tap water without using ion 
chromatography was developed in 2008.  
Chapter 10: In this paper, it was discussed that the  Wakayama City Waterworks Bureau’s 
existing purification facilities were updated using the most cost-effective methods available, 
without the need to renew them on a large scale.  As a result, appropriate water quality was able 
to be maintained even when the quality of the raw water deteriorated or when drinking water 
quality standards were raised.  These results are useful as a feasible model case for small and 
medium-sized entities. 
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1 
第 1 章 研究の背景・目的および構成 
 
1.1 研究の背景・目的 
 
日本の水道事業は，コレラなどの水系伝染病の予防措置を目的として，明治 20 年（1887
年）に初めて横浜市において創設されてから約 130 年間が経過している．そして，大都市
圏を中心に徐々に普及し，日本の水道の基礎となる水道法が制定された昭和 32 年（1957
年）時点では，給水人口が約 3,700 万人であり普及率は約 41%であった．その後，高度経
済成長期に飛躍的な拡張を遂げ，それとともに水道普及の効果として水系伝染病の患者数
は減少していった 1)．この間，水道事業者は水道原水の水質の変化に対応すべく高度浄水
処理の導入や水質管理の高度化を図りつつ，水質基準に適合した「安全」な水を需要者に
必要量供給する努力を続けてきた．平成 24 年度（2012 年度）末現在では，給水人口は 1
億 2,446 万人を越え，普及率も 97.7%に達し 2)，大部分の国民が水道による水の供給を受け
ている状況が実現している．他方で水道は，今後，日本全体の人口減少に伴い，水道事業
の規模の大小を問わず，給水人口や料金収入の減少，水道施設の更新需要の増大，東日本
大震災を踏まえた「強靭」さの抜本的な見直しなど，非常に厳しい事業環境の変化に直面
する．そのような中，水道の「持続」のための対応を図るには，関係者がかなり努力する
必要があると「新水道ビジョン」に示されている 3)．  
全国的に見て，高度経済成長期に建設された多くの浄水施設は老朽化してきているとと
もに，原水水質が悪化している状況下で水道水質基準の強化に対応するために，施設更新
の課題を抱えている水道事業体が多く見受けられる．大規模な水道事業体であれば施設の
全面的な更新が可能であるが，中小規模の水道事業体では財政面から容易に更新できない
のが実情である．  
本研究で対象とする和歌山市の水道事業は，大正 14 年（1925 年）に計画給水人口 100,000
人，計画一日最大給水量 12,500m3/日で給水を開始し，高度経済成長期に人口増加に対応す
るための浄水場の増設や 4 期にわたる拡張事業を経て，現在は昭和 43 年（1968 年）に変
更された計画給水人口 425,000 人，計画一日最大給水量 213,000m3/日で給水を行っている．
和歌山市は現在人口約 370,000 人の中核市で，中規模の水道事業体に該当するが，近年は
人口減少などの影響から水需要の低下とともに料金収入が減少するといった全国の中小水
道事業体の多くが抱える問題に直面している．水道施設は創設後 90 年を経過しており，多
くの都市と同様に浄水場施設の老朽化が問題となっている．また，近年，水源の水質悪化
と水道水質基準の強化への対応，近い将来高い確率で想定される南海トラフ巨大地震に備
えた災害に強い施設づくりも進めていくこと，さらに，事業全体の効率化と経営の健全化
に取り組み，経営基盤の引き締めにより再構築が求められている．そのため，平成 21 年
（2009 年）3 月に「和歌山市水道ビジョン」を策定し 4)，老朽化施設の更新および施設の
2 
統廃合などを進める計画であり，平成 22 年度（2010 年度）より浄水場の本格的な更新・
整備が始まっている．さらに，平成 25 年度（2013 年度）末には 15 年後の平成 40 年度（2028
年度）を見据えて「上水道施設整備基本計画」を策定した 5)．  
本研究では，中小規模の水道事業体がより効率的な水道事業の運営を行うための指針と
なるべく，和歌山市を対象に，原水水質の動向の把握，浄水場の施設改修による水質改善，
効率的な水質管理の構築を行った．これまで進めてきた整備の中で，水質改善に関わる水
処理技術やそれに付随する水質データベースなどに関して取りまとめるとともに，それら
の成果を踏まえて今後の和歌山市を含めた中小事業体における最適な浄水システムについ
て論じる，「既存浄水施設の改修による水質改善」をメインテーマとする．  
 
1.2 研究の構成 
 
本研究の構成として，第 1 章で本研究の背景と目的，そしてここで研究の構成を示す．
第 2 章では，和歌山市水道事業の概要，和歌山市浄水場などの施設整備，原水および浄水
水質の状況と水質基準の経緯，ならびにそれらの課題などについて述べる．  
第 3 章では，和歌山市の主な水道水源の水質問題を取り上げる．紀の川水系で近年問題
となっているかび臭では，発生の要因となる栄養塩類の把握は非常に重要となるが，その
1 つの試みとして紀の川中流域での全リン濃度の要因分析の研究結果について述べる．  
第 4 章から第 7 章は和歌山市の各浄水場における施設および水質改善の効果に関する研
究である．第 4 章では，加納浄水場に導入した炭酸ガス・消石灰注入設備導入による水質
改善効果について述べる．第 5 章では，出島浄水場に導入した薬品注入設備と高速凝集沈
澱池への傾斜管沈降装置による水質改善効果について述べる．第 6 章では，出島浄水場に
導入したリースによる排水処理施設の施工事例とその効果について述べる．第 7 章では，
滝畑浄水場に導入したトリハロメタン対策のための場内配水池における曝気処理の効果に
ついて述べる．  
第 8 章と第 9 章は和歌山市の水質管理の方法に関する研究である．第 8 章では，和歌山
市で導入した独自で開発した水質検査結果データベースシステムの構築とその運用方法に
ついて述べる．第 9 章では，水道用次亜塩素酸ナトリウムの有効塩素濃度，保管温度およ
び保管期間による浄水中塩素酸濃度の想定を行う管理法について述べる．  
第 10 章では，和歌山市水道局で行ってきた既存浄水施設の改修を中心とする水質改善が，
中小事業体にとってどのように参考になるかについて述べる．第 11 章では，本研究結果の
まとめについて述べる．  
 
 
 
3 
参考文献 
1) 金子光美：水の安全性と病原微生物－その歴史と現状，その未来 , モダンメディア , 
Vol.52, No.3, pp.20-27, 2006. 
2)  厚生労働省：平成 24 年度 給水人口と水道普及率 , <http://www.mhlw.go.jp/stf/ 
seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/database/kihon/fukyuritsu.html>, 2015 年 2
月 5 日アクセス . 
3)  厚生労働省健康局：新水道ビジョン, pp.1-3, 2013. 
4)  和歌山市水道局：和歌山市水道ビジョン , 156pp., 2009．  
5)  和歌山市水道局：上水道施設整備基本計画（平成 25 年度） , 1485pp., 2014. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4 
第 2 章 和歌山市水道事業 
 
 本章は，昭和 38 年度（1963 年度）～平成 25 年度（2013 年度）の和歌山市水道統計年報
1)，昭和 49 年度（1974 年度）～平成 25 年度（2013 年度）の水質年報 2)，ならびに平成 25
年度（2013 年度）に和歌山市水道事業の長期的な施設整備計画として策定された上水道施
設整備基本計画 3)を参考にして，和歌山市水道事業について述べる． 
 
2.1 和歌山市水道事業の概要 
 
2.1.1 和歌山市水道事業の歴史 
 和歌山市の水道事業は，表 2-1 のとおり，大正 10 年（1921 年）に創設認可を受け，大
正 14 年（1925 年）に計画給水人口 100,000 人，計画一日最大給水量 12,500m3/日で真砂浄
水場から給水を開始し，90 年が経過している．その後，高度経済成長期に人口増加や社会
経済活動の発展に伴う水需要の増加に対応するため，4 期にわたる拡張事業で浄水場を増
設および廃止し，現在は昭和 43 年（1968 年）に変更された認可で計画給水人口 425,000
人，計画一日最大給水量 213,000m3/日で給水を行っている．その拡張事業の内訳は，大正
10 年（1921 年）認可の創設事業では真砂浄水場を創設し，第 1 期および第 2 期拡張事業で
は真砂浄水場を増設した．第 3 期拡張事業では河東（紀の川左岸）に出島および塩屋浄水
場，河西（紀の川右岸）に福島および島橋浄水場を創設した．さらに，昭和 43 年（1968
年）認可の第 4 期拡張事業では加納浄水場を創設し，平成 14 年（2002 年）の第 1 回変更
認可で滝畑浄水場を創設し，平成 19 年（2007 年）の第 2 回変更認可で加納浄水場を現在
増設している．なお，加納浄水場の創設後に塩屋および福島浄水場は順次廃止された．  
 
表 2-1 和歌山市の上水道拡張事業概況の抜粋 1） 
事業別 創 設 第 1 期拡張 第 2 期拡張 第 3 期拡張 第 4 期拡張 
計画給水人口 
(人) 100,000 150,000 128,000 
河東 216,000 
河西  50,000 425,000 
計画一日最大
給水量(m3/日) 12,500 18,750 32,000 
河東 97,000 
河西  20,000 213,000 
認可年 
(年) 1921 1932 
前期 1942 
後期 1949 
当初  1959 
第1 回変更 1961 
第2 回変更 1961 
第3 回変更 1965 
当初  1968 
第1 回変更 2002 
第2 回変更 2007 
浄水場 
公称施
設能力 
(m3/日) 
真砂  12,500 18,750 32,000 32,000 32,000 
出島  －  －  －  50,000 50,000 
塩屋  －  －  －  15,000 廃止  
福島  －  －  －  10,000 廃止  
島橋  －  －  －  10,000 10,000 
加納  －  －  －  －  121,000 
滝畑  －  －  －  －  34 
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2.1.2 和歌山市水道事業の現状 
 和歌山市は和歌山県の北西部に位置する県庁所在地であり，人口約 370,000 人の中核市
であるが，全国的に見て中規模の水道事業体である．和歌山市は 2.1.1 で述べた第 4 期拡
張事業の認可時に市全域に給水する計画となったため，給水区域と行政区域は同一となり，
その区域内の人口は昭和 57 年度（1982 年度）の 401,899 人をピークに徐々に減少し平成
25 年度（2013 年度）末では 364,610 人となった．同年度末の給水人口は 358,828 人で普及
率は 98.41%（前年度末 98.40%）となり，平成 24 年度（2012 年度）の全国平均 97.7%より
高い値である．  
一日最大給水量は平成 7 年度（1995 年度）では 254,070m3/日であったが年々減少し平成
25 年度（2013 年度）では 157,621m3/日，人口 1 人にすると 439L/人/日となった．また，一
日平均給水量は平成 7 年度（1995 年度）では 220,850m3/日であったが年々減少し平成 25
年度（2013 年度）では 142,917m3/日，人口 1 人にすると 398L/人/日となった．  
 
2.1.3 和歌山市浄水場の概要 
表 2-2 のとおり，和歌山市では現在 5 浄水場を有しており，公称施設能力 213,034m3/日
となっている．真砂浄水場は紀の川伏流水を緩速ろ過方式で処理し，出島，島橋および加
納の 3 浄水場は紀の川表流水を凝集沈澱・急速ろ過方式で処理し，滝畑浄水場は滝畑川伏
流水を膜ろ過方式で処理している．ただし，島橋浄水場は平成 18 年度（2006 年度）末に
休止しているため，真砂，出島，加納および滝畑浄水場の給水区域を図 2-1 に示す．創設
期から稼動している真砂浄水場は現在も紀の川左岸（河東地区）の市内中心部に給水し，
出島浄水場は 2 番目に規模が大きい浄水場で河東地区の広範囲に給水し，加納浄水場は最
も規模が大きく紀の川右岸（河西地区）全域と河東地区の大部分に給水し，滝畑浄水場は
和歌山市の北東部の小規模な山間部の地区に給水している．  
 
表 2-2 和歌山市の浄水場の規模 1) 
 
浄水場 処理方式 供用開始年  取水区分  
公称施設能力
（m3/日） 
真 砂 緩速ろ過 大正 14 年 (1925 年) 紀の川伏流水  32,000  
出 島 凝集沈澱・急速ろ過 昭和 37 年 (1962 年) 
紀の川表流水 
50,000  
島 橋 凝集沈澱・急速ろ過 昭和 43 年 (1968 年) 10,000  
加 納 凝集沈澱・急速ろ過 昭和 48 年 (1973 年) 121,000  
滝 畑 膜ろ過 平成 15 年 (2003 年) 滝畑川伏流水  34   
合  計 213,034  
6 
真砂，出島，加納浄水場はすべて紀の川左岸に配置されており，紀の川河口から上流
6.2km の地点に設置されている紀の川大堰の上流部から取水している（写真 2-1 参照）．な
お，紀の川大堰は平成 22 年度（2010 年度）から本格稼働している特定多目的ダムである．
また，真砂浄水場の取水施設である有本水源地は紀の川大堰から上流約 500m に設置した
集水埋渠および予備水源の浅井戸から伏流水を取水しており，出島および加納浄水場の表
流水とは異なり通常時は濁度が低い良好な原水水質である．加納浄水場は紀の川大堰から
約 800m 上流部，出島浄水場の取水施設である松島水源地は約 1,800m 上流部から表流水を
取水しており，その間には支流河川がないため常時ほぼ近似した原水水質である． 
 滝畑浄水場は，大阪府との県境の山間部を流れる滝畑川の伏流水を取水しており，濁度
は通常時低いが表流水の混入が多い原水水質である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-1 和歌山市の各浄水場と水系 1) 
 
出島浄水場 
滝畑浄水場 
城内給水場 
紀伊配水池 
有功配水池 鳴滝配水池 
貴志配水池 
出島浄水場系 
真砂浄水場系 
滝畑浄水場系 
紀の川 
河西地区 
河東地区 
和佐配水池 
加納浄水場 
加納浄水場系 
配水池 
浄水場 
花山配水池 
真砂浄水場 
島橋浄水場 
秋葉山配水池 
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（注）写真提供：国土交通省近畿整備局和歌山河川国道事務所  
 
写真 2-1 紀の川左岸から取水している和歌山市の浄水場の位置関係 
 
 
 
2.1.4 和歌山市浄水場の現状 
 2.1.2 で述べたとおり和歌山市の給水量は年々減少しており，平成 25 年度（2013 年度）
の各浄水場の給水量の実績は表 2-3 のとおりである．また，同表には各浄水場の施設につ
いて，公称施設能力に加えて現状施設能力も併記した．なお，真砂，出島および島橋浄水
場の現状施設能力は，近年の最大給水量実績とポンプ能力などを基にして想定した値であ
る．なお，島橋浄水場は休止中であるため現状については記載しない． 
 ここで，表 2-3 の最大値を公称施設能力の値で除して百分率を求めると，真砂浄水場は
51.2%で，出島は 83.3%，加納は 88.9%，滝畑は 43.5%，合計は 74.0%となり，真砂と滝畑
は出島と加納に比べて余裕のある運転をしているようにみえる．しかし，最大値を現状施
設能力の値で除して百分率を求めると，真砂浄水場は 78.8%で，出島は 99.2%，加納は 88.9%，
滝畑は 43.5%，合計は 85.7%となり，滝畑以外は各浄水場ともにそれほど余裕のある運転
をしていないことがわかる．  
 
加納浄水場  
出島浄水場  
松島水源地  
有本水源地  
真砂浄水場へ
へ 
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表 2-3 平成 25 年度（2013 年度）の各浄水場の一日給水量実績および施設能力 1) 
（m3/日） 
（注）※：各浄水場の最大日および最小日は異なるため，各浄水場の合計値とはならない． 
 
2.1.5 和歌山市浄水場の処理方式 
 和歌山市浄水場の処理方式について，各浄水場別に注入薬品を中心に従来の方式（1993
年度以前）と変更後の現在（2014 年度時点）の方式を説明する．従来（図 2-2）と現在（図
2-3）の処理方式を比較すると，2.1.3 で述べた処理方式は供用開始当時から根本的な変更
はないが，注入薬品が変更され増えている．このように，処理方式において，近年既存浄
水施設の改修による水質改善を目的とした整備を行ってきた．整備内容については 2.2 に，
その要因となった水質の状況は 2.3 に後述する． 
 
図 2-2 和歌山市浄水場の従来の処理方式（1993 年度以前）1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
浄水場 最大 最小 平均 現状施設能力 公称施設能力 
真 砂 16,396  10,399  13,452  20,800  32,000  
出 島 41,671  27,374  33,977  42,000  50,000  
島 橋 0  0  0  0  10,000  
加 納 107,559  84,003  95,479  121,000  121,000  
滝 畑 14.8  6.4  8.6  34  34  
合 計 157,621※  127,144※  142,917  183,834  213,034  
  真砂浄水場  施設能力32,000m3/日　水源 紀の川　　（大正14年供用開始）
後塩素（塩素ｶﾞｽ）
↓
伏流水 → → 浄水
  出島浄水場  施設能力50,000m3/日　水源 紀の川　　（昭和37年供用開始）
前ｱﾙｶﾘ（消石灰） 凝集剤（硫酸ｱﾙﾐﾆｳﾑ） 後塩素（塩素ｶﾞｽ）
↓ ↓ ↓
表流水 → → → 浄水
  島橋浄水場  施設能力10,000m3/日　水源 紀の川　　（昭和43年供用開始）
凝集剤（硫酸ｱﾙﾐﾆｳﾑ） 凝集剤（硫酸ｱﾙﾐﾆｳﾑ）
↓ ↓ ↓
表流水 → → → → 浄水
  加納浄水場  施設能力121,000m3/日　水源 紀の川　　（昭和48年供用開始）
前ｱﾙｶﾘ（消石灰） 後塩素（塩素ｶﾞｽ）
↓ ↓ ↓
原水 → → → 浄水
緩速ろ過池
凝集沈澱池 急速ろ過池
凝集沈澱池 薬品混和池→ﾌﾛｯｸ形成池 急速ろ過池
急速ろ過池
　　後塩素（塩素ｶﾞｽ）
前塩素（塩素ｶﾞｽ）
凝集剤（硫酸ｱﾙﾐﾆｳﾑ）
凝集沈澱池
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図 2-3 和歌山市浄水場の現在の処理方式（2014 年度時点）2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2 和歌山市浄水場などの施設整備 
 
2.2.1 施設整備の経緯 
和歌山市の水道事業は，2.1.1 で述べたとおり，大正 14 年（1925 年）に計画給水人口
100,000 人，計画一日最大給水量 12,500m3/日で真砂浄水場から給水を開始し，90 年が経過
している．その間に 4 期にわたる拡張事業で浄水場を増設および廃止し，現在は昭和 43
年（1968 年）に変更された第 4 期拡張事業の認可で計画給水人口 425,000 人，計画一日最
大給水量 213,000m3/日で給水を行っている．近年は，2.1.5 で述べたとおり，水源の水質
悪化と水道水質基準の強化への対応のために，既存浄水施設の改修による整備で水質改善
を随時行ってきた．  
表 2-4 のとおり，平成 12 年度（2000 年度）に策定された上水道施設整備基本計画 4)で
は新浄水場を紀の川右岸に建設し，出島，真砂および島橋浄水場を廃止する計画であった．
その後，平成 16 年度（2004 年度）の上水道施設整備基本計画（修正）では，加納および
新浄水場の施設能力が変更された．そして，平成 19 年（2007 年）の第 4 期拡張事業の第 2
  真砂浄水場  施設能力32,000m3/日　水源 紀の川　　（大正14年供用開始）
後塩素（次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ）
↓
伏流水 → → 浄水
  出島浄水場  施設能力50,000m3/日　水源 紀の川　　（昭和37年供用開始）
前酸（希硫酸） 後ｱﾙｶﾘ（水酸化ﾅﾄﾘｳﾑ）
前ｱﾙｶﾘ（水酸化ﾅﾄﾘｳﾑ） 凝集剤（硫酸ｱﾙﾐﾆｳﾑ） 中間塩素（次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ） 後塩素（次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ）
↓ ↓ ↓ ↓
表流水 → → → 浄水
  島橋浄水場  施設能力10,000m3/日　水源 紀の川　　（昭和43年供用開始）
中間塩素（次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ）
凝集剤（硫酸ｱﾙﾐﾆｳﾑ） 凝集剤（ﾎﾟﾘ塩化ｱﾙﾐﾆｳﾑ）
↓ ↓ ↓
表流水 → → → → 浄水
  加納浄水場  施設能力121,000m3/日　水源 紀の川　　（昭和48年供用開始）
後ｱﾙｶﾘ（消石灰+炭酸ｶﾞｽ）
前ｱﾙｶﾘ（消石灰） 中間塩素（次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ） 後塩素（次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ）
↓ ↓ ↓ ↓
表流水 → → → 浄水
  滝畑浄水場  施設能力34m3/日　水源 滝畑川　　（平成15年供用開始）
中間塩素（次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ）
↓ ↓
伏流水 → → → → 浄水
緩速ろ過池
凝集沈澱池 急速ろ過池
凝集沈澱池 薬品混和池→ﾌﾛｯｸ形成池 急速ろ過池
凝集沈澱池
　　　　　後ｱﾙｶﾘ（消石灰+炭酸ｶﾞｽ）
　　　　　後塩素（次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ）
急速ろ過池
後塩素（次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ）
活性炭ろ過 接触酸化 膜ろ過（UF→MF)
前炭酸（炭酸ｶﾞｽ）
凝集剤（ﾎﾟﾘ塩化ｱﾙﾐﾆｳﾑ）
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回変更認可においては，加納浄水場では施設能力を 121,000m3/日から 153,000m3/日に増量
更新するとともに，オゾン+粒状活性炭の高度浄水処理施設および膜ろ過施設を導入し，
真砂浄水場を廃止し出島浄水場を継続運用する計画となった．また，和歌山市水道ビジョ
ン 5)（平成 20 年度（2008 年度）策定）においては，加納浄水場の施設能力を増量更新し
今後も基幹浄水場として運用する計画とされた．一方，出島浄水場は老朽化が著しいため，
費用対効果を加味しながら水質基準を遵守した安全な水を継続して供給できる整備を行い，
将来水需要が減少し増量更新した加納浄水場で十分補えるようになった時に廃止されるこ
ととなった．真砂浄水場は，出島浄水場と同程度の整備を行い継続運用する計画とされた．   
以上の計画に従い，平成 22 年度（2010 年度）から，真砂および出島浄水場では 3 年間
に既存浄水施設の改修による水質改善を目的とする整備が行われた．また，同年度から加
納浄水場では長期的に増量更新による水質改善および耐震化を目的とする整備が本格的に
行われている．さらに，平成 25 年度（2013 年度）から，真砂浄水場では加納浄水場の増
量更新後に加納浄水場からの浄水を受水するための配水池（真砂配水場）を整備している．   
一方，昭和 43 年（1968 年）に供用開始した島橋浄水場は，加納浄水場に先駆け炭酸ガ
ス・消石灰注入設備を導入するなど随時水質改善に努めてきたが，水需要の低下に伴い平
成 18 年度（2006 年度）末で休止している．さらに，将来の水需要の低下により収入の減
少が想定される中，今後の和歌山市水道事業が過剰投資にならないように，実状にあった
長期的な施設整備計画として，平成 25 年度（2013 年度）に新たな上水道施設整備基本計
画が策定された 3)．これまで各浄水場で行った主に水質改善を目的として行った施設整備
内容，ならびに水質改善に役立った水質測定機器の整備内容については 2.2.2 に後述する． 
 
表 2-4 和歌山市水道事業の施設整備計画の変遷 3) 
名 称  加納浄水場 出島浄水場 真砂浄水場 島橋浄水場 新浄水場 
平成12年度 上水道施設整備基本計画 121,000 廃 止  廃 止  廃 止  92,000 
平成16年度 上水道施設整備基本計画(修正) 153,000 廃 止  廃 止  廃 止  60,000 
平成18年度 第4期拡張事業第2回変更 153,000 50,000 廃 止  10,000 ― 
平成20年度 和歌山市水道ビジョン 153,000 (50,000) 32,000 10,000 ― 
平成25年度 現 状 121,000 50,000 32,000 休 止  ― 
（注）括弧付数値：水需要に合わせて将来廃止する浄水場であることを意味する．  
 
 
2.2.2 近年の整備内容 
近年 20 年間（平成 6 年度～26 年度（1994～2014 年度））に行った，各浄水場の施設整備
および水質測定機器の整備内容について述べる． 
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1）真砂浄水場 
真砂浄水場（写真 2-2）は 2.2.1 で述べたとおり，平成 19 年（2007 年）の第 4 期拡張事
業の第 2 回変更認可において廃止することになったが，平成 20 年度（2008 年度）策定の
和歌山市水道ビジョン 4)においては，真砂浄水場は出島浄水場と同程度の整備を行い，継
続して運転していくものと変更された．  
真砂浄水場は，2.1.3 および 2.1.5 で述べたとおり，紀の川伏流水を取水しており濁度
が低い良好な原水水質を確保できたことから，大正 14 年（1925 年）の給水開始から現在
まで紀の川伏流水を緩速ろ過方式で処理してきた．しかし，約 6km の導水ルートはほとん
どが耐震管ではなく，軌道敷，国道および河川を横断しているため布設替は容易ではない
（図 2-4）．また，創設期の施設は現在も多く稼動しており，ほとんど整備されてこなかっ
たため老朽化がかなり進行している．ただし，それらの解決策として，現在，真砂浄水場
（写真 2-2）用地の東側に加納浄水場からの浄水を受水する配水池（真砂配水場）を築造
しており，今後加納浄水場からの送水管が新設される計画となっている（図 2-4）．  
 
（注）和歌山市役所ホームページ 航空写真（平成 26 年（2014 年）1 月 1 日撮影）より  
 
写真 2-2 現在の真砂浄水場の全景 
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（注）丸印：導水管の軌道敷，国道および河川の横断部を意味する． 
 
図 2-4 真砂浄水場導水および送水管計画ルート 3) 
 
 
真 砂 浄 水 場 
・公称施設能力:32,000m3／日 
・現状浄水処理フロー:緩速ろ過 
・稼働年:大正 14年（1925年） 
 
送水管（計画） 
導水管 印籠継手管 22 インチ 導水管布設替済(DCIP-K型) 
済み 
導水管布設替済(DCIP-K型) 
加納浄水場送水管より 
導水管 印籠継手管 22 インチ 
有本水源地 
ＪＲ阪和線横断 
国道 24号横断 
ＪＲ和歌山線横断 
大門川横断 
太田中継ポンプ所 
和歌川横断 
有本集水埋渠 
浅井戸水源 
わかやま電鉄横断 
ＪＲ紀勢本線横断 
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表 2-5 に示すとおり，浄水場内の近年の整備としては，平成 11 年度（1999 年度）の安
全対策としての塩素消毒剤の変更のみである（写真 2-3）．また，図 2-4 および図 2-5 に示
すとおり，真砂浄水場の有本水源は紀の川の伏流水を取水しているが，国土交通省の紀の
川大堰建設に伴い伏流水の取水に支障が生じたため，国土交通省によって平成 22 年度
（2010 年度）に新たな集水埋渠が移設された（写真 2-4）．しかし，平成 23 年度（2011 年
度）の台風 6 号の影響により濁水の混入が判明し，国土交通省によって予備水源として平
成 24 年度（2012 年度）末に浅井戸水源が新設された（図 2-6）．また，平成 23 年度（2011
年度）に，図 2-4 のとおり導水ルートの中間地点にある老朽化した太田中継ポンプ所を安
定して導水する目的で更新した（図 2-7，写真 2-5） . 
 
表 2-5 真砂浄水場の近年の整備内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-3 真砂浄水場の次亜塩素酸ナトリウムの注入設備 
 
 
 
年 度 件 名 目 的 
H11(1999) 塩素消毒剤変更（塩素ガス→次亜塩素酸ナトリウム） 安全対策 
H22(2010) 集水埋渠更新（国土交通省施工） 安定取水（伏流水） 
H23(2011) 太田中継ポンプ所更新 安定導水 
H24(2012) 浅井戸新設（国土交通省施工） 予備水源（伏流水） 
14 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-5 真砂浄水場の取水施設の有本水源（集水埋渠および浅井戸）平面図 3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-4 工事中の真砂浄水場の取水施設の有本水源（集水埋渠）（平成 22 年度（2010 年度）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-6 真砂浄水場の取水施設の有本水源（浅井戸）詳細図  
断面図 平面図 
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図 2-7 真砂浄水場の太田中継ポンプ所平面図 3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-5 真砂浄水場の太田中継ポンプ所（平成 23 年度（2011 年度）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成 22～23 年度 中継ポンプ所更新済み 
更新済み 
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また，平成 25 年度（2013 年度）から，真砂浄水場では加納浄水場の増量更新後に加納
浄水場からの浄水を受水するための真砂配水場を現在整備している．図 2-4 および図 2-8
に示すように，真砂配水場を築造し送水管を新設する整備が進んでいる．真砂配水場は，
計画給水区域内の貯留容量の確保，老朽化した城内給水場の配水区域の統合および配水池
未整備区域の断水リスクの低減を目的として整備される．真砂配水場の有効容量は，設計
当時の一日最大給水量 19,700m3/日をベースに 12 時間分の容量を確保するものとして
10,000m3 としている．  
整備工程は，加納浄水場の増量更新に合わせたものとなり，第 1 期工事では工水配水池
撤去後 7,000m3 を整備し，第 2 期工事では残容量の 3,000m3 を整備する予定である．運用
計画では，加納浄水場からの送水管整備が完了するまでは，真砂浄水場の浄水池として機
能する．送水管整備完了後は，加納浄水場からの浄水を受水し，真砂浄水場の浄水機能を
停止することが可能である．これらの今後予定されている内容を表 2-6 に示す．  
 
表 2-6 真砂浄水場の真砂配水場の整備工事内容 
施設名 対象施設 備 考 
送水施設 送水管 － 
配水施設 
進入路 工水配水池撤去  
ポンプ室  地下 1 階，地上 2 階 
配水池 第 1 期 7,000m3，第 2 期 3,000m3 
機械・電気設備  受変電，自家発，計装設備など  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-8 真砂浄水場の真砂配水場の整備工事平面図 3) 
建設予定 
建設中 
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2）出島浄水場  
出島浄水場（写真 2-6，図 2-9）は 2.2.1 で述べたとおり，平成 19 年（2007 年）の第 4
期拡張事業の第 2 回変更認可において，真砂浄水場を廃止し出島浄水場は継続運用する計
画へ変更された．その後，和歌山市水道ビジョン 5)において水需要の動向に合わせて出島
浄水場も廃止する計画へと変更され現在に至っており，最低限 10 年程度の延命化整備を実
施している．ただし，加納浄水場の更新事業が完了するまでは今後も基幹浄水場として安
定した水の供給を行う必要がある．  
出島浄水場は，紀の川の河川水の滞留時間増加による低濁度化，降雨時の変動，有機物
の増加による水質汚濁および高 pH 化などの原水水質の悪化，ならびに水道水質基準の強
化により水質基準を遵守することが厳しくなり，ろ過水濁度についても 0.1 度を超過して
きた．そこで，表 2-7 に示すとおり，平成 6 年度（1994 年度）に塩素消毒剤を塩素ガスか
ら次亜塩素酸ナトリウムに変更し，平成 9 年度（1997 年度）にろ過水濁度計の設置，そし
て平成 12 年度（2000 年度）に除マンガン対策のために中間塩素の注入設備を増設した．
さらに，平成 13 年度（2001 年度）には急速ろ過池（写真 2-7）のろ材の複層化を行い，表
2-7 および 図 2-10 に示すように，平成 17 年度（2005 年度）に，松島水源地においてかび  
  
（注）和歌山市役所ホームページ 航空写真（平成 26 年（2014 年）1 月 1 日撮影）より  
 
写真 2-6 現在の出島浄水場の全景 
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図 2-9 出島浄水場の導水ルート 3) 
 
臭低減対策のために粉末活性炭注入設備（写真 2-8），凝集改善のために前塩素注入設備（写
真 2-9）を新設した．平成 19 年度（2007 年度）から費用対効果を考慮したリース方式の脱
水機設備（写真 2-10）（導入効果に関する研究内容については第 6 章で詳述する．）の整備
など対策を実施し，できる限り水質基準に適合する良質な水をこれまで供給してきた．  
そして，表 2-7 および図 2-11 に示すように，平成 22 年度（2010 年度）に，薬品注入設
備（62.5%硫酸および 20%苛性ソーダ，写真 2-11）導入によって原水の pH 値を調整し凝
集改善を行うとともに，平成 22～24 年度（2010～2012 年度）には，混和池を改修し（写
真 2-12），高速凝集沈澱池の 3 池のうち 2 池を改修するとともに傾斜管沈降装置を導入し
沈降改善を行った（写真 2-13）．さらに，薬品注入設備の導入により浄水の pH 値およびラ
ンゲリア指数の改善も行った（水質改善効果に関する研究内容については第 5 章で詳述す
る．）．また，平成 22～24 年度（2010～2012 年度）には安定的に浄水処理を行うため，受
変電・電気設備および中央監視制御設備の更新を行った（写真 2-14～2-16）．  
 
松島取水口 
導水渠 
松島水源地 
導水管 SPφ800 
出 島 浄 水 場 
・公称施設能力:50,000m3／日 
・現状浄水処理フロー: 
  粉末活性炭－(高速)凝集沈澱 
－急速ろ過 
・稼働年:昭和 37年（1962年） 
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表 2-7 出島浄水場の近年の整備内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-10 出島浄水場の取水施設の松島水源地の整備工事平面図 3) 
年 度 件 名 目 的 
H6(1994) 塩素消毒剤変更（塩素ガス→次亜塩素酸ナトリウム） 安全対策 
H9(1997) ろ過水濁度計設置 ろ過水濁度常時監視 
H12(2000) 中間塩素の注入設備増設 除マンガン対策 
H13(2001) 急速ろ過池ろ材の複層化 ろ過水濁度低減対策 
H17(2005) 粉末活性炭注入設備新設（前塩素注入設備含む） かび臭低減対策，凝集改善 
H18(2006) 汚泥濃縮設備新設 排水処理能力向上 
H19(2007) 脱水機設備新設（リース方式） 排水処理能力向上 
H22(2010) 流入管・流量計取替工事 流量計更新 
H22(2010) 薬品注入設備更新（硫酸，苛性ソーダ） 凝集改善，pH・ランゲリア指数改善 
H22(2010) 電気棟新築工事 電気設備更新 
H23(2011) 受変電および花山系電気設備更新 電気設備更新 
H23(2011) 松島水源地受変電設備更新 電気設備更新 
H23(2011) 高速凝集沈澱池（1 号），混和池改修 凝集改善，沈降改善 
H24(2012) 高速凝集沈澱池（3 号）改修 凝集改善，沈降改善 
H24(2012) 中央監視制御設備更新 水処理の安定制御 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
揚水ポンプ棟 
更新・改修済み 
 
H17年度粉末活性炭注入設備 
H17 年度前塩素注入設備 
 
 
H23年度松島水源地受変電設備工事 
 
沈砂池 
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図 2-11 出島浄水場の整備工事平面図（平成 17 年度（2005 年度）以降）3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-7 急速ろ過池（ろ材複層化）    写真 2-8 松島水源地粉末活性炭注入設備 
（平成 13 年度（2001 年度））             （平成 17 年度（2005 年度）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
H22 年度薬品注入設備新設工事 
浄水池 
高速凝集
沈澱池 
1 号 
混和池 
H22 年度電気棟新築工事 
H22～23 年度沈澱池混和池改修工事 
H23～24 年度沈澱池改修工事 
高速凝集
沈澱池 
3 号 
急速ろ過池 
H18 年度濃縮設備工事 
H19 年度脱水機設備 
(リース方式) 
汚水池 
高速凝集
沈澱池 
2 号 
管理本館・送水ポンプ室 
H23～24 年度中央監視制御設備更新工事 
更新・改修済み 
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写真 2-9 松島水源地前塩素注入設備     写真 2-10 脱水機設備（リース方式）  
（平成 17 年度（2005 年度））                   （平成 19 年度（2007 年度）） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-11 薬品注入設備（平成 22 年度（2010 年度）） 
 
 
写真 2-12 混和池改修         写真 2-13 高速凝集沈澱池改修  
（平成 23 年度（2011 年度））               （平成 24 年度（2011 年度）） 
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写真 2-14 電気棟，受変電・電気設備     写真 2-15 松島水源地受変電設備  
（平成 22-23 年度（2010-2011 年度））           （平成 23 年度（2011 年度）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-16 中央監視制御設備（平成 24 年度（2011 年度）） 
 
 以上のように，出島浄水場では，近年，施設の老朽化に加え原水水質の悪化と水道水質
基準の強化に対応しなければならなくなった．その対応策として，浄水施設を全面的に更
新するのではなく，将来の水需要の減少に伴い廃止することを視野に入れ，費用対効果を
考慮した「既存浄水施設の改修による水質改善」を念頭に整備を行ってきた．  
 その中で，平成 22～24 年度（2010～2012 年度）に，薬品注入設備の整備にあたって，
注入薬品は後述の加納浄水場と同一の炭酸ガスおよび消石灰ではなく，費用などを考慮し
て硫酸および水酸化ナトリウム（以下苛性ソーダ）を選択し設備を新設し追加した．ただ
し，凝集剤注入の前に原水 pH の調整をするのが通常であるが，今回は既存施設への導入
という制約があるため，薬品注入点は凝集剤と同一の混和池とせざるを得なかった．しか
し，適正な凝集 pH に調整する注入方法を運用しながら見出した．その凝集改善の効果と
して，沈澱池処理水の濁度（以下処理水濁度）の平均値は従来の 60%まで低減できた．ま
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た，処理水濁度をさらに低減する目的で，既存の高速凝集沈澱池という制約がある中でよ
り効果の高い沈降装置として傾斜管を選択し 3 池のうち 2 池に導入した．その沈降改善の
効果として，沈降装置を導入している池の処理水濁度の平均値は導入していない池の値の
ほぼ 50%まで低減できることがわかった．その結果，処理水濁度の平均値は従来 1.0 度で
あったものが，薬品注入設備および沈降装置の導入後はすべての池の処理水をあわせても
0.4 度にまで低減でき，管理目標値の 0.5 度以下を概ね満足できるようになった．さらに，
浄水の pH およびランゲリア指数の改善を目的として，薬品注入設備のうち苛性ソーダを
浄水に注入した．その効果として，pH 値については管理目標値「7.5 程度」を概ね達成で
きたが，ランゲリア指数については数値の改善は見られたものの目標値「－1 程度以下」
には達しなかった．それらの取組内容に関する研究については，第 5 章の「薬品注入設備・
傾斜管沈降装置導入による高速凝集沈澱池の水質改善効果（出島浄水場）」として後述する． 
 さらに，平成 19 年度（2007 年度）に，発生汚泥の減量化対応として，従来の天日乾燥
床に代わる新たな排水処理施設を設置することになった．ただし，この浄水場は概ね 10
年で廃止される方針であるため，リースによって排水処理施設（機械脱水）を導入するこ
とにした．リースによる排水処理施設は，計画当初は信頼性の面で疑問視されたが，平成
18 年度（2006 年度）に実証試験を行い，平成 19 年度（2007 年度）からライフサイクルを
10 年として稼動している．その導入効果として，リース方式では，建設費が安価で，維持
管理も契約に含ますことができ合理的で，短期間においてライフサイクルコストが経済的
となり，即時性を要する災害時や事故時に，リース方式で整備した施設が，予備力として
活用できることがわかった．和歌山市が取り組んだリースによる施設更新は，設備の老朽
化に伴う施設更新が必要であるが投資費用や水需要の低迷などから対応に苦慮している事
業体に対して道標となると考えられる．この取組内容に関する研究については，第 6 章の
「リースによる排水処理施設の施工事例（出島浄水場）」として後述する．  
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3）島橋浄水場 
島橋浄水場（写真 2-17）は 2.2.1 で述べたとおり，水需要の低下に伴い，公称施設能力
が 10,000m3/日と少なく費用対効果が低いため平成 18 年度（2006 年度）末で休止している．
そのため，島橋浄水場の施設整備内容については簡潔に説明する．  
休止前の島橋浄水場では，出島浄水場などと同様の理由で原水水質の悪化ならびに水道
水質基準の強化により水質基準を遵守することが厳しくなり，ろ過水濁度についても 0.1
度を超過してきた．そこで，表 2-8 に示すとおり，赤水および配水管のモルタルライニン
グの中性化などの課題解決のため，平成 6 年度（1994 年度）に加納浄水場に先駆け炭酸ガ
ス・消石灰注入設備を導入し，浄水の pH およびランゲリア指数の改善を行った．平成 8
年度（1996 年度）には，凝集改善のため凝集剤の硫酸アルミニウム（以下硫酸ばんど）を
ポリ塩化アルミニウム（以下 PAC）に変更した．さらに，塩素消毒剤を塩素ガスから次亜
塩素酸ナトリウム（食塩水の電解処理により生成）に変更するとともに，除マンガン対策
のために中間塩素の注入設備を増設した．そして，平成 14 年度（2002 年度）には，ろ過
水濁度の低減のため急速ろ過池の複層化を行った．このように，島橋浄水場では随時既存
施設の改修により水質改善に努めていた．なお，炭酸ガス・消石灰による水質改善につい
ては，第 4 章の「炭酸ガス・消石灰による水質改善効果（加納浄水場）」として後述する．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-17 休止前の島橋浄水場（平成 15 年度（2003 年度）ごろ） 
 
表 2-8 島橋浄水場の近年の整備内容 
年 度 件 名 目 的 
H6(1994) 炭酸ガス・消石灰注入設備新設 pH・ランゲリア指数改善 
H8(1996) 凝集剤変更（硫酸アルミニウム→ポリ塩化アルミニウム） 凝集改善 
H8(1996) 塩素消毒剤変更（塩素ガス→次亜塩素酸ナトリウム） 安全対策 
H8(1996) 中間塩素の注入設備増設 除マンガン対策 
H14(2002) 急速ろ過池ろ材の複層化 ろ過水濁度低減対策 
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4） 加納浄水場  
加納浄水場（写真 2-18，図 2-12）の施設・設備の多くは建設から 40 年以上が経過して
いる．これまで適切に維持管理・整備が行われてきたが，施設の一部には鉄筋露出などの
劣化が見られる．平成 12 年度（2000 年度）に実施された浄水施設耐震診断調査において
は，サンプル数は少ないものの，コンクリート中に含まれる塩化物含有量が現在の基準値
に対して 3 倍から 9 倍程度多く含まれている結果が得られており，今後更に老朽化が進行
することが予測される．これは当時の海砂の使用など骨材成分による影響が大きいと考え
られる．また，東南海・南海地震や中央構造線断層系による直下型地震に対して十分な耐
震性を有していないため，施設の耐震化が喫緊の課題となっている． 
 水質面では，出島浄水場と同様の理由で，原水の低濁度化，降雨時の変動，有機物の増
加による水質汚濁および高 pH 化などの原水水質の悪化ならびに水道水質基準の強化によ
り水質基準を現有施設で遵守することが厳しくなり，ろ過水濁度についても 0.1 度を超過
してきた．そこで，表 2-9 に示すとおり，平成 8 年度（1996 年度）に安全対策として塩素
消毒剤を塩素ガスから次亜塩素酸ナトリウムに変更すると同時に，前塩素の塩素ガスは原
水の pH 調整と凝集改善に役立っていたがトリハロメタン生成の問題から注入を中止し，  
 
（注）和歌山市役所ホームページ 航空写真（平成 26 年（2014 年）1 月 1 日撮影）より  
 
写真 2-18 現在の加納浄水場の全景 
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図 2-12 加納浄水場の導水ルート 3) 
 
比較的トリハロメタン生成が抑制され除マンガン効果が期待できる中間塩素に切り替えた． 
その弊害として，凝集沈澱が困難となり処理水濁度が上昇し，結果としてろ過水濁度に
ついても 0.1 度を超過してきた．その対策として，凝集改善を目的に平成 12 年度（2000
年度）に炭酸ガス・消石灰注入設備（写真 2-19）を導入し，炭酸ガスを原水の pH 調整に
用い，なおかつ凝集剤を硫酸ばんどから PAC に変更した．そして，ろ過水濁度の常時監視
を目的にろ過水濁度計を設置した．また，炭酸ガス・消石灰を浄水に注入し，pH およびラ
ンゲリア指数の改善を行った（水質改善効果に関する研究内容については第 4 章で詳述す
る．）．平成 17 年度（2005 年度）には，原水中のかび臭物質上昇に伴い急遽低減対策のた
めに粉末活性炭注入設備（写真 2-20）を設置し，同時にろ過水濁度の低減のため急速ろ過
池（写真 2-21）のろ材の複層化を行った．そして，平成 19 年度（2007 年度）には，かび
臭の常時監視により粉末活性炭を適正に注入するためのかび臭連続測定装置（写真 2-22）を
導入した．このように，既存浄水施設を改修して水質改善に努めてきた．  
 以上のように，加納浄水場では，近年，出島浄水場と同様に施設の老朽化に加え原水水
質の悪化と水道水質基準の強化に対応しなければならなくなった．その対応策として，浄
水施設を全面的に更新するのではなく，できる限り費用対効果を考慮した「既存浄水施設
の改修による水質改善」を念頭に整備を行ってきた．  
加納取水口 
導水渠 
加 納 浄 水 場 
・公称施設能力:121,000m3／日 
・現状浄水処理フロー: 
  粉末活性炭－(高速)凝集沈澱 
－急速ろ過 
・稼働年:昭和 48 年（1973 年） 
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 その中で，加納浄水場では平成 12 年度（2000 年度）に炭酸ガス・消石灰注入設備を平
成 6 年度（1994 年度）の島橋浄水場に続いて導入した．両浄水場の設備導入前の浄水水質
は，pH 値は 7 前後で，水の腐食性判定の指標であるランゲリア指数は－1 を大きく下回っ
ており，モルタルライニングの中性化や赤水対策などが課題となっていた．水質管理目標
設定項目では水道水の目標値として，pH 値は「7.5 程度」，ランゲリア指数は「－1 程度以
上とし，極力 0 に近づける」と定められている．この対策として，両浄水場では，浄水の
pH 値とランゲリア指数の改善には消石灰・炭酸ガスの併用注入設備，同時に加納浄水場で
は，原水の高 pH 対策に炭酸ガスの注入設備を導入している．ただし，既存施設への導入
という制約の中で攪拌効果を期待して，後塩素注入点と同一の箇所とした．その結果，浄
水の pH 値およびランゲリア指数が当初の目標どおり改善され，鉄および鉛などの金属類
の溶出も大幅に改善された．また，前炭酸注入により浄水中アルミニウム濃度を水道水質
基準の 10分の 1程度とかなり低く保持できた．それらの取組内容に関する研究については，
第 4 章の「炭酸ガス・消石灰による水質改善効果（加納浄水場）」として後述する． 
 
表 2-9 加納浄水場の近年の整備内容 
年 度 件 名 目 的 
H8(1996) 塩素消毒剤変更（塩素ガス→次亜塩素酸ナトリウム） 安全対策 
H8(1996) 中間塩素の注入設備増設 除マンガン対策 
H12(2000) 炭酸ガス・消石灰注入設備新設 凝集改善，pH・ランゲリア指数改善 
H12(2000) 凝集剤変更（硫酸アルミニウム→ポリ塩化アルミニウム） 凝集改善 
H12(2000) ろ過水濁度計設置 ろ過水濁度常時監視 
H17(2005) 粉末活性炭注入設備新設 かび臭低減対策 
H17(2005) 急速ろ過池ろ材の複層化 ろ過水濁度低減対策 
H19(2007) かび臭連続測定装置 粉末活性炭適正注入管理 
H23(2011) 粉末活性炭注入設備更新 かび臭・トリハロメタン低減対策 
H24(2012) 沈砂池補強改修（一部粉末活性炭接触池に改造） かび臭・トリハロメタン低減対策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-19 炭酸ガス・消石灰注入設備     写真 2-20 粉末活性炭注入設備  
（平成 12 年度（2000 年度））        （平成 17 年度（2005 年度）） 
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写真 2-21 急速ろ過池（ろ材複層化）     写真 2-22 かび臭連続測定装置  
（平成 12 年度（2000 年度））         （平成 19 年度（2007 年度）） 
 
このように加納浄水場では水質改善に努めてきたが，今後も紀の川上流域での開発や広
域下水道整備などにより原水水質は変化するものと考えられる．さらに，水道水質基準の
強化および市民の水道への要求レベルの向上なども想定され浄水水質の改善が急務となっ
ている．これらの理由により，加納浄水場を本格的に整備することになり，平成 18 年度
（2006 年度）に｢加納浄水場更新基本設計｣をとりまとめ，これを基に平成 19 年（2007 年）
3 月 27 日に第 4 期拡張事業の第 2 回変更認可を受け，図 2-13 に示すとおり浄水処理方式
を高度処理方式へ変更し，併せて施設の更新および耐震化を行うこととなった．公称施設
能力は，その当時紀の川大堰建設に伴い真砂浄水場の水源である有本水源の取水機能への
影響が懸念されたため，施設老朽化への対応も兼ねて加納浄水場へ統廃合し加納浄水場の
処理水量を 153,000m3/日へ増量する計画となった．  
更新事業は，図 2-14 に示す主に水質向上を目的とした第 1 期（平成 22～30 年度（2010
～2018 年度）），増量対策および施設更新を目的とした第 2 期（平成 30～36 年度（2018～
2024 年度））および高度浄水処理など導入を目的とした第 3 期（平成 37 年度（2025 年度）
以降）工事に区分して段階的に実施する計画で進めている．なお，第 2 期工事途中の平成
32 年度（2020 年度）からポンプ設備の増設により 153,000m3/日への増量工事分の暫定運用
が可能となる．現計画として，平成 22～24 年度（2010～2012 年度）にかけて，水処理設
備については，既存の沈砂池関連工事として粉末活性炭注入設備（写真 2-23）を更新し，
沈砂池の後段を粉末活性炭接触池に改造すると共に全体の耐震化を行った（写真 2-24）．
今後，平成 26 年度（2014 年度）から高速凝集沈澱池を横流式凝集沈澱池に更新する予定
である．また，平成 23 年度（2011 年度）から排水排泥池を更新，濃縮槽を新設中であり，
さらに平成 26 年度（2014 年度）から天日乾燥床を機械脱水機に更新している．その後，
管理棟本館，ポンプ棟および受変電設備などの更新および耐震化を随時行っていく計画で
ある．平成 37 年度（2025 年度）以降の第 3 期工事である高度処理施設および膜ろ過施設
の導入時期については，現在および将来の原水水質変動などを考慮した上で方向性を判断
するべきである．ただし，第 3 期工事を先送りした場合には，急速ろ過池は浄水処理フロ
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ーで最重要施設となるため早期に更新すべきである．  
以上の段階的な更新事業により，加納浄水場では基幹浄水場としての役割を果たすため
浄水施設の強靭化が進められている．平成 22 年度（2010 年度）に始まった加納浄水場の
施設の整備内容は，全面的に更新されるものではなく，施設を運転しながら第 1 期工事開
始から第 2 期工事終了まででも約 15 年間を要する予定であり，その間に既存浄水施設の改
修により水質改善が行われることとなる．   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-23 粉末活性炭注入設備      写真 2-24 沈砂池改修（粉末活性炭接触池） 
（平成 23 年度（2011 年度））               （平成 24 年度（2012 年度）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-13 加納浄水場の浄水処理フロー（第 4 期拡張事業 第 2 回変更 水道台帳より）3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 4 期拡張事業第 1 回変更の浄水フロ  ー （平成 14 年（2002 年）3 月 29 日） 
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第 4 期拡張事業第 2 回変更時の浄水フロ  ー （平成 19 年（2007 年）3 月 27 日） 
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図 2-14 加納更新事業の概要 3) 
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5）滝畑浄水場  
滝畑浄水場（写真2-25）は，加納浄水場から距離があるため水質面の問題で安全な水を
給水できなかった未普及地域の解消のために平成15年（2003年）に整備された浄水場であ
る（図2-1参照）．大阪府との県境を流れる滝畑川の伏流水を水源とする公称施設能力34m3/
日の小規模な浄水場であり，供用開始当時から原水にトリハロメタン前駆物質であるフミ
ン質が多く含まれており，導入した浄水処理工程（図2-15，写真2-26）だけでは前駆物質
があまり除去できないため，当初から浄水中のトリハロメタンが問題となっていた．  
種々低減対策が検討されたが，凝集沈澱設備などの浄水工程での増設は高額である上に
維持管理および運転が複雑で，さらに廃水が出る問題があり採用できなかった．最終的に
導入された方法は，浄水工程で取るのではなく，最終製品の浄水を場内配水池で空気曝気
し低減する方策が有効であることが明らかとなった．さらに，安価で維持管理および運転
が簡単で廃水が出ないという利点があるため採用され，平成22年度（2010年度）に曝気装
置が新設された（図2-15，写真2-27）．  
その中で，滝畑浄水場で導入された曝気装置による効果を検証した結果，トリハロメタ
ン濃度は通気量が多いほど指数関数的に減少することが確認できた．一方，曝気処理では
浄水中に残存する有機物を除去できないため，配水系統内における濃度の再度上昇が避け
られず，給水末端でトリハロメタン濃度を管理することが求められる．そこで，配水系統
におけるトリハロメタン濃度を予測する式を導出した．予測式を用いたモデル解析により，
滝畑浄水場の配水系統内では十分安全な給水が可能であることが示された．このように，
滝畑浄水場においても，既存浄水施設の改修によって水質改善が実現できた．それらの取
り組み内容に関する研究については，第7章の「トリハロメタン対策のための場内配水池に
おける曝気処理の効果（滝畑浄水場）」として後述する．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-25 滝畑浄水場の全景 
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図 2-15 滝畑浄水場の浄水処理フロー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-26 浄水棟内の浄水処理設備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-27 場内配水池曝気装置（H22 年度（2010 年度））  
散気管（場内配水池内） ブロワ（浄水棟内） 
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6）水質測定機器  
 2.2.2 では，ここまで各浄水場の施設整備内容について説明してきたが，浄水場の施設
整備とともに水質管理のために浄水場内の常時監視用の水質測定機器も整備してきた．ま
た，和歌山市水道局では，当初より水質試験室（写真 2-28）を設け水道法に定められる水
質基準項目は直営で測定してきた．水質基準の項目数は後述の 2.3.2 でも説明するように，
昭和 33 年（1958 年）では 26 項目であったが 6)，幾度かの改正により現在（平成 26 年）
は 51 項目と増加するとともに 7)，水質基準値が低く設定されることにより精度の高い測定
機器の整備が求められるようになってきた．当初の水質測定には，人の目に判定を委ねる
比色法が多く用いられていたが，精度向上のため，分光光度計，濁度計および pH 計など
の水質測定機器がまず導入された．その後，金属測定用の原子吸光光度計（フレーム），ト
リハロメタン測定用のガスクロマトグラフ（ECD）などが導入されてきた 2)．その後，表
2-10 のとおり，多くの測定機器が整備され概ね 10 年を目処に更新してきた．その中で代
表的な水質測定器としては，濁度計・色度計（写真 2-29），TOC 計（写真 2-30），トリハ
ロメタンやかび臭物質など測定用のガスクロマトグラフ質量分析計 3 台（写真 2-31），微
量金属測定には誘導結合プラズマ質量分析計（写真 2-32），陰イオン，塩素酸や臭素酸な
ど測定用のイオンクロマトグラフ＋ポストカラム 2 台（写真 2-33）などがある．  
その水質測定機器の整備によって，常時，原水水質を測定するとともに，データを蓄積
しその変化についても観測してきた．また，浄水工程の処理水を測定するとともに，浄水
水質についても定期的に測定を行ってきた．なお現在は，水道法に定める水質検査計画を
設け計画的に水質測定を行っている．それらの効果として，今までの既存浄水施設の改修
による水質改善に大いに反映されてきた．水質測定機器なくして水質改善が実現できなか
ったといっても過言ではない． 
  
表 2-10 主要水質測定機器の近年の最新購入機器の整備内容 2) 
年 度 件 名 目 的（測定項目） 
H9(1997) 落射蛍光顕微鏡 クリプトスポリジウム，ジアルジア 
H15(2003) 自動 pH・電気伝導度測定装置 pH，電気伝導度 
H25(2013) 濁度計・色度計 濁度，色度 
H15(2003) TOC 計 TOC 
H17(2005) ガスクロマトグラフ質量分析計（四重極） 微量揮発性物質（ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝなど） 
H18(2008) ガスクロマトグラフ質量分析計（イオントラップ） フェノール，農薬 
H24(2012) ガスクロマトグラフ質量分析計（四重極） かび臭物質（2-ﾒﾁﾙｲｿﾎﾞﾙﾈｵｰﾙなど） 
H26(2014) 誘導結合プラズマ質量分析計 微量金属同時測定 
H15(2003) 原子吸光光度計（フレーム） 金属 
H14(2002) イオンクロマトグラフ 陰イオン，塩素酸 
H15(2003) イオンクロマトグラフ＋ポストカラム シアン，臭素酸 
34 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-28 水質試験室 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-29 濁度計・色度計           写真 2-30 TOC 計 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-31 ガスクロマトグラフ質量分析計（3 台） 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-32 誘導結合プラズマ質量分析計 
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写真 2-33 イオンクロマトグラフ＋ポストカラム（2 台） 
 
以上のように，和歌山市水道局では，水質測定機器を順次整備してきたが，平成15年度
（2003年度）以前は測定機器制御用コンピュータをネットワーク接続しておらず水質デー
タを一元管理していなかった．それぞれの水質データを分析担当者が最小表示値および有
効桁数を考慮して丸めていたので水質検査結果の間違いが見受けられ，検査結果書や水質
年報の作成には非常に多くの労力を要していた．しかし，平成16年度（2004年度）から分
析によって得られた水質データを有効に活用して水質検査結果の間違いを最小限にすると
共に省力化を図る目的で，測定機器制御用および事務用コンピュータとハードディスクを
ネットワーク接続し，一般に広く普及している表計算ソフトであるMicrosoft Excelを用い
て，新たな水質検査結果データベースシステムを構築した．その結果，検査結果書の作成，
データ検索ファイルの作成および水質年報の自動作成が可能となった．このように，既存
の水質測定装置をネットワーク接続し，水質検査結果データベースシステムを独自に構築
し改善しながら現在も運用しており，浄水場の水質改善に十分活用できている．それらの
取り組み内容に関する研究については，第8章の「水質検査結果データベースシステムの構
築とその運用」として後述する．  
また，浄水に使用する次亜塩素酸ナトリウム（以下次亜塩）は，貯蔵中に混在する塩素
酸の濃度が上昇するため的確な塩素酸濃度管理が必要である．しかし，イオンクロマトグ
ラフによる塩素酸の測定は煩雑で時間がかかるため，塩素酸の測定を必要としない簡便な
塩素酸濃度管理方法を案出した．次亜塩の有効塩素濃度，保管温度および保管期間から塩
素酸含有量を算出する計算式を作成した．この式に従い，浄水場の次亜塩保管タンク室温
度と保管期間と注入量から，浄水中塩素酸含有量を算出し，実測値と比較した．推定値と
実測値はよく一致し，塩素酸濃度を都度測定しなくとも，この計算式を用いれば浄水中の
塩素酸濃度を管理でき水質改善に役立つことがわかった．それらの取り組み内容に関する
研究については，第9章の「水道用次亜塩素酸ナトリウムの有効塩素濃度，保管温度および
保管期間による浄水中塩素酸濃度の管理法」として後述する．  
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2.3 原水および浄水水質の状況と水質基準強化の経緯 
 
2.3.1 原水水質の推移 
1) 出島および加納浄水場 
① 低濁度化 
昭和 37 年（1962 年）に稼動した出島浄水場を設計した昭和 30 年代（1955～1964 年）は
紀の川で砂利の採取が盛んに行われていた．ただし，砂利採取は昭和 39 年（1964 年）に
河川法の制定により規制され，採取量は年々減少し昭和 54 年（1979 年）には全面禁止と
なった 8)．しかし，長期に渡る砂利採取の結果，紀の川の河床は深くなった．さらに，昭
和 30～40 年代（1955～1974 年）には農業利水目的で紀の川水系にダムおよび固定堰であ
る頭首工が整備された．これらの影響で，河川水の滞留時間が長くなっていった．  
このような河川状況の変化の結果，出島浄水場の原水の濁度は和歌山市独自の水質分析
機器データによると，昭和 38 年度（1963 年度）ごろには年平均値で 20 度以上であったが
徐々に低下していき近年は 10 度を下回る年も多い 1),2)（図 2-16）．また，浄水場設置の連
続自動測定機器データ（以下計装データ）によると，近年 5 年間（平成 20～24 年度（2008
～2012 年度））は，晴天時には 5 度未満の日が多く 5 年間の平均値は 9 度であり，出島お
よび加納浄水場で採用されている高速凝集沈澱池の濁度適正範囲（10 度以上）9)から外れ
た日数比率が 87%を占める．その一方，降雨時には急激に濁度が上昇し日平均で最大 500
度以上に達することもある．  
 なお，2.1.3 で述べたとおり，出島浄水場と加納浄水場の取水施設は隣接しており，両
浄水場ともに表流水を取水しているため，加納浄水場の原水においても同様な傾向が見ら
れる．  
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② 有機物および藻類の増加による影響  
出島浄水場の原水（紀の川表流水）の有機物濃度の指標である過マンガン酸カリウム消費
量は，近年 5 年間（平成 20～24 年度（2008～2012 年度））はほぼ横ばいであるが，過去 40
年間（昭和 43～平成 19 年度（1968～2007 年度））に約 2 倍（3.2mg/L から 6.2mg/L）に増加
している 1),2)（図 2-17）．この有機物濃度の要因で，トリハロメタン生成に苦慮している．
また，春から夏にかけての河川流量の少ない晴天時には藻類が増殖することで，それ由来の
有機物濃度と濁度が増加する傾向が見られる．藻類は最大 34,000 個/mL，平均 4,300 個/mL
と多く，富栄養化した湖沼のような生物構成となっている 2)．そのため，河川で光合成によ
って炭酸ガスが消費され原水の pH は高くなり，変動も大きい．計装測定データによると，
日平均最大値は 9.0，日間変動も最大で 1.9 に達する．図 2-18 は藻類増殖が観測された平成
22 年（2010 年）8 月 13 日～19 日の出島の原水 pH 値と日照時間の推移を示しており，16 日
以降に原水 pH 値の急激な上昇と下降が確認される．すなわち，藻類増殖時の原水の pH は，
晴天が続くと日平均は上昇傾向となり，日間変動が大きくなることがわかる．  
さらに，藻類の一部には平成 16 年（2004 年）に水質基準項目 10)となったかび臭物質であ
るジェオスミンおよび 2-メチルイソボルネオール（以下 2-MIB）を産生する藍藻類がある．
紀の川の原水水質では藍藻類のフォルミジウム由来の 2-MIB が，平成 16 年（2004 年）以降，
上流域を含め問題となっている 2)．その影響で，出島浄水場の浄水でも 2-MIB について，基
準の遵守のため対応に苦慮する状況も生じていた．また，紀の川の原水では耐塩素性病原生
物であるクリプトスポリジウムおよびジアルジア（以下クリプトスポリジウムなど）の指標
菌である大腸菌が常時検出される上に，クリプトスポリジウムなども検出されている 2)．こ
のように，水道水源である紀の川の水質管理は非常に重要であることがわかる．  
以上の傾向は，加納浄水場の原水においても同様に見られる．  
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図 2-17 昭和 43年度～平成 19年度（1968
～2007 年度）（40 年間）の出島浄
水場の原水有機物濃度（年平均値）
の推移 1),2) 
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2） 滝畑浄水場の有機物（フミン質） 
 2.1.3 で述べたとおり，平成 15 年（2003 年）に供用開始した滝畑浄水場は山間部にあり，
そこを流れる滝畑川の表流水にはトリハロメタンの原因物質である有機物のフミン質が多
く含まれている．また，滝畑浄水場の水源は本来伏流水であるが，集水管の構造的な問題
で表流水が多く流入するため，原水にも有機物のフミン質が多く含まれる．そこで，有機
物濃度の指標である TOC 濃度およびフミン質濃度の指標となる総トリハロメタン生成能
について，平成 16～25 年度（2004～2013 年度）における紀の川表流水を水源とする加納
と滝畑浄水場の原水の値を比較した．その結果，TOC の平均値は加納 1.4mg/L に対して滝
畑 1.7mg/L と約 1.2 倍であり，総トリハロメタン生成能の平均値は加納 0.058mg/L に対し
て滝畑 0.088 mg/L と約 1.5 倍であった 2)．このように，滝畑浄水場は非常にトリハロメタ
ン生成で問題を抱えていることがわかる．  
 
2.3.2 水道水質基準強化の経緯 
 表 2-1111)のとおり，明治 37 年（1904 年）に上水協議会協定試験法が制定され，わが国
で最初に水道水の飲用適否の判定項目が設けられ，水道協会の上水試験法に引き継がれた． 
 そして，昭和 32 年（1957 年）に公布された水道法 12)（昭和三十二年法律第百七十七号）
第四条第二項の規定に基づき，昭和 33 年（1958 年）に水道基準に関する省令 6)（厚生省
令第 23 号）が公布され，水道の水質基準（29 項目）が初めて水道法で定められた．その
後，幾度かの改正により現在（平成 26 年（2014 年））は 51 項目 7)となっている（表 2-12）．  
 その水質基準改正のうち代表的なものでは，マンガンは昭和 33 年（1958 年）では 0.3mg/L
以下 6)であったが，平成 5 年（1993 年）に 0.05mg/L 以下 13)となり，さらに快適水質項目
（平成 16 年（2004 年）以降は水質管理設定項目）の目標値が 0.01mg/L 以下となった．ま
た，平成 5 年（1993 年）にはトリハロメタンを代表とする揮発性有機物質の項目 13)．さら
に，平成 16 年（2004 年）には全有機炭素（TOC），アルミニウム，かび臭物質のジェオス
ミンと 2-MIB10)，平成 20 年（2008 年）には塩素酸 14)が追加された．  
 平成 8 年に「水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針」15)，さらに平成 19 年に「水
道におけるクリプトスポリジウム暫定対策指針」 16)が厚生労働省通知により適用され，濁
度の水質基準は 2 度以下であるが，ろ過水では 0.1 度以下となった．  
 このように，2.3 で述べた出島および加納浄水場の原水水質の悪化，さらに両浄水場が
創設された時代にはなかった水質基準項目が追加されたことによって，浄水処理が非常に
困難となった．それらのことが 2.2.2 で述べた両浄水場の施設整備による水質改善の推進
のきっかけとなった．また，滝畑浄水場では，原水水質は供用開始当初から設計時に想定
したよりも悪い状況であったため，水道水質基準の浄水中のトリハロメタンが非常に高い
ことが問題となっていた．それが滝畑浄水場の施設整備による水質改善の推進となった．  
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表 2-11 水道水質基準などの変遷の抜粋（吹田市ホームページより引用 11)） 
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表 2-12 現在（平成 26 年（2014 年））の水道水質基準など 2),7) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 一般細菌 100 cfu/mL以下 1 アンチモン及びその化合物 0.02 mg/L以下
2 大腸菌 2 ウラン及びその化合物 0.002 mg/L以下（暫定）
3 カドミウム及びその化合物 0.003 mg/L以下 3 ニッケル及びその化合物 0.02 mg/L以下
4 水銀及びその化合物 0.0005 mg/L以下 4 削除
5 セレン及びその化合物 0.01 mg/L以下 5 １，２－ジクロロエタン 0.004 mg/L以下
6 鉛及びその化合物 0.01 mg/L以下 6 削除
7 ヒ素及びその化合物 0.01 mg/L以下 7 削除
8 六価クロム化合物 0.05 mg/L以下 8 トルエン 0.4 mg/L以下
9 亜硝酸態窒素 0.04 mg/L以下 9 フタル酸ジ（２－エチルへキシル） 0.1 mg/L以下
10 シアン化物イオン及び塩化シアン 0.01 mg/L以下 10 亜塩素酸 0.6 mg/L以下
11 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10 mg/L以下 11 削除
12 フッ素及びその化合物 0.8 mg/L以下 12 二酸化塩素 0.6 mg/L以下
13 ホウ素及びその化合物 1.0 mg/L以下 13 ジクロロアセトニトリル 0.01 mg/L以下（暫定）
14 四塩化炭素 0.002 mg/L以下 14 抱水クロラール 0.02 mg/L以下（暫定）
15 １，４－ジオキサン 0.05 mg/L以下 1 以下
16 残留塩素 1 mg/L以下
17 ジクロロメタン 0.02 mg/L以下 17 カルシウム，マグネシウム等（硬度）
18 テトラクロロエチレン 0.01 mg/L以下 18 マンガン及びその化合物 0.01 mg/L以下
19 トリクロロエチレン 0.01 mg/L以下 19 遊離炭酸 20 mg/L以下
20 ベンゼン 0.01 mg/L以下 20 １，１，１－トリクロロエタン 0.3 mg/L以下
21 塩素酸 0.6 mg/L以下 21 メチル－ｔ－ブチルエーテル 0.02 mg/L以下
22 クロロ酢酸 0.02 mg/L以下 22 有機物等（過マンガン酸カリウム消費量） 3 mg/L以下
23 クロロホルム 0.06 mg/L以下 23 臭気強度（ＴＯＮ） 3 以下
24 ジクロロ酢酸 0.04 mg/L以下 24 蒸発残留物
25 ジブロモクロロメタン 0.1 mg/L以下 25 濁度 1 度以下
26 臭素酸 0.01 mg/L以下 26 ｐＨ値 7.5 程度
27 総トリハロメタン 0.1 mg/L以下
28 トリクロロ酢酸 0.2 mg/L以下
29 ブロモジクロロメタン 0.03 mg/L以下 28 従属栄養細菌 2,000 cfu/mL以下（暫定）
30 ブロモホルム 0.09 mg/L以下 29 １，１－ジクロロエチレン 0.1 mg/L以下
31 ホルムアルデヒド 0.08 mg/L以下 30 アルミニウム及びその化合物 0.1 mg/L以下
32 亜鉛及びその化合物 1.0 mg/L以下
33 アルミニウム及びその化合物 0.2 mg/L以下
34 鉄及びその化合物 0.3 mg/L以下
35 銅及びその化合物 1.0 mg/L以下
36 ナトリウム及びその化合物 200 mg/L以下
37 マンガン及びその化合物 0.05 mg/L以下
38 塩化物イオン 200 mg/L以下
39 カルシウム，マグネシウム等（硬度） 300 mg/L以下
40 蒸発残留物 500 mg/L以下
41 陰イオン界面活性剤 0.2 mg/L以下
42 ジェオスミン 10 ng/L以下
43 ２－メチルイソボルネオール 10 ng/L以下
44 非イオン界面活性剤 0.02 mg/L以下
45 フェノール類 0.005 mg/L以下
46 有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量） 3 mg/L以下
47 ｐＨ値
48 味
49 臭気
50 色度 5度 以下
51 濁度 2度 以下
水質管理目標設定項目水質基準項目 目標値基準
異常でないこと
異常でないこと
5.8以上8.6以下
27
10mg/L以上100mg/L以下
30mg/L以上200mg/L以下
腐食性（ランゲリア指数）
mg/L以下
農薬類
（検出値と目標値の比の和）
-1程度以上とし，
極力0に近づける
シス－１，２－ジクロロエチレン及び
トランス－１，２－ジクロロエチレン
15
検出されないこと
16 0.04
41 
2.3.3 原水水質レベルと浄水水質目標レベルの設定 
 2.3.1 で述べたように原水水質は徐々に悪化しており，さらに 2.3.2 で述べたように水
道水質基準が強化されてきた．そこで，各浄水場における原水および浄水水質の状態を把
握することによって，今後の各浄水場の浄水処理のあり方について評価した． 
1）目的 
水道事業体において，浄水施設の新設や既設の更新における設計では，効率的で最適な
浄水処理システムを設計することが重要となる．特に，中小事業体にとって高度処理施設
の導入は費用面で大きな負担となるため，その費用を最小限に抑えた施設設計が非常に重
要となる．そのために新しい技術の導入を容易にし，効率的な施設づくりや工事費用・維
持管理費用の縮減に寄与することや，実用的で実務遂行上参考となる手引書となることを
目指して「浄水技術ガイドライン 2010」17)（以下ガイドライン）が，水道技術研究センタ
ーから発刊された．このガイドラインは，特に TOC の基準値強化やおいしい水のための異
臭味物質への対応プロセスとなる高度処理（粉末活性炭，粒状活性炭，オゾン）や膜ろ過
の導入の検討に際して，わが国の水道の実績などを基に数値として判断できるようにし，
水道事業体などが原水水質に応じた適切な処理フローを選定するための参考とすることを
目的としている．  
2）原水水質レベルおよび浄水水質目標レベルの分類 
ガイドライン 17)には，浄水処理システムの設計時に検討すべき項目として，「原水水質
の把握」，「処理目標水質の設定」の水質条件が挙げられている．また，浄水処理フローの
選定を実施するにあたり，濁度，全有機炭素の量（以下 TOC），かび臭物質（ここでは，
2-MIB とジェオスミン），総トリハロメタン（以下 THM）（ただし原水は総トリハロメタン
生成能（以下 THMFP））の 4 項目について原水水質レベルと目標とする浄水水質レベルの
組み合わせを設定している．  
原水水質レベルについては，後述の各浄水水質目標レベル（表 2-14）を達成するための
浄水システムに対応させるべく「高」「中」「低」の 3 段階に分類されており，各水質項目
の区分としての濃度範囲が設定されている（表 2-13）．  
 
表 2-13 原水水質レベルの設定（ガイドラインより引用 17)） 
 
 
 
 
 
 
（注）※：かび臭物質は 2-MIB とジェオスミンを区別せず，高い方の値を用いる．  
原水水質レベル 
 
水質項目 
低  中  高  
濁度  [度 ] 1 以下 1 超～5 以下 5 超～800 以下 
TOC [mg/L] 2.5 以下 2.5 超～3.5 以下 3.5 超～8.1 以下 
かび臭物質  [ng/L]※  5 以下 5 超～25 以下 25 超～1000 以下 
THMFP [mg/L] 0.04 以下 0.04超～0.07以下 0.07超～0.14以下 
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また，浄水水質レベルの「水質基準」に加えて，「浄水水質目標レベル 1」（以下レベル 1），
「浄水水質目標レベル 2」（以下レベル 2）についてガイドラインにおいて表 2-14 のように
定義されており，表 2-15 のとおり各水質項目の区分としての濃度が設定されている．ここ
で，浄水水質「水質基準」は，水道法第 4 条 12)に規定される基準であり，水道により供給
される水が最低限遵守しなくてはならない水質である．「レベル 1」は「浄水場で適切に運
転管理が行われている場合に達成可能な値」，すなわちわが国のほとんどの浄水場で満足し
ているレベルとして，水道統計より全浄水場の出口濃度の年間最大値で累積頻度 90%の値
を参考に設定された．水質項目については，水道事業体が管理目標としている水質項目か
ら，微粒子管理項目として濁度，有機物管理項目として TOC，かび臭物質，THM とされ
ている（表 2-15）． 
「レベル 2」は「トップレベルの水安心度，水満足度の確保を目指していくうえでの目
標値」，すなわち今後の日本の水道が目指すべき目標値として設定された．具体的には，よ
り安全でおいしい水の観点から，現在，有機物除去性に関して最も高度な浄水システムと
して実績を有するオゾン・活性炭システムにおける TOC，かび臭物質，THM の水質項目
について，年間最大値の累積頻度 50%を基に設定された．また，濁度については，膜ろ過
を導入する場合に適用すべき目標値である（表 2-15）． 
 
表 2-14 浄水水質レベルの定義(ガイドラインより引用 17)) 
 
表 2-15 浄水水質目標レベルの設定表（ガイドラインより引用 17)） 
  
 
 
 
 
 
（注）※：2-MIBとジェオスミンを区別せず扱うことから，浄水レベルはどちらも同じ値に設定される． 
浄水水質レベル 定 義 
水質基準 
水道法第 4 条に規定される，最低限守らなければならない基
準である． 
レベル 1 浄水場で適切に運転管理が行われている場合に達成可能であ
り，わが国のほとんどの浄水場で満足しているレベルである．  
レベル 2 
水道ビジョンの実現に向けて，トップレベルの水安心度，水
満足度の確保を目指していく上での目標値，すなわち今後の日
本の水道が目指すべきレベルである．  
浄水水質目標 
レベル 
水質項目 
水質基準  レベル 1 レベル 2 
濁度  [度 ] 2 0.1 0.01 
TOC [mg/L] 3 1.5 1.0 
かび臭物質  [ng/L]※  10 3 1 未満  
THM [mg/L] 0.1 0.040  0.015 
43 
3）和歌山市の浄水水質目標レベルの設定 
和歌山市が施設整備および運転管理の浄水水質目標レベルは，「水質基準」は当然達成し
なければならないレベルであり，浄水場で適切に運転管理が行われている場合に達成可能
であり，わが国のほとんどの浄水場で満足しているレベルである「レベル 1」を当面の目
標値とすることとされた．なお，「レベル 2」は，水道ビジョン 18)の実現に向けて，今後の
日本の水道が目指すべきレベルであるが，高度処理および膜ろ過の導入が前提となるため，
当面の目標ではなく最終到達目標値に位置付けることとされた．   
 
2.3.4 原水水質レベルと浄水水質レベルの状況とその課題 
 施設規模の大きい順に，加納，出島，真砂，滝畑の各浄水場について以下述べる．  
1）加納浄水場  
ここで，原水水質に大きく影響する 2.1.3 で述べた紀の川大堰が本格稼動した以降の近
年の 4 年間の平成 22～25 年度（2010～2013 年度）における加納浄水場の原水水質と浄水
水質について，その最大値が 2.3.3 で設定した水質レベルの状況にあるかを表 2-16 および
表 2-17 に示す 2)．  
原水水質については，TOC は「低」，かび臭物質は「中」で，濁度および THMFP が「高」
のレベルであった．ただし，かび臭物質の 2-MIB は平成 17 年（2005 年）5 月 2 日には 430ng/L
の最大値を記録し，加納浄水場では粉末活性炭注入設備を緊急対応として整備した．この
原因は，紀の川大堰建設に伴う紀の川の河川敷の掘削により生じた閉鎖性水域（加納浄水
場取水口から約 3km 上流）で藍藻類のフォルミジウムが異常発生したもので事故といえる．
紀の川の表流水には栄養塩類である窒素およびリン濃度が高く，河川水が滞留した場合に
は藍藻類が繁殖しかび臭物質が発生する特徴をもっている．そのため，窒素およびリン濃
度を把握することは非常に重要である．なお，紀の川水質汚濁防止連絡協議会資料による
と，紀の川上流（奈良県下市取水場，五條市小島浄水場，橋本市浄水場）での原水水質に
おいては平成 25 年度（2013 年度）内においても 10ng/L を超えている実績もある．  
一方，浄水水質については，濁度および TOC は現状フローで目標とするレベル 1 を十分
満足しているが，かび臭物質および THM は水質基準のレベルであり，今後の課題として
現在行っている施設整備によりレベル 1 としての目標値を満足させる必要がある．現在の
加納浄水場は粉末活性炭注入設備の整備は完了しているが，注入した粉末活性炭を確実に
回収することができる 2.2.2.4）で述べた凝集沈澱池と排水処理施設が整備中であるため，
粉末活性炭が本来の能力（最大 100mg/L）まで注入ができない状況（10mg/L 以下）にある．
さらに，それらの整備と水質管理の強化によってレベル 1 を常時達成し，高度処理施設お
よび膜ろ過施設の導入をできる限り遅らせることが加納浄水場の施設整備の今後の大きな
課題となる．そのため，きめ細やかな水質管理とこのような解析が非常に重要となる．  
なお，2.2.2.4）で述べた平成 12 年度（2000 年度）の炭酸ガス・消石灰注入設備設置お
44 
よび平成 17 年度（2005 年度）の急速ろ過池のろ材の複層化以前は浄水水質の濁度は現在
のようにレベル 1 を満足しておらず，平成 17 年度（2005 年度）の粉末活性炭注入設備設
置以前はかび臭物質および THM は現在のレベルには達していなかった． 
 そこで，紀の川中流域の水道水源水質悪化の要因分析については，後述の第 3 章で詳細
に述べることとする．加納浄水場の炭酸ガス・消石灰注入設備による水質改善に関する研
究内容については，後述の第 4 章で詳細に述べることとする．  
 
表 2-16 加納浄水場の原水水質レベル状況 2) 
 
 
 
 
 
 
 
（注）括弧内：平成 22～25 年度（2010～2013 年度）の最大値と記録日を示す．  
 
表 2-17 加納浄水場の浄水水質レベル状況 2)  
 
 
 
 
 
 
 
（注）括弧内：平成 22～25 年度（2010～2013 年度）の最大値と記録日を示す． 
 
2）出島浄水場  
次に，出島浄水場の原水水質と浄水水質について，平成 22～25 年度（2010～2013 年度）
における水質レベル状況を表 2-18 および表 2-19 に示す 2)．   
原水水質については，2.3.1 で述べたとおり取水施設が隣接しているため加納浄水場と
ほぼ同様のレベルであった．一方，浄水水質については，TOC は現状フローで目標とする
レベル 1 を十分満足しているが，濁度，かび臭物質および THM については，水質基準の
レベルである．ただし，2.2.2.2）で述べた平成 22～24 年度（2010～2012 年度）に行った
薬品注入設備導入による凝集改善および傾斜管沈降装置導入による沈降改善効果によって，
平成 24 年度（2012 年度）以降は濁度および THM は目標とするレベル 1 を満足している．
濁度［度］ 1以下 1超～5以下 5超～800以下(1,900度:2013.9.16)
TOC［mg/L］ 2.5以下(2.3mg/L:2013.6.19) 2.5超～3.5以下 3.5超～8.1以下
2-MIB［ng/L］ 5以下 5超～25以下(8ng/L:2011.2.17) 25超～1000以下
ジェオスミン［ng/L］ 5以下 5超～25以下(9ng/L:2013.6.27) 25超～1000以下
THMFP［mg/L］ 0.04以下 0.04超～0.07以下 0.07超～0.14以下(0.10mg/L:2010.10.4)
　　　 　      原水水質レベル
 水質項目
低 中 高
濁度［度］ 2 0.1(0.06度:2011.5.13) 0.01
TOC［mg/L］ 3 1.5(1.1mg/L:2012.6.18) 1.0
2-MIB［ng/L］ 10(9ng/L:2013.5.7) 3 1未満
ジェオスミン［ng/L］ 10(6ng/L:2010.6.30) 3 1未満
THM［mg/L］ 0.1(0.042mg/L:2013.6.17) 0.040 0.015
　　　　   　   浄水水質レベル
 水質項目
水質基準 レベル1 レベル2
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また，濁度のレベル 1 達成には凝集剤の適正な注入が今後の課題となる．  
なお，出島浄水場の薬品注入設備・傾斜管沈降装置導入による高速凝集沈澱池の水質改
善効果に関する研究内容については，後述の第 5 章で詳細に述べることとする．   
 
表 2-18 出島浄水場の原水水質レベル状況 2) 
 
 
 
 
 
 
 
（注）括弧内：平成 22～25 年度（2010～2013 年度）の最大値と記録日を示す．  
 
表 2-19 出島浄水場の浄水水質レベル状況 2) 
 
 
 
 
 
 
 
（注）括弧内：平成 22～25 年度（2010～2013 年度）の最大値と記録日を示す．  
 
3）真砂浄水場  
真砂浄水場の原水水質と浄水水質について，平成 22～25 年度（2010～2013 年度）にお
ける水質レベル状況を表 2-20 および表 2-21 に示す 2)．  
原水水質については，2.1.3 で述べたとおり真砂浄水場は紀の川の伏流水を取水してい
るため，濁度は加納および出島浄水場に比べてかなり低く通常時は「低」であるが，台風
時の表流水高濁度の影響により「高」のレベルとなっている．TOC およびかび臭物質の
2-MIB は「低」で，かび臭物質のジェオスミンも通常時は「低」であるが，導水施設での
藻類増殖による影響で一時的に濃度が上がったことがあったため「中」となった．THMFP
も通常時は「低」であるが，ジェオスミンと同様に藻類の影響で「中」となった．  
一方，浄水水質については，濁度は通常時は目標とするレベル 1 であるが，原水水質の
濃度が上昇した際に，真砂浄水場は 2.1.3 で述べたとおり緩速ろ過方式であり，その処理
方法の弱点により浄水水質の濃度も上昇し水質基準のレベルとなった．しかし，TOC およ  
濁度［度］ 1以下 1超～5以下 5超～800以下(510度:2011.9.3)
TOC［mg/L］ 2.5以下(2.1mg/L:2010.10.4) 2.5超～3.5以下 3.5超～8.1以下
2-MIB［ng/L］ 5以下 5超～25以下(8ng/L:2013.4.22) 25超～1000以下
ジェオスミン［ng/L］ 5以下 5超～25以下(8ng/L:2010.6.7) 25超～1000以下
THMFP［mg/L］ 0.04以下 0.04超～0.07以下 0.07超～0.14以下(0.15mg/L:2010.10.4)
　　　 　      原水水質レベル
 水質項目
低 中 高
濁度［度］
2
(0.17度:2010.8.17) 0.1 0.01
TOC［mg/L］ 3 1.5(1.1mg/L:2012.6.18) 1.0
2-MIB［ng/L］ 10(8ng/L:2013.4.8) 3 1未満
ジェオスミン［ng/L］ 10(6ng/L:2011.7.19) 3 1未満
THM［mg/L］ 0.1(0.055mg/L:2010.9.27) 0.040 0.015
　　　　   　   浄水水質レベル
 水質項目
水質基準 レベル1 レベル2
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びかび臭物質の 2-MIB は原水水質が「低」であることからレベル 2 であり，かび臭物質の
ジェオスミンおよび THM は通常時はレベル 2 であるが，原水水質の影響を受けレベル 1
となっている．このように，真砂浄水場は緩速ろ過方式であるため，浄水水質レベルは原
水水質レベルに大きく左右されるため，良質な伏流水を常時確保し原水水質レベル「中」
以下とすることが今後の課題となる．  
 
表 2-20 真砂浄水場の原水水質レベル状況 2) 
 
 
 
 
 
 
 
（注）括弧内：平成 22～25 年度（2010～2013 年度）の最大値と記録日を示す．  
 
表 2-21 真砂浄水場の浄水水質レベル状況 2) 
 
 
 
 
 
 
 
（注）括弧内：平成 22～25 年度（2010～2013 年度）の最大値と記録日を示す． 
 
4）滝畑浄水場  
滝畑浄水場の原水水質と浄水水質について，平成 22～25 年度（2010～2013 年度）にお
ける水質レベル状況を表 2-22 および表 2-23 に示す 2)．  
原水水質については，2.1.3 で述べたとおり滝畑浄水場は山間部の滝畑川の伏流水を取
水しているが，表流水中のの濁度とフミン質由来の THMFP の影響を大きく受ける．その
ため，濁度は通常時は「中」であるが，台風時の表流水高濁度の影響により「高」なって
おり，TOC および THMFP も「高」のレベルとなっている．しかし，かび臭物質は「低」
となっている．一方，浄水水質については，2.1.3 で述べたとおり滝畑浄水場は膜ろ過方
式で処理しているため，濁度はレベル 1 となっており，かび臭物質は原水水質が「低」で
あることから 2-MIB はレベル 2，ジェオスミンはレベル 1 となっている．ただし，TOC は
濁度［度］ 1以下 1超～5以下 5超～800以下(41度:2013.9.6)
TOC［mg/L］ 2.5以下(1.0mg/L:2013.10.15) 2.5超～3.5以下 3.5超～8.1以下
2-MIB［ng/L］ 5以下(0.6ng/L:2013.6.19) 5超～25以下 25超～1000以下
ジェオスミン［ng/L］ 5以下 5超～25以下(17ng/L:2012.11.12) 25超～1000以下
THMFP［mg/L］ 0.04以下 0.04超～0.07以下(0.048mg/L:2012.9.10) 0.07超～0.14以下
　　　 　      原水水質レベル
 水質項目
低 中 高
濁度［度］
2
(0.66度:2012.5.11) 0.1 0.01
TOC［mg/L］ 3 1.5 1.0(0.9mg/L:2010.6.30)
2-MIB［ng/L］ 10 3 1未満(0.5ng/L:2013.9.2)
ジェオスミン［ng/L］ 10 3(1ng/L:2013.9.2) 1未満
THM［mg/L］ 0.1 0.040(0.019mg/L:2010.8.2) 0.015
　　　　   　   浄水水質レベル
 水質項目
水質基準 レベル1 レベル2
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原水水質が「高」であることから水質基準のレベルで，THM も原水水質の THMFP が「高」
であることから水質基準のレベルとなっている．  
ただし，2.2.2.5）で述べたとおり平成 15 年（2003 年）の稼働当初から浄水の THM 濃
度が現在よりも高く，その低減対策が大きな課題となっていたが，平成 22 年度（2010 年
度）の曝気装置の導入による水質改善が行われた．なお，滝畑浄水場で行ったトリハロメ
タン対策のための場内配水池における曝気処理の効果に関する研究内容については，後述
の第 7 章で詳細に述べることとする．   
  
表 2-22 滝畑浄水場の原水水質レベル状況 2)  
 
 
 
 
 
 
 
（注）括弧内：平成 22～25 年度（2010～2013 年度）の最大値と記録日を示す．  
 
表 2-23 滝畑浄水場の浄水水質レベル状況 2) 
  
 
 
 
 
 
 
（注）括弧内：平成 22～25 年度（2010～2013 年度）の最大値と記録日を示す． 
 
以上，第 2 章の「和歌山市水道事業」では，和歌山市水道事業の概要，和歌山市浄水場
などの施設整備，原水および浄水水質の状況と水質基準の経緯，ならびにそれらの課題な
どについて述べてきた． 
そこで，和歌山市水道事業の課題を解決するために取り組んだ研究内容，「既存浄水施設
の改修による水質改善に関する研究」を典型的な中規模な水道事業体のケーススタディと
するため，以下のようにまとめることとする．  
和歌山市の浄水場の整備として進めてきた施設および水質の改善効果に関する研究内容
を，第 4 章から第 7 章にまとめることとする．第 4 章では加納浄水場に導入した炭酸ガス・
消石灰注入設備導入による水質改善効果，第 5 章では出島浄水場に導入した薬品注入設備
濁度［度］ 1以下 1超～5以下 5超～800以下(100度:2013.9.16)
TOC［mg/L］ 2.5以下 2.5超～3.5以下 3.5超～8.1以下(6.0mg/L:2013.8.26)
2-MIB［ng/L］ 5以下(2ng/L:2011.6.6) 5超～25以下 25超～1000以下
ジェオスミン［ng/L］ 5以下(0.9ng/L:2011.6.6) 5超～25以下 25超～1000以下
THMFP［mg/L］ 0.04以下 0.04超～0.07以下 0.07超～0.14以下(0.29mg/L:2010.10.4)
　　　 　      原水水質レベル
 水質項目
低 中 高
濁度［度］ 2 0.1(0.08度:2011.10.17) 0.01
TOC［mg/L］ 3(2.4mg/L:2012.6.18) 1.5 1.0
2-MIB［ng/L］ 10 3 1未満(0.4ng/L:2013.11.11)
ジェオスミン［ng/L］ 10 3(1ng/L:2011.9.5) 1未満
THM［mg/L］ 0.1(0.059mg/L:2013.9.2) 0.040 0.015
　　　　   　   浄水水質レベル
 水質項目
水質基準 レベル1 レベル2
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と高速凝集沈澱池への傾斜管沈降装置による水質改善効果，第 6 章では出島浄水場に導入
したリースによる排水処理施設の施工事例とその効果，そして，第 7 章では滝畑浄水場に
導入したトリハロメタン対策のための場内配水池における曝気処理の効果について詳細に
述べることとする．  
さらに，水質の現状把握およびその管理の一環として取り組んだ内容を，第 3 章，第 8
章および第 9 章にまとめることとする．第 3 章では紀の川水系で近年問題となっているか
び臭発生の要因となる栄養塩類の全リン濃度を取り上げ要因分析の研究結果，第 8 章では
和歌山市で導入した独自で開発した水質検査結果データベースシステムの構築とその運用
方法，そして，第 9 章では水道用次亜塩素酸ナトリウムの有効塩素濃度，保管温度および
保管期間による浄水中塩素酸濃度の想定を行う管理法について詳細に述べることとする．  
そして，それらの内容を踏まえて，第 10 章では和歌山市水道局で行ってきた既存浄水施
設の改修による水質改善が，中小事業体にとってどのように参考になるかについて述べる
こととする．  
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16)  厚生労働省衛水第 248 号：水道水中のクリプトスポリジウムに関する対策の実施につ
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第 3 章 水道水源水質悪化の要因分析（紀の川中流域の全リン濃度に与える要因分析） 
 
3.1 はじめに  
 
奈良県南部と和歌山県北部を流れて瀬戸内海に達する紀の川流域は，水質総量規制の対
象地域である．このため，生物化学的酸素要求量(BOD)などの環境基準項目の基準達成だ
けでなく，流域から海域への化学的酸素要求量(COD)，全窒素(T-N)，全リン(T-P)の負荷量
削減も求められている．また，2.3.4.1)で述べたように河川水中のT-NとT-Pが関わる問題
として，植物プランクトンの異常発生に起因する水道水の異臭味問題(かび臭問題)がある1)．
この問題は，近年人口の多い中下流部から上流部へ拡大している．こうした状況の中，2008
年2月27日には，近畿地方整備局，近畿農政局，および流域内の自治体で構成されている紀
の川水質汚濁防止連絡協議会が，｢かび臭に関する調査結果および今後の取り組みについ
て｣の声明を発表しており，水道水の異臭味問題は，流域全体で取り組むべき最重要課題の
一つになっている．なお，水道水源の水質管理にはかび臭の発生源対策も重要である．   
河川水中のT-NとT-Pに関する研究はこれまで数多く行われているが，その内容は様々で，
例えば河川から閉鎖性水域への物質負荷量を算定したもの 2)，土地利用と水質の関係を調
査したもの3),4)，出水時を含んだ流域から河川への物質負荷特性を評価したもの 5),6)，河川下
流部(河口堰上流や汽水域など)で植物プランクトンの増殖と水質の関係を評価したもの7)-9)，
富栄養化傾向にある河川の水質分布を評価したもの 10)などがある．また，河川水中のT-Nと
T-Pに関する最新の知見は，大垣によってまとめられている11)．この中で，河川の富栄養化
による有機汚濁は，定性的には理解されているものの定量的な評価事例が少ないと指摘さ
れている．既往研究2)-11)を参考にすると，紀の川流域では，河川水中のCOD，T-N，T-Pの濃
度特性を明らかにしたうえで，水質の定量評価を進めていくことが望まれる．このような
取り組みが，水道水の異臭味問題に代表される流域水環境問題の解決につながる．また，
果樹栽培が盛んで，非水洗化人口が多いという特徴を持つ紀の川流域の水質評価は，河川
の富栄養化による有機汚濁に関する一研究事例として，その成果は今後の研究の推進に有
益な情報を提供する．  
そこで，本章ではまず既存の水質モニタリングデータを整理して，河川水中のCOD，T-N，
T-Pの濃度特性を分析した．その結果，和歌山市水道局にとって重要となる紀の川中流部の
T-P濃度に特徴的な傾向が見られたので，この区間を対象に水質調査と物質負荷量解析を実
施して考察を行った．  
 
3.2 流域の概要  
 
図3-1に紀の川流域の土地利用図を示している．図中の (1)～(16)は和歌山市水道局または
国土交通省の水質観測点である．紀の川は流域面積1750km2，幹川流路延長136kmの一級河  
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川で，日本最多雨地帯である奈良県南部の大台ケ原を水源とし，北西に流れた後，西南西
へ進路を変え，中央構造線に沿って流下して紀伊水道に注いでいる．主な支川には，貴志
川，紀伊丹生川，大和丹生川，高見川などがある．  
流域内には奈良県と和歌山県を合わせて23市町村があり(2005年の市町村合併前)，紀の川
はこれらの自治体の重要な水源になっている．流域人口は約70万人で，最下流部の和歌山
市(図3-1(1)から(2))が約半数を占める．なお，下流部の岩出市(図3-1(2)付近)や中流部の橋本
市(図3-1(9)付近)などでは人口が近年大幅に増えており，流域全体でも増加傾向にある．  
流域内は森林が約70%を占め，土地利用の変化は主に河川に沿って見られる．上流部は
主に針葉樹からなる森林地帯である．中流部から下流部にかけては，五條市 (図3-1(10)付近)
や橋本市あたりから水田や果樹園が多くなる．橋本市から和歌山市までは，蜜柑，柿，桃
などの果樹園，水田，市街地と土地利用が大きく変化している．  
 
3.3 研究の方法 
 
3.3.1  研究の流れ 
本章では，まず既存の水質モニタリングデータを整理して，COD(有機物など)，T-N，T-P
の濃度特性を分析した．その結果，中流部のT-P濃度に特徴的な傾向が見られたので，この
区間で補足的な水質調査を実施した．また，原単位法を用いてこの区間の物質負荷量を算
定し，人口，産業，土地利用が中流部のT-P濃度に与える影響を評価した．  
 
3.3.2  既存水質モニタリングデータの分析 
和歌山市水道局で定期的に実施しているモニタリングデータに加えて，国土交通省のデ
ータを用いた．和歌山市水道局の観測頻度は年4回から年7回である．また，有機物などの
指標として，2000年まではCODと過マンガン酸カリウム消費量の測定を行っているが，
図3-1 紀の川流域の土地利用図 (1991年，国土交通省国土計画局  国土数値情報) 
) 
 
 
 
 
 
 
(1) 
(16) (15) (14) 
(13) 
(12) 
(11) 
(10) 
(2) (3) (4) 
(5) 
(6) 
(7) (9) 
(8) 
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2001年からは過マンガン酸カリウム消費量のみに変更している．そこで，和歌山市水道局
のデータでは，有機物などの指標として過マンガン酸カリウム消費量を用いた．一方，国
土交通省のデータは WEB上に水文水質データベースとして公開されているもので
(URL:http://www1.river.go.jp/)，観測頻度はCODが毎月，T-NとT-Pが年1回から4回である．表3-1
は両データの水質分析方法を示している．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.3.3  水質調査 
図3-2は和歌山大学で行った水質調査地点(図中(4)から(6))を示している．2007年の約半年
間に月1回の頻度で，T-P濃度変化に特徴の見られた中流部の一区間(上流側から三谷橋(図
3-1(6))，麻生津大橋(同(5))，藤崎井堰(同(4)))で行った．現地では，携帯用水質測定器(堀場
製作所U-22)を用い，pHなどの一般水質項目を測定した．その他の項目，窒素，リン，COD，
クロロフィルaの各濃度はポリ瓶に採水し，大学の実験室に持ち帰りから分析した．窒素，
リン，クロロフィルaはHACH社のDR/2500(簡易分析計)，CODはセントラル科学社のHC-507
型(簡易分析計)を用いて分析した．   
表 3-1 和歌山市水道局と国土交通省の水質分析法 
和歌山市水道局
項目
有機物等 2001-2006 過マンガン酸カリウム消費量
1996-1998 クロモトロープ酸法（ペルオキソ二硫酸カリウム分解）・簡易法
1999-2003 総和法 (NH4-N：インドフェノール法，NO2-N&NO3-N：イオンクロマトグラフ法)
2004-2006 紫外線吸光光度法（ペルオキソ二硫酸カリウム分解）
1996-2000 モリブデン青吸光光度法（ペルオキソ二硫酸カリウム分解）・簡易法
2001-2006 モリブデン青吸光光度法（ペルオキソ二硫酸カリウム分解）
国土交通省
項目
COD
T-N
T-P モリブデン青吸光光度法（ペルオキソ二硫酸カリウム分解）
銅・カドミウムカラム還元法(ペルオキソ二硫酸カリウム分解）
T-P
CODMn法
分析方法
T-N
分析方法
図3-2 水質調査地点  
(6) 
(4) 
(5) 
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3.3.4  物質負荷量解析 
 流域から河川への物質負荷量(排出負荷量)の算定には，原単位法を用いた．今回は排出
源を生活系(生活排水)，産業系(産業排水)，面源(森林，水田，畑，果樹園，市街地)の3つに
分け，排出源毎に排出負荷量を求めた．  
生活系の発生負荷量は各市町村人口に1人1日当たりの発生原単位(表3-2)を乗じて求めた．
ただし，生活排水は，公共下水道，合併処理浄化槽，単独処理浄化槽，農業集落排水施設
などで浄化処理されてから河川に放流される．そこで，市町村毎の発生負荷量に各浄化処
理の普及率と(1-除去率)を乗じたものを排出負荷量とした．  
産業系の排出負荷量は市町村の中分類別製造品出荷額などに排出原単位を乗じて求めた．
表3-3は産業系の中分類別排出原単位(1995年)を示している．産業系の中分類別原単位の算
定には，細分類ごとの排水量，排水水質，製品出荷額などが必要となる．細分類毎の排水
量は文献12b)に載っていた排水量原単位(m3 日 -1 百万円 -1)に和歌山県の細分類別製造品出荷
額など(百万円)を乗じて求めた．また，排水水質は文献12b)に載っている発生原水水質を用
いた．ただし，事業所からの排水水質は，水質汚濁防止法や水質総量規制で規制されてい
る．しかし，規制対象事業所の情報を得ることができなかったので，今回は和歌山県内の1
事業所あたりの平均排水量が水質総量規制値以上，かつ発生水質が排水基準値よりも高い
細分類に対して，排水水質に水質総量規制値を用いた．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
項目 発生原単位(g 日-1 人-1)
COD 27.0
T-N 11.0
T-P 1.3
表3-2 生活系の発生原単位12a) 
番号 項目 COD T-N T-P
12 食料品 22.97 4.98 0.80
13 飲料・たばこ・飼料 10.94 1.16 0.20
14 繊維工業 40.07 1.01 0.21
15 衣服・その他の繊維製品 6.78 0.57 0.05
16 木材・木製品 6.14 0.01 0.00
17 家具・装備品 1.57 0.02 16.24
18 パルプ・紙・紙加工品 14.12 0.73 0.02
19 出版・印刷・同関連産業 2.14 0.13 0.02
20 化学工業 17.61 10.89 1.43
21 石油製品・石炭製品 0.22 0.07 0.01
22 プラスチック製品 3.01 0.16 0.12
23 ゴム製品 2.74 0.14 0.26
24 なめし革・同製品・毛皮 22.86 11.25 1.31
25 窯業・土石製品 4.89 0.15 0.01
26 鉄鋼業 1.86 0.20 0.01
27 非鉄金属 ― ― ―
28 金属製品 1.02 0.47 0.84
29 一般機械器具 2.90 0.11 0.12
30 電気機械器具 2.03 1.10 0.33
31 輸送用機械器具 4.43 0.57 0.32
32 精密機械器具 0.48 0.50 0.13
34 その他 0.32 0.06 0.01
中分類(1995年) 排出負荷原単位（g 日-1 百万円-1)
表3-3 産業系の排出原単位 
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面源からの排出負荷量は，土地利用毎の排出原単位に土地利用面積を乗じて求めた．表
3-4は面源の排出原単位を示している．面源の原単位，特に畑や果樹園の排出原単位は栽培
作物種によって大きく変化するが，今回は文献12a)に載っている平均値を使用した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
3.4 結果と考察 
 
3.4.1  COD，T-N，T-Pの濃度変化 
図3-3から図3-5は和歌山市水道局の各水質観測点における有機物など濃度，T-N濃度，
T-P濃度の年平均値を示している．有機物など濃度とT-N濃度は流下とともに緩やかに上昇
している．一方，T-P濃度は両物質とは傾向が異なる．T-P濃度は三谷橋(6)より上流部では
0.1 mg/L以下で，有機物などやT-Nのような流下に伴う濃度上昇が見られない．これに対し，
三谷橋(6)より下流では，1996年から2001年の6年間に，三谷橋(6)から藤崎井堰(4)にかけての
区間でT-P濃度が大きく上昇している．一方，2002年以降には，流下とともにT-P濃度が上
昇するが，1996年から2001年のように大きくはない．  
和歌山市水道局のデータを補足するために，図3-6から図3-8に国土交通省の各水質観測
地点におけるCOD濃度，T-N濃度とT-P濃度の年平均値を示す．これらのデータには，和歌
山市水道局とほぼ同じ傾向が見られる．ただし詳細に見ると，図3-7のT-N濃度が1997年と
1999年に三谷橋(6)で大きく低下している．  
そこで，次節からは濃度変化に大きな特徴が見られた中流域 (藤崎井堰(4)から岸上橋(8)
の区間)のT-NとT-Pの濃度特性について考察する．  
 
3.4.2  中流部でのT-N濃度低下 
T-N濃度に影響を与える原因として，河川流量や流域からの物質負荷量が考えられる．
国土交通省の三谷橋  (6)の水質データは，濃度が低下している1997年と1999 年には年1回(10
月)しか測定していないため，この影響が出ている可能性が高い．そこでまず，岸上橋 (8)
と三谷橋(6)の流量差とT-Nの濃度差の関係を見てみる(図3-9)．なお，図中の流量差と濃度
差は三谷橋の値から岸上橋の値を引いたものである．この図から，流量差が大きくなると
濃度低下も大きくなる傾向が見られる．すなわち，この区間では流量が増加すると，希釈 
COD T-N T-P
森林 3640 440 34
水田 11110 1280 165
畑 2670 6900 72
果樹園 2670 6900 72
市街地 10700 1620 190
土地利用
排出原単位（kg km-2 年-1)
表3-4 面源の排出原単位12a) 
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 図3-6 COD濃度変化(国土交通省，年平均値) 
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 図3-7 T-N濃度変化(国土交通省，年平均値) 
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 図3-8 T-P濃度変化(国土交通省，年平均値) 
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  図3-9 流量差とT-N濃度差 
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 図3-5 T-P濃度変化(和歌山市水道局，年平均値) 
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図3-3 有機物など濃度変化(和歌山市水道局,年平均値) 
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によってT-N濃度の低下が生じていると考えられる．しかし，2000年10月のように濃度が上
昇している特異な日もある．測定日の10月4日の直前には大雨を観測しており，これは他の
測定日と状況が異なる．この地域は，柿に代表される果樹園が広く分布しており (図3-2)， 
10月には多量の施肥が行われている．すなわち，大雨による果樹園からの肥料流出が，10
月4日のT-N濃度上昇の原因だった可能性も考えられる．このような流域からのT-N流出特
性の解明は，果樹栽培の盛んな紀の川流域では非常に重要であり，これについては今後の
課題である．  
ただし，国土交通省の三谷橋(6)の水質データは，濃度が低下している1997年と1999年に
は年1回(10月)しか測定しておらず，図3-7の三谷橋(6)のT-N濃度が年平均値示しているとは
いえない．これに対して，三谷橋(6)におけるT-N濃度の大きな低下が見られない和歌山市
水道局のT-N濃度データ(図3-4)は，年4回測定した平均値である．すなわち，中流域におけ
るT-N濃度変化の一般的な傾向としては流下に伴い緩やかに上昇していると考えるのが妥
当である．  
 
3.4.3  中流部でのT-P濃度上昇 
図3-10と図3-11は1996年の国土交通省と2000年の和歌山市水道局のデータを示している．
両図によると，三谷橋(6)から藤崎井堰(4)の区間では年間を通してT-P濃度が上昇しており，
季節性は見られない．この傾向は他の年も同様である．また，2003年から三谷橋(6)と藤崎
井堰(4)の間の麻生津大橋 (5)で測定が始まっている和歌山市水道局の年平均値 (図3-5)を見
ると，2003年以降の濃度上昇は1996年から2001年ほど大きくないが，2003年と2004年には
0.1mg/L程度の上昇があり，この上昇は麻生津大橋(5)までで起こっている．  
図3-12は和歌山大学で実施した水質調査結果を示している．これによると，4月と5月に
は麻生津大橋(5)から藤崎井堰(4)の区間，9月には三谷橋(6)から麻生津大橋(5)の区間でT-P濃
度の上昇が見られる．特に4月と5月の濃度上昇が比較的大きい．また，藤崎井堰(4)では夏
場にクロロフィルa濃度も測定しているが，2～16μg/Lであった．  
以上を整理すると，三谷橋(6)から藤崎井堰(4)までの区間におけるT-P濃度の上昇は季節
に関係なく，また流れが停滞し易い藤崎井堰(4)だけでなく，流れのある麻生津大橋(5)でも
生じている．すなわち，1996年から2001年にかけての中流部におけるT-P濃度の大幅な上昇
は，湖沼やダム湖などの停滞水域に見られる内部負荷によるものと判断することは難しい．
ただし，水質調査では4月と5月の藤崎井堰(4)で比較的高濃度のT-Pが計測されている．図3-8
に示した水質モニタリングデータによると，この区間のT-P濃度が大幅に上昇する年には，
下流部の濃度も高くなっているので，今後再びT-P濃度の大幅な上昇が継続して観測される
ようになった場合には，紀の川中下流部の富栄養化や水道水の異臭味の防止のためにも，
この地点でのうち部負荷を含めた詳細な調査が必要になる．  
内部負荷の影響が小さい場合，T-P濃度の上昇には，河川流量や流域からの外部負荷の影
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響が考えられる．図3-13は水質観測日の三谷橋(6)における日平均流量と藤崎井堰(4)と三谷
橋(6)の間のT-P濃度差の関係を示している．なお，T-N濃度には既存水質モニタリングデー
タを用いており，流量差と濃度差は藤崎井堰(4)の値から三谷橋(6)の値を引いたものである．
これによると，流量が20m3/s以下のときにT-P濃度の大きな上昇が見られる．また，上昇す
る季節も冬(1月，2月)と夏(7月，8月)である．すなわち，この区間におけるT-P濃度上昇は，
流量の少ない時期に生じていたと推察される．ただし，T-P濃度は，流量だけでなく，流域
からの物質排出負荷量(外部負荷)にも依存する．そこで，次節では三谷橋(6)から藤崎井堰
(4)までの区間の自治体(かつらぎ町，那賀町)のT-P排出負荷量を考察する．  
 
3.4.4  T-P 排出負荷量 
 図3-14は三谷橋(6)から藤崎井堰(4)の間にある自治体(かつらぎ町，那賀町)のT-P排出負荷
量の経年変化を示している．この区間では産業系，生活系，果樹園の順で排出負荷量が大
きく，この3つで75%以上を占める．この中では，産業系の排出負荷量に特徴があり，T-P
濃度が大幅に上昇している1996年から1999年の排出負荷量が他の年と比べて非常に多い．
この影響を検討するために，中分類別の排出負荷量を見てみると，1996年から1999年まで
の4年間は，家具・装備品の出荷額が他の年と比べて非常に多く，排出負荷量は10,300～
17,600kg/年に及んだ．家具・装備品を除いた産業系の排出負荷量は約5,500～6,500kg/年であ
  図3-13 流量とT-Pの濃度差の関係  
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図3-11 2000年のT-P濃度変化(和歌山市水道局) 
 図3-12 T-P濃度変化(水質調査) 
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 図3-10 1996年のT-P濃度変化(国土交通省) 
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り，これは1995年および2000年以降の平均値5,600kg/年とほぼ同じである．すなわち，1990
年代後半のT-P濃度の大きな上昇は，三谷橋(6)から藤崎井堰(4)の間にある自治体からの産
業系排出負荷量の増加によって引き起こされた可能性も考えられる．しかし，T-P濃度の大
幅な上昇は2000年と2001年にも生じているが，この2年間の排出負荷量は多くないので，T-P
濃度の大幅な上昇を外部負荷量の増加だけで説明することは難しい．これらの年の年間総
流量は，2001年が約11,300m3/年，2002年が約12,200m3/年であり，年間総流量の平均(13,300m3/
年)と比較すると若干少ない．また，両年の測定日の平均流量は約20m3/s(流量の非常に多い
10月を除くと約11m3/s)であり，図3-13から判断するとT-P濃度が上昇しやすい流量だったと
いえる．すなわち，1996年から2001年に中流部で見られたT-P濃度の大きな上昇は，少ない
河川流量(低流量)に加えて，流域からの産業系排出負荷量増加によっても引き起こされた
可能性が高い．換言すると，紀の川中流部におけるT-P濃度は，流量や外部負荷量の影響を
受けて変化し易いと推察される．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.5 おわりに 
  
本章では，紀の川におけるCOD，T-N，およびT-Pの3物質の濃度変動特性について検討し
た．既存の水質モニタリングデータから，1990年代後半から2000年代前半にかけて，中流
域のT-P濃度に特徴的な傾向，1996年から2001年の間の大きな濃度上昇が見られた．この大
幅な上昇は，年によって生じる時期に違いはあるが，季節性は見られなかった．特に日平
均流量が20m3/sより少なくなるとT-P濃度の上昇が大きくなる傾向にあった．  
また，原単位法を用いた物質負荷量解析から，周辺からのT-P排出負荷量は産業系，生活
系，および果樹園の3つで75%以上を占め，特に産業系からの排出負荷量が一番多いことが
示された．さらに，1996年から1999年までの4年間は，家具・装備品の影響で産業系の排出
負荷量が3～4倍になっていたことも示された．  
以上の結果から，紀の川中流部のT-P濃度は，河川流量や外部負荷量の影響を受けて変動
図3-14 T-P排出負荷量 
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しやすいことが推察された．また，これら得られた知見が，水道水源の水質管理として，
かび臭の発生予測や発生源対策に役立たせることができると考えられる．  
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第 4 章 炭酸ガス・消石灰注入による水質改善（加納浄水場） 
 
4.1 はじめに 
 
 和歌山市の上水道は，2.1.3 で述べたように 1925 年に給水を開始して以来 90 年の歴史
があり，表 4-1 のとおり，5 浄水場を有し，公称施設能力 213,034m3/日となっている．加
納，出島，島橋の 3 浄水場は紀の川表流水を凝集沈澱・急速ろ過方式で処理し，真砂浄水
場は紀の川伏流水を緩速ろ過方式で処理し，滝畑浄水場は滝畑川伏流水を膜ろ過方式で処
理している．  
 
表 4-1 浄水場の規模  
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4-2 のとおり，1989 年度から 1993 年度における加納，出島，島橋浄水場の浄水水質
は，pH 値は 7 前後で，水の腐食性判定の指標であるランゲリア指数は－1 を大きく下回っ
ており，モルタルライニングの中性化や赤水対策などが課題となっていた．水質管理目標
設定項目では水道水の目標値として，pH 値は「7.5 程度」，ランゲリア指数は「－1 程度以
上とし，極力 0 に近づける」と定められている．この対策として，水道施設設計指針には
pH 値とランゲリア指数の改善には消石灰・二酸化炭素（炭酸ガス）併用法が最も効果的で
あると述べられている 1)．  
本市においては，1991 年度より検討を重ねた結果，消石灰飽和水溶液および炭酸ガスを
併用した注入法による後 pH 調整が最良であるとの結論に達し，島橋浄水場に同設備を  
 
表 4-2 各浄水場浄水の pH 値およびランゲリア指数（以前）  
浄水場 
1989～1993 年度 
測定回数 pH 値 ランゲリア指数 
加 納 247 7.0±0.1 －1.9±0.2 
出 島 123 7.0±0.1 －1.9±0.2 
島 橋 63 7.0±0.2 －1.8±0.4 
（注）pH 値およびランゲリア指数の数値：平均値±標準偏差  
浄水場 取水区分  
公称施設能力
（m3/日） 
加 納  121,000     
出 島 紀の川表流水  50,000    
島 橋  10,000   
真 砂 紀の川伏流水  32,000   
滝 畑 滝畑川伏流水  34   
合計  213,034   
60 
1994 年度に設置し，加納浄水場には同設備に加え，原水の高 pH 対策として，炭酸ガスを
原水にも注入できるようにした設備を 2000 年度に設置した．なお，その当時出島浄水場に
ついては新浄水場建設計画に伴い廃止予定であったため同設備の設置は見送られた．  
 総配水量の 60%以上を占める基幹浄水場である加納浄水場では，世界最大級の炭酸ガ
ス・消石灰注入設備による水質改善対策を施してきた．本章では，それらの対策の内容と
効果について検討した．  
 
4.2 ランゲリア指数と炭酸ガス・消石灰併用注入法 
 
4.2.1 ランゲリア指数と腐食機構 
ランゲリア指数は，1936 年にアメリカ人のランゲリア氏によって提案されたもので，水
の腐食性と炭酸カルシウム被膜形成の目安を示す指数であり，(4-1)式によって求められる 2)． 
LI＝pH－pHs 
 ＝pH－(8.313－log[Ca2+]－log[A]＋S)                    (4-1) 
LI    ： ランゲリア指数  
pH   ： 水の実際の pH 値 
pHs  ： 平衡状態にあるときの pH 値  
log[Ca2+]： カルシウムイオン濃度の対数  
log[A] ： 総アルカリ度の対数  
S   ： 補正値  
ランゲリア指数がプラスの値で数値が大きい程炭酸カルシウムの析出が起こりやすく非
腐食性水であり，ゼロであれば炭酸カルシウムは析出も溶解もしない平衡状態にあり，マ
イナスの値では炭酸カルシウム被膜は形成されにくく，その絶対値が大きくなる程水の腐
食傾向は強いことを表す．  
ここで，腐食の代表例として鉄の腐食反応について以下にまとめる 3),4)．  
(4-2)～(4-4)式に示すとおり，鉄は水と酸素の存在下で水酸化第一鉄になり，さらに反応
が進み水酸化第二鉄になり，そしてオキシ水酸化鉄へと進む．  
・さび（水酸化第一鉄）の生成  
Fe + H2O + 1/2O2 → Fe(OH)2                                                (4-2) 
・赤いさび（水酸化第二鉄）の生成  
2Fe(OH)2 + H2O + 1/2O2 → 2Fe(OH)3                                         (4-3) 
・赤さび（オキシ水酸化鉄）の生成  
Fe(OH)3 →  FeOOH + H2O                                                  (4-4) 
(4-2)式の水酸化第一鉄の生成反応を部分反応に分けて (4-5)，(4-6)式に示し，図 4-1 に電
気化学反応機構を模式的に示す．  
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（アノード反応）：Fe2+ の生成  
Fe → Fe2+ + 2e－                                                           (4-5) 
（カソード反応）：OH－の生成  
1/2O2 + H2O + 2e－  → 2OH－                                                (4-6) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-1 水中での鉄の電気化学反応機構図 3) 
 
 管壁には鉄，浄水中には水と酸素が存在する．鉄表面に局部電池が形成し，陽極部では
二価の鉄イオンと電子になり，陰極部では，その電子と酸素と水から水酸化物イオンが生
成する．そして，二価の鉄イオンと水酸化物イオンが反応して水酸化第一鉄つまりさびが
生成する．  
 
4.2.2 炭酸ガス・消石灰併用注入法の原理と効果 
1) 炭酸と炭酸水素カルシウムの生成 
(4-7)，(4-8)式のとおり，炭酸ガスは水に溶解して炭酸になる．その炭酸と消石灰が反応
して炭酸水素カルシウムが生成する．  
CO2 + H2O → H2CO3                                                       (4-7) 
2H2CO3 + Ca(OH)2 → Ca(HCO3)2 + 2H2O                                      (4-8) 
アルカリ剤に消石灰を使用すると，pH 値を上げカルシウム硬度を増すことができるだけ
でなく，水道配管内に炭酸カルシウム被膜形成が期待できる．しかし，pH 値が上がりすぎ
るため多量注入できない欠点があるが，炭酸ガスはその欠点を補い消石灰の多量注入を可
能とし，さらに原水の高 pH 対策としても有効である．  
2) 炭酸カルシウム被膜の形成 
(4-8)式の炭酸水素カルシウムは，(4-6)式の鉄由来，そしてモルタル由来の水酸化物イオ
ンと反応して，管表面に(4-9)式のとおり炭酸カルシウム被膜が形成される 5),6)．  
Fe
Fe2+2e-
H
2
O
O2
OH-
F
e（
O
H
） 2
OH-
管壁 浄水
錆
陽極（アノード）
陰極（カソード）
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Ca(HCO3)2 + 2OH－ → CaCO3 + CO32－+ 2H2O                                  (4-9) 
その結果，鉄およびモルタルの腐食が抑制されて送配水管のうち面が保護される．  
3) 残留塩素の低下とその抑制 
(4-5)式で生成した二価の鉄イオンは (4-10)式のとおり浄水中の次亜塩素酸ナトリウムを
消費し，その結果残留塩素の低下の原因になる 7),8)．そのため，何らかの方策で鉄の腐食
反応を抑制すれば，浄水中の残留塩素の低下を防ぐことが可能となる．  
2Fe2+ + NaClO + 5H2O → 2Fe(OH)3 + NaCl + 4H+                              (4-10) 
4) 鉛管への炭酸カルシウム被膜形成  
(4-11)，(4-12)式に示すとおり，アノード反応における鉛の標準電極電位は－0.126V で，
鉄は－0.440V である 9)．これらの値から鉛は鉄に比べてイオン化しにくいといえる．  
（アノード反応）：標準電極電位 E0 （25℃）  
Pb2+ + 2e－ ＝ Pb  －0.126V                           (4-11) 
Fe2+ + 2e－ ＝ Fe   －0.440V                                              (4-12) 
（カソード反応）  
1/2O2 + H2O + 2e－  → 2OH－                                               (4-13) 
よって，カソード反応においても(4-13)式に示す水酸化物イオンは，鉛は鉄に比べて生
成が少ないことになる．つまり，鉛表面には(4-9)式に示す炭酸カルシウム被膜は形成困難
であるといえる．ただし，鉛の溶出は pH 値に依存するため pH 値を高くすれば抑制可能で
ある．  
 
4.3 加納浄水場の水質管理 
 
4.3.1 浄水処理フローと炭酸ガス・消石灰設備 
 図 4-2 に加納浄水場の浄水処理フロー，表 4-3 に炭酸ガス・消石灰注入設備の主要な仕
様を示す．  
紀の川から取水した原水は，接合井を経て着水井で炭酸ガス（以下前炭酸）を散気管に
よるガス直接吹き込みで常時 13mg/L 以上自動注入し，直後に消石灰未溶物を添加し pH 値
が凝集沈澱に最適な 6.7 程度になるように調整される．なお，消石灰未溶物は後段で使用
する消石灰飽和水溶液の製造時に約 15%発生するもので，アルカリ剤の一部として有効利
用するため，沈砂池前に添加している．また，着水井ではかび臭・トリハロメタン対策の
ため随時粉末活性炭を注入している．沈砂池後段では殺藻対策のため前塩素として次亜塩
素酸ナトリウム（以下次亜塩）を随時注入している．  
高濁度時には凝集効果維持を目的として消石灰飽和水溶液（以下前アルカリ）を注入し，
高速凝集沈澱池でポリ塩化アルミニウム（以下 PAC）による凝集沈澱処理を行っている． 
 
63 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
沈澱処理後の水は溶解性マンガンを捕捉するため中間塩素（次亜塩）を注入し，後凝集
処理のため再度 PAC（以下後 PAC）を随時注入し，急速ろ過を行っている．最後に，ろ過
した水を塩素注入井で次亜塩により消毒しているが，既存施設の制約があるため攪拌効果
を期待して同一箇所を選択し，ランゲリア指数改善を目的として炭酸ガス（以下後炭酸）
および消石灰飽和水溶液（以下後アルカリ）を注入し，pH 値が通常は 7.8 程度に，夏季は
7.4 程度になるように制御され，浄水池に送られる．  
これらの浄水処理における薬品注入量は，計装機器による水質測定値によって制御され
ている．  
なお，4.2.1 で示したランゲリア指数改善と 4.2.2 で示した水道配管内に炭酸カルシウ
ム被膜形成を目的に，消石灰を平均で 15mg/L 注入しているが，溶解を助け pH 調整するた
めに炭酸ガスを平均で 24mg/L 注入している．その炭酸ガスの一部を有効利用し原水の pH
調整用の前炭酸として平均で 14mg/L 注入している．残りの炭酸ガスを塩素注入井に後炭
酸として平均で 10mg/L 注入している．  
また，粉末活性炭の注入量はかび臭の連続モニター（島津製作所製 VMS－2PT）の値
を基に決定している．  
 
表 4-3 炭酸ガス・消石灰注入設備の仕様  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
機 器 名 寸 法(m) 容量 (m3) 数量 
炭酸ガス貯槽 φ2.8×7.8H 30  1 基 
消石灰貯槽 φ3.9×11H 90  1 基 
消石灰溶解槽 □4.8×6.1H 100  2 基 
中間槽 W5.7×D3.1×3.9H 58  2 槽 
未溶物受槽 W2.7×D6.6×2.9H 43  1 槽 
未溶物槽 φ2.8×3.9H 24  1 基 
前炭酸（炭酸ガス） 前塩素（次亜塩素酸ナトリウム）
消石灰未溶物 前アルカリ（消石灰） 凝集剤（PAC) 後炭酸（炭酸ガス）
粉末活性炭 凝集剤（PAC) 後アルカリ（消石灰）
紀の川
表流水
接合井 着水井 沈砂池 高速凝集沈殿池 急速ろ過池 塩素注入井
 水温 pH値＊   濁度＊ 濁度   濁度＊  濁度＊＊
 濁度   pH値＊ pH値   残留塩素＊  pH値＊＊
 pH値 残留塩素  アルカリ度＊
 電気伝導率  残留塩素＊＊
 アルカリ度＊ （注）　　＊ ：計装機器が現場に設置されている。
かび臭 ＊＊ ：計装機器が現場及び管理本館に設置されている。
無印 ：計装機器が管理本館に設置されている。
中間塩素（次亜塩素酸ナトリウム） 後塩素（次亜塩素酸ナトリウム）
P
注入薬品
計装
水質項目
図 4-2 加納浄水場浄水処理フロー  
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4.3.2 加納浄水場の原水 pH の実態 
図 4-2 の加納浄水場の接合井の原水 pH は，φ50mm の塩ビパイプで原水を 300m 引き込
み，管理本館 2 階に設置した計装機器で測定しており，塩ビパイプ内に付着した生物の影
響で夏季に実態より 1.5 程度低く計測される場合がある．そのため，夏季に計装値があま
り高くないにもかかわらず前炭酸の注入率が多くなる場合があり，pH 値を凝集沈澱に最適
な 6.7 程度に調整するために正確な炭酸ガス制御ができているのか問題となっていた．  
そこで，加納浄水場原水の正しい pH 値の実態を把握することは水質管理上非常に重要
であると考えられるため，加納浄水場の対岸に位置し，管延長することなく現場に計装機
器を設置している工業用水六十谷第二浄水場の計装値が使用できるかを種々検討した結果，
加納浄水場取水口と六十谷第二浄水場取水口の原水 pH 値は近似していることから六十谷
第二浄水場の計装値が使用可能であると判断した．  
加納浄水場の正しい原水pH値の把握に使用する六十谷第二浄水場の計装値は，図4-3のと
おり水温上昇時期の夏季および河川流量の少ない冬季には上昇している．pHが8以上になる
と凝集沈澱が困難となるためpH調整が非常に重要となるが，日平均のpH値が8以上となる
のは年のうち約36%の割合と非常に多く，6月から8月に限定すると，月のうち約50%の割
合でpH値8以上となり，約20%の割合でpH値9以上となっており，アルカリ度を下げること
なく，原水pHを制御することが凝集沈澱処理を適正に行うために非常に重要であることを
示している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図4-3 加納浄水場の原水pH値に使用する六十谷第二浄水場の計装値の年間変動 
 
4.3.3 加納浄水場の運転状況 
加納浄水場の炭酸ガス・消石灰注入設備における前後の炭酸およびアルカリの注入状況
について示す．なお，炭酸注入率(mg/L)は処理水量に対する炭酸ガスの重量の比率で，ア
ルカリ注入率(mg/L)は処理水量に対する消石灰固体の重量の比率である．  
図 4-4 に 2005 年 5 月から 9 月における前炭酸注入状況を示す．4.3.2 のとおり，原水  
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図 4-4 前炭酸注入状況（2005 年）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-5 前アルカリ注入状況（2004 年）  
 
pH 値は六十谷第二浄水場の計装値を適用しているが，7.1 から 9.7 と大きく変動している
のに対して，前炭酸は 13mg/L から 16mg/L と比較的少ない変動の注入率で，着水井 pH 値
が凝集沈澱に最適な 6.7 付近になるように制御できている．  
図 4-5 に台風が多発し降雨の影響を多く受けた 2004 年 7 月から 10 月における前アルカ
リ注入状況を示す．原水のアルカリ度が 20mg/L 以下の場合や，高濁度時 PAC45mg/L 以上
添加するときに，PAC 添加量に応じて消石灰を注入している．  
図 4-6 に 2005 年 5 月から 9 月におけるアルカリおよび後炭酸の注入状況を示す．総アル
カリ（前アルカリ＋後アルカリ）の注入率は原水アルカリ度が 40mg/L までは 17mg/L，原
水アルカリ度が 40mg/L 以上の場合は，アルカリ度が 1mg/L 上昇するごとに 17mg/L から
0.5mg/L 減少するように制御している．後炭酸の注入率は，後アルカリの注入率に応じ送
水時浄水の pH 値が通常は 7.8 程度であるが，夏季ではトリハロメタンの生成を抑制する目
的で 7.4 程度になるように制御しているため 14mg/L となっている．  
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図 4-6 アルカリおよび後炭酸の注入状況（2005 年）  
 
4.4 炭酸ガス・消石灰設備導入後の評価 
 
4.4.1 前炭酸ガス注入と水質 
1) 炭酸ガスを水に溶解した中和反応 
炭酸ガスを水中に溶解した場合の反応式(4-14)～(4-16)と酸解離定数（K）を示す 9)．  
CO2 + H2O → H2CO3       K0                                             (4-14) 
       
K0 ＝             ＝ 1.54×10－
3
 
 
H2CO3 →  HCO3－+ H+      K1                                            (4-15) 
  
K1 ＝                ＝ 2.88×10－
4
 
  
HCO3－  →  CO3
2－+ H+       K2                                            (4-16) 
 
K2 ＝                ＝ 4.68×10－
11 
 
 水に溶解した炭酸ガス（CO2）は遊離炭酸と呼ばれ，(4-14)式のとおり一部が炭酸（H2CO3）
となる．さらに，炭酸は(4-15)，(4-16)式のとおり二段階で解離し，炭酸水素イオン（HCO3
－），炭酸イオン（CO3
2－）と水素イオン（H+）を生成する．  
炭酸ガスを注入した水の pH 値は，(4-15)，(4-16)式の水素イオン濃度（[H+]）に左右さ
れ，酸解離定数 K が大きい程強い酸と言える．ここで，炭酸の第一段酸解離定数 K1（2.88
×10－4）の値は小さいが，酢酸の酸解離定数 K（2.75×10－5）と比較すると，炭酸は実は
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酢酸よりも少し強い酸であることがわかる 9),10)．  
しかし，硫酸の第一段の解離はほぼ完全であるので，炭酸は硫酸よりも弱い酸である 9)．
そのため，炭酸ガスによる中和反応は緩和で安全であるといえる．  
2) 自然水中のアルカリ度 
 アルカリ度とは，水中に含まれる水酸化物，炭酸塩および炭酸水素塩などのアルカリ分
を，0.01mol/L 硫酸で中和滴定して，炭酸カルシウム（CaCO3）の mg/L で表したものであ
る 11)．  
自然水のアルカリ度は炭酸塩または炭酸水素塩が主体をなすことが多く 12)，4.4.1.1)で
示した K2 を考慮すると，ほとんどが炭酸水素塩として存在すると考えられる．  
したがって，アルカリ度のミリ当量と mg/L 濃度の関係は次の(4-17)式のようになる．  
1meq/L アルカリ度＝  50mg－CaCO3/L＝  61mg－HCO3－/L                 (4-17) 
すなわち，アルカリ度 1mg/L は炭酸水素イオン（HCO3－）濃度 1.22mg/L に相当する．  
3) 加納浄水場の原水の前炭酸および消石灰未溶物による中和効果 
2007 年 8 月は降水量が少なく，原水の pH 値が非常に高い傾向にあった．2007 年 8 月 23
日午前 10 時に，加納浄水場の接合井で原水，ならびに着水井で前炭酸と消石灰未溶物によ
る中和処理水を採水し，pH 値とアルカリ度を測定したのでその値を表 4-4 に示す．ただし，
中和処理水の pH 値は計装値を採用した．  
 
表 4-4 加納浄水場の前炭酸および消石灰未溶物による中和効果  
（2007 年 8 月 23 日）  
 pH 値  アルカリ度  
（mg/L）  
原 水  8.9 56 
中和処理水  6.7 58 
（注）前炭酸注入率：14.3mg/L，PAC 注入率：39.9mg/L 
 
炭酸ガスを注入してもアルカリ度は増減しないと文献 13),14)に記載されているが，表 4-4
からわかるように，前炭酸 14.3mg/L の注入でアルカリ度が 2mg/L と微増している．これ
は，消石灰を 1mg/L 注入するとアルカリ度は 1.29mg/L 増加するが，消石灰未溶物中に消
石灰成分が約 1.6mg/L あり，それがアルカリ度を押し上げたと考えられる．また，PAC を
1mg/L 注入するとアルカリ度は 0.15mg/L 減少する 13)ので，沈澱処理水のアルカリ度は
52mg/L 程度となり，凝集に必要なアルカリ度 20mg/L 程度を十分上回っていた．  
過去の計装水質測定データによると，降雨時以外でも原水アルカリ度の低い時があり，
例えば 2007 年 1 月中旬には pH 値が 7.6，アルカリ度 20mg/L であった．この時，加納浄水
場では前炭酸注入率 14mg/L と消石灰未溶物で中和後，PAC 注入率 14mg/L で処理をしてお
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り，その時の沈澱処理水のアルカリ度は 20mg/L 程度であった．加納浄水場より約 1km 上
流で取水している出島浄水場では，炭酸ガスや硫酸中和設備を備えておらず硫酸バンドで
凝集沈澱処理を行っており，この時硫酸バンドを 30mg/L 注入していた．硫酸バンド 1mg/L
注入でアルカリ度は 0.24mg/L 減少する 13)ことから，その時の沈澱処理水のアルカリ度は
13mg/L 程度でありアルカリ度不足であったと推定される．炭酸ガスによらず硫酸で pH 値
を制御すると，硫酸注入でアルカリ度は減少する 13)ので，一層アルカリ度不足になってい
たと思われる．  
なお，表 4-4 に示す加納浄水場原水のアルカリ度が 56mg/L のとき，4.4.1.2)で示した
(4-17)式から水中の炭酸水素イオン（HCO3－）は約 68mg/L の濃度で存在することになる． 
 
4.4.2 浄水の pH 値およびランゲリア指数 
表 4-5 に炭酸ガス・消石灰注入設備導入後の 2000 年度から 2006 年度における毎日 1 回
程度測定した各浄水場浄水の pH 値およびランゲリア指数の平均値および標準偏差を示す． 
表 4-2 と比較するとわかるように，設備を導入した加納浄水場および島橋浄水場におけ
る pH 値はどちらも 7.5 以上，ランゲリア指数についてはどちらも－1 以上になっている．
一方，同設備を導入していない出島浄水場では以前とほぼ変化が見られない．このことか
ら加納浄水場および島橋浄水場の水質は当初の目標どおりの改善がなされていることがわ
かる．  
 
表 4-5 各浄水場浄水の pH 値およびランゲリア指数（導入後）  
浄水場名  
2000～2006 年度  
測定回数  pH 値  ランゲリア指数 
加納浄水場  2,535 7.6±0.2 －0.9±0.3 
出島浄水場  1,666 7.0±0.2 －1.8±0.3 
島橋浄水場  2,513 7.9±0.2 －0.5±0.3 
（注）pH 値およびランゲリア指数の数値：平均値±標準偏差  
 
4.4.3 浄水中のアルミニウム濃度 
図 4-7 に加納浄水場における炭酸ガス・消石灰注入設備導入後の 2004～2008 年度のアル
ミニウム（以下 Al）平均添加量と浄水中の Al 濃度を示す．加納浄水場では凝集剤として
PAC を使用しているが，2005 年度に急速ろ過池全池にアンスラサイトを上乗せし二層化に
よるろ過能力の強化を図った後，ろ過水濁度 0.1 度以下を遵守するため PAC の注入率を増
量した．PAC 注入率から Al 添加量を計算すると，2004 年度は 0.9mg/L 程度であったが，
2006 年度以降は約 56%増の 1.4mg/L 程度になっている．これは，濁度目標値を沈澱処理水
では 0.5 度，ろ過処理水では 0.04 度に設定し，常時監視しながら凝集強化のため PAC 注入
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率を増量し，後 PAC も併用注入しているためである．  
Al は両性元素であるため酸にも塩基にも反応し溶解するので，原水 pH が高いと浄水中
の Al 濃度が上昇するという報告 15)がある．加納浄水場の浄水中 Al 濃度は，各年度におけ
る毎月 1 回測定（n=12）では平均値 0.02mg/L 標準偏差 0.01mg/L で，水質基準 0.2mg/L を
大きく下回っている．これは，前炭酸注入によって沈澱処理水の pH 値を 6.7 程度に常時制
御しているため溶出する Al が少なく 16)，PAC 注入率を増量しても浄水中の Al 濃度は低く
保たれているものと思われる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）浄水中 Al 濃度測定回数：各年度毎月 1 回  
 
図 4-7 加納浄水場の平均 Al 添加量と浄水中の Al 濃度（2004～2008 年度）  
 
4.4.4 浄水中の鉄濃度および鉛濃度 
図 4-8 に炭酸ガス・消石灰設備を導入している加納浄水場および 14.4km 管路経由の同
水系西浜グランド給水栓における鉄（以下 Fe）濃度と，比較対照のため，同設備を導入し
ていない出島浄水場および 7.3km 管路経由の同水系大垣内児童公園給水栓における 2004
年度に毎月 1 回測定した Fe 濃度の推移を示す．浄水場出口から給水栓までの出島浄水場系
の大垣内児童公園では平均で 8.0μg/L の濃度上昇が見られるのに対し，加納浄水場系西浜
グランドでは前者より 2 倍送水距離が長いにもかかわらず平均で 1.1μg/L しか濃度上昇し
ておらず，Fe の溶出が明らかに抑えられている．  
なお，両管路共に 1970 年度から 1980 年度にかけて埋設された DIP（モルタルライニン
グ鋳鉄管）で，管路長以外はほぼ同条件下である．  
これらの結果から，Fe 溶出抑制において，加納浄水場の炭酸ガス・消石灰設備導入の効
果があったと思われる．  
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（注）Fe 濃度測定回数：毎月 1 回  
 
図 4-8 加納浄水場と出島浄水場の Fe の推移（2004 年度）  
 
図 4-9 に加納浄水場から 9.5km 管路経由しφ20mm×長さ 3.4m の鉛管が埋設された山口
児童公園給水栓における 1996～2003 年度にかけて毎月 1 回測定した鉛（以下 Pb）濃度と
pH 値の各年度の平均値の推移を示す．設備導入前の 1996～1999 年度における測定値（n=48）
を平均値±標準偏差で表すと，Pb 濃度は 3.0±1.9μg/L，pH 値は 7.4±0.1 であった．一方，
設備導入後の 2000～2003 年度における測定値（n=48）では，Pb 濃度は 1.6±1.3μg/L，pH
値は 7.7±0.2 であった．なお，Pb 濃度および pH 値について平均値の差の検定（ t 検定）
を行った結果，両者とも設備導入前後で 1%の水準で有意差が認められた．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）Pb 濃度測定回数：各年度月 1 回  
 
図 4-9 加納浄水場系給水栓水の Pb の推移（1996～2003 年度）  
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鉛製給水管布設替方策検討委員会報告書 17)には，pH7.5 程度以上において鉛溶出量の低
減効果が認められると述べられているが，設備導入後に pH 値が 0.3 上昇し 7.7 となったこ
とが，Pb の溶出量を約 45%減少させたと思われる．  
これらの結果から，Fe 溶出抑制と同様に Pb 溶出抑制においても，設備導入の効果があ
ったと思われる．  
 
4.4.5 腐食度と炭酸カルシウム被膜 
図 4-10 のとおり，加納浄水場における炭酸ガス・消石灰注入設備導入後の鉄の腐食度を
評価するため，直径 50mm×厚み 3mm の SS400 の円板を浄水場出口，5.4km 経由した管路
中間部の紀伊配水池，9.4km 経由した管路末端部の谷ポンプ所の 3 箇所に設置して，2000
年 9 月から約 1 年間浄水を通水し鉄の腐食度を測定した．対象として，設備導入前の 1997
年に同様に行ったもの（加納未処理水）と比較した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
SS400（直径 50mm×厚み 3mm の円板）使用  
 
図 4-10 鉄の腐食度の測定結果  
 
なお，鉄の腐食度の測定方法は，工業用水腐食性試験方法を定めた JIS K010018)に準拠し，
SS 製の試験片を浸した水槽に対象水を通過させ，数ヶ月単位で試験片を取り出し，重量を
測定して腐食量を求めている．腐食度の単位 mdd は，試験片の表面積 1dm2 に対する 1 日
当たりの腐食量の mg 数，すなわち mg/dm2/day を示している．  
図 4-10 からわかるように，3 地点共に腐食度は設備導入前に比べて約 3 分の 1 近くまで
低減しており，導入の効果が現れている．  
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写真 4-1 水管橋鋼管内部 
 
設備導入約 5 年後の 2005 年 10 月に，内視鏡カメラを用いて加納浄水場の送水管路内状
況調査を行った結果，写真 4-1 のとおり加納浄水場から 800m 管路経由のφ900mm の水管
橋鋼管部のうち面にカルシウムの付着と思われる白いものが全面に見られ，炭酸カルシウ
ム被膜らしき形成が目視により確認できた．  
次に，設備導入後の炭酸カルシウム被膜の形成度を評価するため，φ10mm×長さ 100mm
の SGP（配管用炭素鋼鋼管）を図 4-10 の腐食度測定と同時期，同地点に設置して，約 1
年間通水し炭酸カルシウム被膜の厚みを測定し，対象として設備導入前の 1997 年に同様に
行ったもの（加納未処理水）と比較した．その結果を図 4-11 に示す．3 地点共に，被膜厚
みは設備導入前に比べて数倍に増加しているが，浄水場出口，管路中間部の被膜はほぼ同
程度の厚みで，管路末端部ではそれらの約半分の厚みとなっていた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
SGP（φ10mm×長さ 100mm）使用  
 
図 4-11 炭酸カルシウム被膜換算厚みの測定結果  
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しかし，図 4-10 に示されたように，腐食度はほぼ同程度であったことから，この程度の
被膜厚みでも防食効果があったと判断できる．  
 
4.4.6 島橋浄水場の遊離残留塩素および苦情 
1993～1997 年度にかけて毎日 1 回測定した島橋浄水場および同水系島橋児童公園給水栓
の遊離残留塩素濃度の年平均値の経年変化，ならびにその低減率を図 4-12 に示す．  
島橋浄水場において，1994 年度に炭酸ガス・消石灰設備導入後，図 4-12 のとおり，1996，
1997 年度における島橋浄水場の遊離残留塩素濃度は 1993 年度に比べ 50%以上低くなって
いる．また，浄水場から給水栓までの遊離残留塩素低減率は，1993 年度は 35.0%であった
が，年々減少し 1997 年度には 8.9%まで大きく減少していた． 
これらの現象から，New Epoch プロジェクトの報告書 4)にもあるように，炭酸ガス・消
石灰設備導入により管表面に 4.2.2.2)で示した(4-9)式のとおり炭酸カルシウム被膜が形
成し，鉄の腐食反応が抑制され 4.2.1 で示した(4-5)式由来の二価の鉄イオン濃度が減少し，
4.2.2.3)で示した(4-10)式の浄水中の次亜塩素酸ナトリウムを消費しなくなったため，残
留塩素の低下を防ぐことが可能となったと考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）遊離残留塩素低減率： (a－b) ÷ a × 100 
 
図 4-12 遊離残留塩素濃度と低減率（1993～1997 年度）  
 
また，島橋浄水場において 1994 年度に設備導入後，同配水系での赤水などの苦情は徐々
に減少し，苦情件数は 1993 年度の 147 件から 1997 年度の 58 件になり約 3 分の 1 に激減し
た 2)．  
以上の結果から，島橋浄水場においても設備導入の効果があったと考えられる．  
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4.5 炭酸ガスとオゾンの併用についての検討 
 加納浄水場の処理工程は，図 4-2 のとおり，現状は高速凝集沈澱，急速ろ過方式である
が，2007 年 3 月 27 日の変更認可で，臭気物質などの処理を考慮し，粉末活性炭処理，横
流式凝集沈澱，急速ろ過の後，オゾン，粒状活性炭，膜ろ過方式が認められた． 
そこで，臭気物質のオゾン処理に対して炭酸ガスがどの程度阻害物質いわゆるスカベン
ジャーとなるのか検討してみた． 
 オゾンは(4-18)式のとおり対象物質を直接反応で酸化し，さらに(4-19)式のとおりオゾン
の分解によって生じる酸化力の大きい OH ラジカルは間接反応で酸化する．  
森岡ら 19)によると，炭酸はオゾン分子とほとんど反応せず，OH ラジカルと反応して臭
気物質の分解を阻害する．ただし，(4-20)～(4-22)式のとおり OH ラジカルにとって，二酸
化炭素（CO2）はスカベンジャーとはならず，炭酸水素イオン（HCO3－），炭酸イオン（CO3
2
－）はスカベンジャーとなり，全炭酸（CO2）濃度が 10mg/L を超えると大きく影響を受け
始め，30mg/L で相対反応速度定数はほぼ半減する．しかし，実際の水道原水（江戸川，霞
ヶ浦，相模湖）中の全炭酸濃度は 20～50mg/L でありそれが大きく影響するとされている．  
① オゾン処理  
O3 + 対象物質 → 酸化物（直接反応）                      (4-18) 
・OH + 対象物質  → 酸化物（間接反応）                      (4-19) 
② 炭酸類と・OH の反応 
H2CO3 +・OH →  反応なし                                                 (4-20) 
HCO3－+・OH → HCO3 + OH－                                              (4-21) 
CO3
2－+・OH →  CO3－+ OH－                                                                      (4-22) 
加納浄水場の原水中の全炭酸（CO2）濃度は，2006～2008 年度におけるアルカリ度（CaCO3）
の計装値の平均値 39mg/L から換算する 11)と 18mg/L となる．また，4.4.1.2)で示した(4-17)
式から炭酸水素イオン（HCO3－）濃度に換算すると 48mg/L となる．  
ここで，4.3.1 で述べたように浄水処理工程で前炭酸は平均 14mg/L 注入されるが，
4.4.1.3)のとおりアルカリ度は増減しない 13),14)．また，消石灰未溶物注入でアルカリ度は
約 2mg/L 増加し，PAC は平均で 26mg/L 注入されるが，それによってアルカリ度は約 4mg/L
減少する．つまり，将来構想のオゾン処理の前段でのアルカリ度すなわち全炭酸濃度は原
水とほとんど変わらない．  
したがって，炭酸ガスを注入しても新たにオゾンのスカベンジャーが増加するのではな
く，原水の中に元々存在するアルカリ度由来の炭酸水素イオン（HCO3－）が OH ラジカル
のスカベンジャーとなるだけである．  
 次に，注入した炭酸ガスが実際のオゾン処理で気散したり，反応したりするかどうかを
検討してみた． 
通常の浄水処理工程におけるオゾン処理では pH 値はほぼ変化しないという事実 20)から，
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以下の 2 点が推察できる．  
1 点目は，炭酸ガスは 4.4.1.1)で示した(4-15)，(4-16)式のような可逆的な反応により生
成した水素イオンによって pH 値を下げるが，オゾン注入により炭酸ガスが気相中に移行
すれば水素イオンは減少し pH 値は上昇するはずなので，炭酸ガスは気散していない．  
 2 点目として，オゾンを水中に注入した場合に発生する OH ラジカルは(4-21)，(4-22)式
のような反応により生成した水酸化物イオンによって pH 値を上げるはずである．しかし，
pH値はオゾン処理を行ってもほとんど変化しないので OHラジカルから水酸化物イオンは
あまり発生していない．つまり，炭酸ガスはオゾン由来の OH ラジカルのスカベンジャー
とはならない．  
 この点に関し，われわれは，原水に炭酸ガスを注入している実際の加納浄水場の沈澱処
理水を材料として，実験室でオゾン処理実験を行った．その結果，溶存オゾン 0.1mg/L 程
度のオゾン処理ではまったく pH 値が上がらないことを確認した．  
したがって，炭酸ガスで原水の pH 値を制御しても，オゾン処理の障害とならないと考
えられる．  
 
4.6 おわりに 
 
 加納浄水場および島橋浄水場に炭酸ガス・消石灰注入設備を導入した結果，浄水の pH
値およびランゲリア指数が当初の目標どおり改善され，Fe および Pb などの金属類の溶出
も大幅に改善されている．これらのことから送配水管の腐食抑制と寿命延長が期待される．
実際，腐食抑制により島橋浄水場の遊離残留塩素は 50%以上低減され，同配水系における
赤水などの苦情の発生は約 3 分の 1 に激減している．  
また，前炭酸注入により浄水中 Al 濃度を水質基準の 10 分の 1 程度とかなり低く保持で
きている．炭酸ガスによる原水の pH 制御は硫酸などとは異なり，凝集沈澱に重要な要素
であるアルカリ度を減少させないで pH を下げることができるため，今後想定される Al 濃
度の水質基準の強化にも十分対応できる優れた方法であると考えられる．  
さらに，これまで炭酸ガスはオゾンのスカベンジャーとなるため，オゾン処理を行って
いる施設において炭酸ガスは使用できないものと考えられていたが，炭酸ガスによるオゾ
ン消費は実用上無視できる程度であり，オゾン処理を行っている施設においても炭酸ガス
を利用できるものと推定された．  
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第 5 章 薬品注入設備・傾斜管沈降装置導入による高速凝集沈澱池の水質改善効果 
（出島浄水場） 
 
5.1 はじめに 
  
 本章で対象とする出島浄水場（以下出島）がある和歌山市は中規模の水道事業体に該当
するが，2.1.3 で述べたように 1925 年に給水を開始して以来 90 年の歴史がある．5 つの浄
水場を有し，公称施設能力は 213,034m3/日となっている（表 5-1）．このうち，加納，出島，
島橋の 3 浄水場はスラリー循環形高速凝集沈澱池（以下高速沈澱池）を用いて，紀の川の
表流水を凝集沈澱・急速ろ過方式で処理している．残り 2 浄水場のうち真砂浄水場は紀の
川の伏流水を緩速ろ過方式，滝畑浄水場は滝畑川の伏流水を膜ろ過方式で処理している．  
出島は，1962 年に供用開始した 50,000m3/日を給水する本市では中規模浄水場で，施設
の老朽化や原水水質の変化への対応が必要となっていた．そこで，2.2.2.2)で述べたとお
り，財政的な問題から費用対効果を考え，全面的な更新ではなく，浄水処理施設と排水処
理施設の整備（設備の改良，追加および更新）を 3 回に渡って実施した．  
図 5-1 に浄水処理のフローと整備内容を示す．2001 年度に実施された 1 回目の整備では，
ろ過水濁度低減のために全ての急速ろ過池（以下ろ過池）のろ層構成を単層から複層に改
良した．2005～2007 年度に実施された 2 回目の整備では，取水施設に凝集沈澱改善のため
にプランクトン藻類（以下藻類）の不活化を目的とした前塩素注入設備，ならびにかび臭
およびトリハロメタン低減対策のために粉末活性炭（以下粉炭）注入設備を設置した．ま
た，排水処理施設を更新した 1)．ただし，これらの整備で水質改善が完全に達成されたわ
けではなかった．  
そこで，2010～2012 年度の 3 回目の整備では，既存の施設・設備の老朽化対策として混
和池および高速沈澱池の改修工事を実施すると共に，過去 2 回の整備で改善できなかった  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
浄水場 稼動年 取水区分
公称施設能力
（m3/日）
加納 1973年 121,000
出島 1962年 50,000
島橋 1968年 10,000
真砂 1925年 紀の川伏流水 32,000
滝畑 2003年 滝畑川伏流水 34
213,034
紀の川表流水
合計
表 5-1 和歌山市浄水場の規模 
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水質改善対策を行った．ここでは，凝集沈澱処理水の濁度（以下処理水濁度）を低減させ
るために，高速沈澱池に沈降装置（傾斜管）を導入した．併せて，原水の pH および総ア
ルカリ度（以下アルカリ度）調整による凝集改善のために薬品注入設備（以下薬注設備）
も導入した．この薬注設備導入では，浄水の pH およびランゲリア指数改善も目指してい
る．また，高速沈澱池の水処理では，底部に溜まった汚泥が問題となっていたため，噴射
管を用いた方法を取りやめ，底部に回転式の汚泥掻寄機を設置した． 
このような施設の全面的な更新ではなく，設備の改良，追加および更新といった既存施
設を活かした整備では，開設時の設計では想定していなかった設備の導入により処理能力
の向上を図ることになる．このため，通常では採用されない処理フローになることもある．
したがって，原水水質と処理水水質の比較といったシステム全体の処理能力だけでなく，
個々の技術の処理効率を把握して総合的に評価することが，当該浄水場における今後の維
持管理にとっては非常に重要となる．そこで，本章では最終的に水質改善を達成した 3 回
目の整備を中心に，処理水濁度の改善効果について調べた．なお，出島では浄水の pH・ラ
ンゲリア指数改善のためのアルカリ剤の薬品注入を行っていなかったため，管の腐食およ
び赤水などの発生が問題となっていた．そこで，本章では薬注設備の新設による浄水の pH
およびランゲリア指数改善効果についても調べた．  
 
5.2 背景 
 
5.2.1 原水水質 
1) 原水の低濁度化 
ここでは，本章で対象とする凝集沈澱工程に影響を与える原水水質因子について述べる．
2.3.1 で述べたとおり，図 5-2 に示した 1963 年度から過去 50 年間の出島の原水濁度の年
硫酸
苛性ソーダ 苛性ソーダ
硫酸ばんど 中間塩素
紀の川
表流水
沈砂池 混和池
急速ろ過池
(8池)
浄水池
　濁度 pH値  濁度 濁度 濁度
　pH値  pH値 残留塩素 pH値
 残留塩素 残留塩素
〔使用薬品〕 出島浄水場内
　塩素 ：次亜塩素酸ナトリウム
〔整備内容〕
     1回目(2001) 　　　   2回目(2005-2007) 　　　　　　　 3回目(2010)      　  3回目(2010-2012)
（排水処理施設）
前塩素　 粉末活性炭
濃縮槽 脱水機
      後塩素
P
注入薬品
計装
水質項目
P
新設 改修新設複層化
高速凝集
沈澱池 (2池)
高速凝集
沈澱池 (1池)
沈降装置
図 5-1 出島浄水場の浄水処理フローと整備内容 
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平均値の推移 2),3)を見ると，当初は平均 20 度以上と高かったが，その後は徐々に低下して
いる．また，図 5-3 に示した近年 5 年間（2008～2012 年度）の計装測定データの日平均値
の推移を見ると，晴天時には 5 度未満の場合が多く，平均値は 9 度で，高速沈澱池の濁度
適正範囲（10 度以上）4a)から外れた日数比率が 87%を占める．その一方，降雨時には急激
に濁度が上昇し日平均で最大 500 度以上に達することもあり，同時に pH が日平均で 7.0
まで低下する．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2) 有機物および藻類の増加による影響  
2.3.1 で述べたとおり，紀の川の原水の有機物濃度の指標である過マンガン酸カリウム
消費量は，近年 5 年間（2008～2012 年度）はほぼ横ばいであるが，過去 40 年間（1968～
2007 年度）に約 2 倍（3.2mg/L から 6.2mg/L）に増加している 2).3)．また，春から夏にかけ
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図 5-2 過去 50 年間（1963～2012 年度）の出島の原水濁度（年平均値）の推移 2).3) 
図 5-3 近年 5 年間（2008～2012 年度）の出島の原水濁度（日平均値）の推移 
高速沈澱池 
濁度適正範囲 
10 度以上  
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ての河川流量の少ない晴天時には藻類が増殖することで，それ由来の有機物濃度と濁度が
増加する傾向が見られる．藻類は最大 34,000 個/mL，平均 4,300 個/mL と多く，富栄養化
した湖沼のような生物構成となっている 3)．そのため，河川で光合成によって炭酸ガスが
消費され原水の pH は高くなり，変動も大きい．計装測定データによると，日平均最大値
は 9.0，日間変動も最大で 1.9 に達する．  
さらに，藻類の一部には 2004 年に水質基準項目 5)となったかび臭物質であるジェオスミ
ンおよび 2-MIB を産生する藍藻類がある．紀の川の原水水質では藍藻類のフォルミジウム
由来の 2-MIB が，2004 年以降，上流域を含め問題となっている 6)．その影響で，出島の浄
水でも 2-MIB について，基準の遵守のため対応に苦慮する状況も生じていた．  
3) 耐塩素性病原生物による影響  
上記以外にも，紀の川の原水では耐塩素性病原生物であるクリプトスポリジウムおよび
ジアルジア（以下クリプトスポリジウム等）の指標菌である大腸菌が常時検出される上に，
クリプトスポリジウム等も検出されている．このことから，耐塩素性病原生物対策として，
ろ過水濁度低減のためにろ過設備の整備および凝集沈澱処理の強化が必須となっている 7)． 
以上，過去数十年の間における出島の水源となる紀の川の水質変化は，浄水処理，特に
凝集沈澱工程に大きな影響を与えるようになった．具体的には，原水の低濁度化による沈
澱効果の低下，高濁度時の pH 低下による凝集効果の低下，藻類増加による pH 上昇ならび
に軽いフロック形成による凝集沈澱効果の低下である．また，クリプトスポリジウム等対
策としてろ過水濁度の規制が強化されたが，この規制強化が出島においては凝集沈澱工程
の改善対策を進めるきっかけとなった．  
 
5.2.2 2009 年度以前の整備と対応 
1) ろ過池の複層化（1 回目整備） 
出島の浄水施設は元来の水道水質基準 8)である「給水栓水濁度 2 度以下」を基準として
設計されていたが，1996 年の「水道におけるクリプトスポリジウム暫定対策指針 7)」にお
いて要求されている「ろ過水濁度 0.1 度以下」を満足する必要が生じた．このため，出島
では凝集沈澱およびろ過機能の強化が必要となった．そこで，2.2.2.2)で述べたとおり，
この対応として，2001 年度にろ過機能の強化を目的に，ろ過池のろ材を，単層珪砂 60cm
から，珪砂 20cm を減じてアンスラサイトを同量追加することにより複層化した．また，
ろ材の複層化により，濁質の抑留をアンスラサイト層に，抑止機能を砂層に分担して負担
させることで 4a)，結果として凝集剤の注入量を増やせるようになったことから，8%硫酸ア
ルミニウム（以下硫酸ばんど）を従来よりも約 50%程度増量注入することにした．さらに，
処理水濁度が十分下がらない場合には，処理水がろ過池へ流入する前に，随時凝集剤を少
量注入し再凝集処理を行うことにした．  
ただし，この対応では目標とした「ろ過水濁度 0.1 度以下」を十分満足できなかった．
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これは，後述するように設備上の課題であり，前節で述べた様々な要因による凝集沈澱効
果の低下に十分対応できていなかったためである．  
2) 前塩素注入設備および粉炭注入設備の整備（2 回目整備） 
原水中の藻類増殖時の凝集沈澱促進対策として藻類の不活化を目的に，2.2.2.2)で述べ
たとおり，2005 年度に前塩素注入設備を整備した 4b)．2004 年に水質基準項目となったか
び臭物質であるジェオスミンおよび 2-MIB の基準は，2006 度末までは暫定的に 20ng/L 以
下が適応されていたが，それ以降は 10ng/L 以下である 5)．出島の 2-MIB 濃度は 20ng/L 以
下を遵守できていたが，10ng/L を上回る場合もあった．また，トリハロメタンの生成を抑
えるために，藻類の不活性化のために導入した前塩素処理を制約しても，夏季に給水栓水
でクロロホルム濃度が基準値 5)（0.06mg/L）を上回ることはなかったが，危険レベルの 70%
を超過する場合もあった 9)．  
そこで，粉炭注入設備（最大設定注入率 100mg/L）を導入して，かび臭物質，トリハロ
メタンおよびその前駆物質を除去することにした．ただし，高速沈澱池の上昇流速が速く
(後述)，処理水へ粉炭が漏出する恐れがあったので，粉炭を 5mg/L 以下で注入することを
余儀なくされ，十分な効果が得られなかった．このため，粉炭注入設備導入後にも十分な
前塩素処理を行えないことがあり，結果として凝集工程で軽いフロックが形成されて沈澱
効果が低下する課題が残った 10)． 
 
5.3  薬注設備および沈降装置の導入（3 回目整備） 
 
5.3.1 整備の経緯 
2010～2012 年度には，建設から約 50 年が経過し老朽化が著しい施設の改修工事に加え，
それまでの整備で未達成であったろ過水濁度 0.1 度以下を満足させるために，3 回目の整
備を行った．ここでは，原水の pH・アルカリ度調整が目的の薬注設備，ならびに沈澱池へ
沈降装置の導入を行った．  
過去 2 回の整備を経て明らかとなったのは，原水の低濁度化による沈澱効果の低下，高
濁度時の pH 低下による凝集効果の低下，藻類増加による pH 上昇および前塩素処理抑制に
伴う軽いフロック形成による凝集沈澱効果の低下である．薬注設備の導入はこのうち藻類
増加による pH 上昇および高濁度時の pH 低下による凝集効果の低下，沈降装置の導入は原
水の低濁度化および藻類による軽いフロックの形成による沈澱効果の低下への対応となる．
なお，これにより 2 回目の整備の課題として残された粉炭漏出防止にも対応できることに
なった．  
 
5.3.2 改修工事 
改修工事では，まずは経年劣化が激しい混和池（写真 5-1）について，内部の撹拌機を
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更新した．また，写真 5-2 のとおり，漏水の止水および躯体の補強を目的とした工事も実
施した．ここでは，運用しながらの施工が前提であること，ならびに施工性が容易で加算
重量による躯体への影響が最小限となることから，高速道路の橋脚の補強にも用いられて
いる外面からの炭素繊維シート接着工法を採用し，2011 年 5 月に工事が完了した．  
続いて，混和池と同様に経年劣化が激しい高速沈澱池（図 5-1）3 池のうち 2 池（1 号池
および 3 号池）を順次整備し，2012 年 5 月に工事が完了した．図 5-4 のとおり，整備内容
は，インペラ駆動部の更新を行い，1 池毎の施工により池を完全に空にすることが可能で
あることから，漏水の止水のため内部からのエポキシ樹脂塗料塗装方法による防水工事を
行った．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 5-1 出島の施工前の混和池  
写真 5-2 出島の施工後の混和池  
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5.3.3 薬注設備(硫酸・苛性ソーダ)の導入 
出島では，原水の pH 変動には従来から硫酸ばんどを注入して pH の凝集最適範囲（和歌
山市管理目標 6.8～7.2，以下凝集最適 pH）に調整することを基本としてきた．ただし，藻
類の増加などにより原水 pH が上昇した場合，薬注設備導入前は酸注入ができなかったた
め，凝集性よりも pH の値を重視して硫酸ばんどの注入率を設定していた．そのため，凝
集剤の過剰注入による凝集不良（軽いフロックの形成）も見受けられた．  
 また，原水濁度の変動にも，硫酸ばんどの注入量を調整することで最適な凝集性が得ら
れるように対応していた．しかし，原水濁度が高い場合には，原水の pH が元々低い上に，
硫酸ばんどの注入量が増えるため，pH およびアルカリ度がさらに低下してしまう．このた
め，これまでは消石灰を手作業で補給することで，凝集最適 pH になるように努めていた．
しかし，100 度以上の高濁度時には消石灰の補給不足で，十分な硫酸ばんどを注入できず
に凝集不良となることもあった．  
 このような原水水質変化に伴う凝集不良への対応として，62.5%希硫酸（以下硫酸）お
よび 20%苛性ソーダ（以下苛性ソーダ）を使用する薬注設備（写真 5-3）を導入した．た
だし，浄水場の施設余剰敷地面積が小さいことに加え費用対効果を考え，凝集前に原水の
pH を調整することはせずに，硫酸と苛性ソーダを硫酸ばんどと同一の混和池に注入する方
式とした．なお，苛性ソーダは，原水の pH およびアルカリ度が低い際には混和池の原水
に優先的に注入し，それ以外の場合には，浄水の pH およびランゲリア指数改善のために
混和池外側に集合する処理水に切替え方式で注入できる常時活用する設備となっている．
この工事は 2011 年 3 月に完了した．  
 
防水塗装
沈降装置
インペラ駆動部
汚泥搔寄機
図 5-4 出島の高速沈澱池の整備内容  
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5.3.4 高速沈澱池への沈降装置の導入 
表 5-2 に整備前の 2009 年度の出島および比較対象として本市の基幹浄水場である加納
11)の高速沈澱池における上昇流速と処理水濁度の設計値と 1 日の平均値を示す．処理水濁
度については，加納の 0.2～0.9 度（平均 0.4 度）に対して，出島は 0.2～9.9 度（平均 1.0
度）であり，出島の固液分離性能が加納より大きく劣っていることがわかる．これは，両
浄水場の上昇流速の違いによるものと推察される．加納は設計値 39mm/min，実運転は 28
～38mm/min（平均 32mm/min）で運用されているのに対して，出島は設計値 73mm/min，
実運転は 35～61mm/min（平均 49mm/min）と大きく異なる．この差は，両浄水場稼動時の
状況の違いによるものである．  
現在（2012 年発行）の水道施設設計指針 4a)では，高速沈澱池の採用条件は原水濁度 10
度以上で，上昇流速の標準（以下設計指針値）は 40～60mm/min となっている．ただし，
出島を設計した時代の 1958 年創刊の水道施設基準解説 12)には高速沈澱池は紹介に留まり，
上昇流速の標準などの記載はない．そのため，5.2.1.1)で述べたとおり 1963 年頃は紀の川
の原水濁度は平均 20 度以上と高かったので，その当時に相応しい数値（上昇流速 73mm/min）
が採用された．一方，1973 年に稼動した加納を設計した時代の 1966 年発刊の水道施設基
準解説 13)には，現在の水道施設設計指針とほぼ同様の内容が記載されている．そのため，
表 5-2 のように出島より厳しい設計（上昇流速 39mm/min）となった．  
 
 
 
 
 
 
 
表 5-2 2009 年度の出島の整備前の上昇流速と処理水濁度（浄水場比較） 
浄水場 比較項目 単位 設計 最大 最小 平均
上昇流速 mm/min 73 61 35 49
処理水濁度 度 - 9.9 0.2 1.0
上昇流速 mm/min 39 38 28 32
処理水濁度 度 - 0.9 0.2 0.4
出島
加納
薬品タンク          注入装置 
 
写真 5-3 出島の薬注設備 
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 次に，原水水質とその処理性の変化に着目すると，原水の低濁度化によって除濁能力が
低下してきた．また，原水中の藻類の増加により凝集過程で形成されるフロックが軽くな
ることによっても十分な沈澱効果が得られない状況が出てきた．さらには，凝集剤の注入
量が全体的に増えたことで軽いフロックが形成されやすくなったことも沈澱効果が下がる
原因となった．これらいくつかの原因が重なり，出島の上昇流速の設計値および運転範囲
（表 5-2）では沈澱処理効果が低下した．そこで，ここでは限られた既存施設への導入と
いう制約がある中で高速沈澱池上部に導入可能なできる限り効果の高い沈降装置を選定し
設置することで，この課題に対応することにした．  
 今回は，出島における上昇流速に対応可能な傾斜板または傾斜管を導入することにした．
表 5-3 には，傾斜板および傾斜管の比較を示す．選定の結果として，性能，実績および建
設コストを総合的に評価して，正六角柱のハニカム構造の傾斜管（写真 5-4）を導入する
ことにした．表面負荷率に着目すると，設置前 66.0mm/min から設置後 13.7mm/min と，沈
降面積が計算上では約 5 倍となった．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また，高速沈澱池の水処理では，前述のとおり上昇流速に関する課題が非常に大きいが，
底部に溜まった汚泥も問題となる．従前は高速沈澱池底部に沈澱した汚泥は噴射管を用い
て排泥を行っていたが，十分な能力がないため底部に 20cm 程度の汚泥が堆積し，嫌気化
し水処理に悪影響を及ぼすこともあった．この課題への対応として，沈澱池の堆泥防止を
目的に，底部に回転式の汚泥掻寄機（写真 5-5）を新設し，連続回転させることで水質改
善に努めることとした．その結果，汚泥掻寄機設置後は 3cm 程度の汚泥の堆積にとどまっ
ており，水処理に影響を及ぼしていない．また，沈降装置設置により汚泥界面が目視確認
できなくなるため，汚泥濃度も測定可能な汚泥界面計を設置して対応することにした．  
なお，2 回目の整備では粉炭注入設備をかび臭およびトリハロメタン対策として導入し
表 5-3 出島の沈降装置の比較選定 
（注）処理水量 50,000m3/日で算出した．  
比較項目 単位 傾斜板 傾斜管 設計指針
装置傾斜角 度 60 60 60
間隔 mm 100 80
装置段数 段 1 1 1
装置高さ mm 700 700
設置面積率 % 90 95 90以上
上昇流速 mm/min 73.2 69.5 80以下
表面負荷率 mm/min 18.1 13.7 7～14
装置通過時間 min 9.6 10.1
実績（上向流） 少 多
建設コスト 1.1 1.0
評価 ○ ◎
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たが，高速沈澱池の上昇流速が大きかったために，注入量を抑える必要が生じていた．し
かし，今回の沈降装置の導入ではこの課題にも対応できることとなった．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
5.4 評価方法 
薬注設備は 2011 年 3 月に完成し運用を始めているが，沈降装置を含めた高速沈澱池 3
池のうち 2 池の整備は 2012 年 5 月に完了し翌月からすべての設備の運用が開始されている．
そこで，今回の整備による効果を比較するために，すべての水質および注入薬品のデータ
は，1 年間を通した水質変化を詳細に把握する目的で 2012 年 6 月から 2013 年 5 月までの
数値を使用することにした．ただし，これ以降の表現では便宜上 2012 年度と記載する．ま
た，薬注設備および沈降装置導入効果を確認するため，両者が導入されていなかった 2009
年度のデータを基準として，両者が導入された 2012 年度のデータがどのように変化したか
写真 5-4 出島の施工後の高速沈澱池（上部）  
写真 5-5 出島の施工後の高速沈澱池（底部）  
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を比較することとした．ただし，2012 年度には高速沈澱池 3 池のうち 2 池に沈降装置が整
備されているため，薬注設備単独の効果確認には，沈降装置が整備されていない 1 池の個
別のデータを使用した．また，薬注設備および沈降装置の両者の効果確認には，沈降装置
が整備されている 2 池の平均データを使用し比較することとした．  
なお，ろ過水濁度 0.1 度を満足するために，和歌山市では高速凝集沈澱後の処理水濁度
の管理目標値として 0.5 度以下を設定しているため，本章においても処理水濁度 0.5 度を
基準に評価する．  
また，出島の評価にあたっては，比較する本市の基幹浄水場である加納の凝集剤（ポリ
塩化アルミニウム）とは異なるため処理性には少し差はあるが，課題となる出島のろ過水
濁度の改善に対して最終的に大きく影響を及ぼす処理水濁度について加納と比較すること
とした．  
 
5.5 結果と考察 
 
5.5.1 薬注設備導入による凝集改善 
1)  運用目標  
 今回整備した薬注設備は，既存施設への導入という制約があるため，硫酸または苛性ソ
ーダを硫酸ばんどと同一の混和池に注入することにした．このため，硫酸または苛性ソー
ダの注入を判断する目安となる原水の pH を設定する必要がある．  
 降雨がなく藻類の発生も少ない時の原水の pH は 7.3～7.7，濁度は 10 度以下である．こ
の条件では，硫酸ばんどの注入率は 30mg/L 程度で安定しており，ほぼ凝集最適 pH である
6.8～7.2 を維持できる．そこで，硫酸は日間変動が大きい原水 pH の瞬時値が 7.7 以上，苛
性ソーダは 7.3 以下で注入することを目安とした．ただし，苛性ソーダの注入には，アル
カリ度なども考慮している．なお，原水 pH が 7.3 以下となるのは降雨により原水濁度が高
くなっている時であり，苛性ソーダの注入は主にこの時に行われている．2012 年度は硫酸
を年間 48 日，苛性ソーダを年間 58 日注入する必要があった（表 5-4）．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
硫酸
単位 原水 原水 浄水
最大 mg/L 7.6 48.0 31.8
最小 mg/L 0.0 0.0 0.0
年間平均 mg/L 0.5 3.2 17.4
注入時平均 mg/L 3.8 20.0 20.2
日 48 58 315
% 13.2 15.9 86.3
苛性ソーダ
薬
品
注
入
率
N数（注入日数）
比率（注入日数）
比較項目
注入薬品
表 5-4 2012 年度の出島の原水および浄水の薬品（硫酸・苛性ソーダ）注入状況）注入状況 
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そこで以降では，硫酸注入時および苛性ソーダ注入時における効果について述べる．表
5-5 に出島の原水への硫酸注入および沈降装置の効果，表 5-6 に出島の原水への苛性ソー
ダ注入および沈降装置の効果を示す．また，図 5-5 に出島の硫酸注入および沈降装置導入
による処理水濁度の改善効果（原水 pH 比較），図 5-6 に出島の苛性ソーダおよび沈降装置
導入による処理水濁度の改善効果（原水濁度比較）を示す．なお，図表中の 2009 年度の処
理水濁度の値は，浄水場設置の計装である透過散乱方式濁度計（定量下限値 0.1 度，以下
計装濁度計）で測定したデータを，2012 年度の処理水濁度の値は 1 日 7 回卓上型積分球式
濁度計（日本電色工業製 WA6000，50mm セル使用，定量下限値 0.02 度）で測定したデー
タを使用した．その他の測定値は計装測定データを採用した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
単位 平均 7.5未満 7.5～7.7 7.7～8 8以上 平均 7.5未満 7.5～7.7 7.7～8 8以上
日 365 182 123 44 16 365 275 46 13 31
度 7.4 11.4 3.0 3.9 4.8 9.2 10.7 3.1 6.4 6.7
- 7.5 7.3 7.6 7.8 8.3 7.5 7.3 7.6 7.9 8.3
沈降装置なし 度 1.0 1.3 0.7 0.5 0.5 0.60 0.66 0.45 0.37 0.40
沈降装置あり 度 - - - - - 0.31 0.35 0.21 0.20 0.22
- 7.1 7.0 7.2 7.1 7.1 7.5 7.4 7.7 7.3 7.4
mg/L 32.3 33.1 28.5 36.0 42.0 33.7 34.0 32.1 45.6 44.2
mg/L - - - - - 3.8 0.0 1.6 2.5 4.6
日 - - - - - 48 0 4 13 31
% - - - - - 13.2 0.0 8.7 100 100
導入前後（年度） 導入前（2009） 導入後（2012）
原水pH値範囲（－）
N数（年間日数）
原水濁度
原水pH値
処理水
濁　度
浄水pH値
硫酸ばんど注入率
硫
酸
注入率（注入日）
N数（注入日数）
比率（注入日数）
単位 平均 10未満 10～30 30～100 100以上 平均 10未満 10～30 30～100 100以上
日 365 330 25 7 3 365 307 41 13 4
度 7.4 3.9 17.4 49.6 203 9.2 4.4 16.9 49.8 170
- 7.5 7.5 7.3 7.2 7.1 7.5 7.5 7.3 7.2 7.1
沈降装置なし 度 1.0 0.8 1.9 4.8 6.0 0.60 0.53 0.81 1.47 1.24
沈降装置あり 度 - - - - - 0.31 0.27 0.45 0.86 0.76
- 7.1 7.1 6.9 6.8 6.6 7.5 7.5 7.2 7.0 7.0
mg/L 32.3 31.5 38.0 39.6 56.4 33.7 33.1 40.0 54.2 73.3
mg/L - - - - - 19.9 17.3 15.8 25.6 40.0
日 - - - - - 59 24 19 11 4
% - - - - - 16.2 7.8 46.3 84.6 100
導入前後（年度） 導入前（2009） 導入後（2012）
原水濁度範囲（度）
N数（年間日数）
原水濁度
原水pH値
処理水
濁　 度
浄水pH値
硫酸ばんど注入率
注入率（注入日）
N数（注入日数）
比率（注入日数）
苛
性
ソ
ー
ダ
表 5-5 出島の原水への硫酸注入および沈降装置の効果の平均値 
 
表 5-6 出島の原水への苛性ソーダ注入および沈降装置の効果の平均値 
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2)   硫酸注入効果 
硫酸注入は原水の pH が高い時に行われ，その目的は，混和池において凝集最適 pH に調
整し凝集改善を行い，処理水濁度を低減することである．ここでは，日平均の原水 pH と
処理水濁度の比較を行う．原水 pH に対する硫酸注入状況と濁度低減効果について，薬注
設備導入前（2009 年度）と導入後（2012 年度）比較した．  
表 5-5 では，薬注設備単独の効果確認のため，処理水濁度については，2009 年度のデー
タと 2012 年度の沈降装置を導入していない池のデータを比較する．日間変動の大きい原水
60.0 
50.8 
64.3 
74.0 
80.0 
31.0 
26.9 30.0 
40.0 44.0 
0
20
40
60
80
100
処
理
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濁
度
比
率
（%
）
原水pH値（－）
導入前処理水濁度(2009) 〔100%設定〕
沈降装置なし処理水濁度(2012)
沈降装置あり処理水濁度(2012)
60.0 
66.3 
42.6 
30.6 
20.7 
31.0 33.8 
23.7 
17.9 12.7 
0
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100
処
理
水
濁
度
比
率
（%
）
原水濁度（度）
導入前処理水濁度(2009) 〔100%設定〕
沈降装置なし処理水濁度(2012)
沈降装置あり処理水濁度(2012)
図 5-6 出島の苛性ソーダ注入および沈降装置導入による処理水濁度の改善効果（原水濁度比較） 
図 5-5 出島の硫酸注入および沈降装置導入による処理水濁度の改善効果（原水 pH値比較） 
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pH において，瞬時値で 7.3～7.7 では硫酸および苛性ソーダは目安として注入しないが，
日平均で見ると 7.3～7.5 の範囲では苛性ソーダ，7.5～7.7 の範囲ではわずかに硫酸を注入
している場合がある．このため，硫酸注入効果の評価対象となる原水 pH 7.5 以上のデータ
を比較した．ここでは，原水 pH 7.5～7.7（以下中 pH 域）と 8 以上（以下高 pH 域）に分
けて比較した．高 pH 域は藻類が多く（5.2.1.2）に記載），硫酸注入率および日数比率が
高いケース，中 pH 域は藻類が比較的少なく，硫酸注入率および日数比率が低いケースに
相当する．  
薬注設備導入前後の 2009 年度と 2012 年度の原水濁度を比較すると，中 pH 域および高
pH 域では同程度であるが，年度に関係なく高 pH 域の濁度が高いのは藻類の影響である．
一方，処理水濁度について，薬注設備導入前後の沈降装置なしのデータを図 5-5 も含めて
比較すると，中 pH 域ではそれぞれ導入前が 0.7 度，導入後が 0.45 度となり 64.3%に低減
されているのに対して，高 pH 域ではそれぞれ導入前が 0.5 度，導入後が 0.40 度となって
おり，80%にしか低減できていない．原水 pH が高い場合には，藻類が多いためフロック
が軽くなる．このため，凝集沈澱効果が落ちる影響で低減効果が小さくなったと推察され
る．しかし，処理水濁度の目標値（0.5 度）を満たしており，薬注設備導入の効果は確認
できる．  
なお，表 5-5 に示す薬注設備導入前後の 2009 年度と 2012 年度の硫酸ばんど注入率は，
中 pH 域ではそれぞれ導入前が 28.5mg/L，導入後が 32.1mg/L であるのに対して，高 pH 域
ではそれぞれ導入前が 42.0mg/L，導入後が 44.2mg/L と同程度となっている．このように，
当初は薬注設備導入により，pH が高い場合でも硫酸ばんど注入率が pH の低い場合と同程
度に低減できると想定していたが，そうはならなかった．これは，高 pH 域では藻類由来
の濁質成分が多いため，それを凝集沈澱させるために硫酸ばんど注入率が平常時より多く
必要となったことが原因と推察される．  
3) 苛性ソーダ注入効果 
苛性ソーダ注入は主に降雨により原水の濁度が高く，pH およびアルカリ度が低くなった
時に行われ，その目的は，硫酸注入と同様に混和池において凝集最適 pH に調整し凝集改
善を行うことである．これまでは，原水濁度が高くなった時には硫酸ばんどを多量注入し
ていたので，pH が低下しさらに凝集に必要なアルカリ度（20mg/L 以上 14)）が不足する場
合もあった．しかし，薬注設備導入後は苛性ソーダの注入により，硫酸ばんどを必要量注
入できるようになった． 
ここでは，表 5-6 と図 5-6 を用いて日平均の原水濁度と処理水濁度の比較を行う．原水
濁度に対する苛性ソーダ注入状況と濁度低減効果については，薬注設備導入前（2009 年度）
と導入後（2012 年度）で比較した．なお，処理水濁度の値は原水濁度によって異なるが，
原水濁度で 10 度未満（以下低濁度域），ならびに従来処理が非常に困難であった 100 度以
上（以下高濁度域）を分けて比較する．  
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 薬注設備導入前後の 2009 年度と 2012 年度の原水濁度を比較すると，低濁度域および高
濁度域では同程度である．これに対して処理水濁度は，低濁度域ではそれぞれ導入前が 0.8
度，導入後が 0.53 度となり 66.3%に低減されているのに対して，高濁度域ではそれぞれ導
入前 6.0 度から導入後 1.24 度となり 20.7%にまで大きく低減できている．ただし，処理水
濁度は目標値（0.5 度）には達しておらず，薬注設備導入だけでは十分ではないことがわ
かる．  
高濁度域の場合，原水 pH 値はそれぞれ導入前が 7.1，導入後が 7.1 と共に低い．また，
浄水 pH 値はそれぞれ導入前が 6.6，導入後が 7.0 と導入前の方が低く，硫酸ばんどの注入
率はそれぞれ導入前が 56.4mg/L，導入後が 73.3mg/L と導入後の方が高くなっている．高
濁度域では原水の pH およびアルカリ度が低いため，薬注設備導入前は消石灰を必要量注
入できずに硫酸ばんど注入後の浄水 pH 値（6.6）が凝集最適 pH（6.8～7.2）より低くなり，
それ以上硫酸ばんどが必要量注入できなかったことを示唆している．一方，薬注設備導入
後は苛性ソーダを必要なだけ注入できるようになったため，凝集に最適な量の硫酸ばんど
を注入しても浄水 pH 値（7.0）は凝集最適 pH を維持できている．その効果により，高濁
度域で導入前に比べて硫酸ばんどの注入率を約 30%増量でき，前述のとおり処理水濁度も
大きく低減できた．ただし，薬注設備導入後も処理水濁度は 0.5 度を上回っており，次節
で述べる沈降装置導入の効果を加えることで目標値に達することになった．  
 
5.5.2 沈降装置導入による沈澱改善 
1)  沈降装置導入の効果（沈澱池比較） 
出島の処理水濁度の低減効果は，5.5.1 で述べた原水 pH・アルカリ度調整による凝集改
善，ならびに以降述べる沈降装置導入による沈澱改善の両者によって実現できたものであ
る．ここでは，薬注設備導入による凝集改善に加えて，高速沈澱池への沈降装置導入によ
る沈澱改善の結果，処理水濁度がどの程度低減したかについて示す． 
図 5-7 に出島の薬注設備および沈降装置導入前後（2009，2012 年度）の処理水濁度より
改善効果を示す．2009 年度は，凝集性を重視した硫酸ばんどの注入ではなかったため，処
理水濁度の目標値（0.5 度以下）をあまり達成できていない．原水高濁度時には処理水濁度
の上昇が見られ，特に 10 月中旬から 11 月中旬まで台風による高濁度時に対応できずに処理
水濁度がかなり上昇している．一方，2012 年度では，最適な硫酸ばんどの注入が可能とな
り，薬注設備のみの効果は沈降装置なし処理水濁度の変化を見るとわかるように，原水高濁
度時（6～7 月，10 月）に大きく改善されているが，処理水濁度 0.5 度以下の比率は導入前
とあまり変わらない．しかし，沈降装置ありの処理水濁度では，0.5 度以下をかなりの比率
で達成できている． 
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表 5-7 に 2012 年度の出島の沈降装置導入による処理水濁度改善効果（沈澱池比較）を示
す．ただし，処理水濁度の測定法は表 5-5 などの 2012 年度と同様である．各池個別の処理
水濁度の平均値を比較すると，沈降装置なしの 0.60 度に対して，沈降装置ありの 2 池はそ
れぞれ 0.32 度，0.31 度と，沈降装置導入により約 53%に低減されたことが確認できた．ま
た，処理水濁度の目標値（0.5 度）以下の比率を比較すると，沈降装置なしの 47.7%に対し
て，沈降装置ありの 2 池はそれぞれ 84.4%，86.1%と，沈降装置の導入により 2 池は同程度
に沈澱改善された効果で，処理水濁度が大きく改善されたことがわかった．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2)  沈澱改善に及ぼす原水 pH の影響 
 ここでは，表 5-5 を用いて，沈降装置導入による沈澱改善の効果に及ぼす原水 pH の影
響を確認した．原水 pH に対する処理水濁度について，2012 年度の薬注設備導入後の沈降
装置の有無のデータを比較した．中 pH 域では，沈降装置なしの 0.45 度に対して沈降装置
ありは 0.21 度となっており，約 47%に低減されている．一方，高 pH 域では，沈降装置な
しの 0.40 度に対して沈降装置ありは 0.22 度となっており，約 55%に低減されている．  
図 5-7 出島の薬注設備および沈降装置導入後の処理水濁度の改善効果  
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表 5-7 2012 年度の出島の沈降装置導入による処理水濁度改善効果（沈澱池比較） 
なし
単位 1号池 3号池 2号池
最大 度 2.77 2.76 3.25
最小 度 <0.02 <0.02 <0.02
平均 度 0.32 0.31 0.60
標準偏差 度 0.24 0.23 0.40
回 2,512 2,520 2,520
回 2,121 2,169 1,201
% 84.4 86.1 47.7比率（0.5度以下）
沈降装置（傾斜管） あり
比較項目
処
理
水
濁
度
N数（全部）
N数（0.5度以下）
a) 2009（導入前） b) 2012（導入後） 
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3)  沈澱改善に及ぼす原水濁度の影響 
続いて，表 5-6 を用いて，沈降装置導入による沈澱改善の効果に及ぼす原水濁度の影響
を確認した．原水濁度に対する処理水濁度について，2012 年度の薬注設備導入後の沈降装
置なしと沈降装置ありのデータを比較した．低濁度域では，沈降装置なしの 0.53 度に対し
て沈降装置ありは 0.27 度となっており，約 51%に低減されている．高濁度域では，沈降装
置なしの 1.24 度に対して沈降装置ありは 0.76 度となっており，約 61%に低減されている．  
以上，出島で今回導入した沈降装置によって，原水の pH や濁度の影響にかかわらず，
処理水濁度はほぼ 50%程度に低減されることがわかった．これは，沈降装置導入によって
沈澱面積が増大することになり，その結果物理的に沈澱効率が向上し一様な低減効果が作
用したと考察される．  
 
5.5.3 凝集改善および沈澱改善の相加効果 
1) 最終的な改善効果（浄水場比較） 
ここでは，薬注設備導入による凝集改善と高速沈澱池への沈降装置導入による沈澱改善
による出島浄水場の処理水濁度の低減効果を加納と比較して検討する．  
表 5-8 に 2012 年度の出島の整備による処理水濁度改善効果（浄水場比較）を示す．ただ
し，処理水濁度の測定法は表 5-5 などの 2009 年度と同様である．処理水濁度の平均値を比
較すると，出島には傾斜管を 3 池のうち 1 池に導入していないにもかかわらず，整備前 0.2
～9.9 度（平均 1.0 度）から整備後 0.1～2.1 度（平均 0.4 度）と大きく改善され，加納の 0.2
～1.5 度（平均 0.4 度）と同等となった．また，処理水濁度の目標値（0.5 度）以下の比率
についても，出島は導入前 46.2%から導入後 76.2%に向上している．この数値は，本市の
基幹浄水場である加納の 78.2%とほぼ同等であり，現時点では安定したろ過水濁度（0.1 度
以下）を実現できていると判断できる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
加納
単位
整備前
（2009）
整備後
（2012）
2009～
2012
最大 度 9.9 2.1 1.5
最小 度 0.2 0.1 0.2
平均 度 1.0 0.4 0.4
標準偏差 度 1.2 0.3 0.1
日 364 365 1,461
日 168 278 1,143
% 46.2 76.2 78.2
N数（0.5度以下）
比率（0.5度以下）
浄水場 出島
比較項目
処
理
水
濁
度
N数（全部）
表 5-8 2012 年度の出島の整備による処理水濁度改善効果（浄水場比較） 
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2)  改善効果に及ぼす原水 pH の影響 
ここでは，5.5.1.2)の硫酸注入による凝集改善，ならびに 5.5.2.1)および 5.5.2.2)の沈
降装置導入による沈澱改善を併せた相加効果をまとめる．  
原水 pH の影響で，処理水濁度は中 pH 域では 64.3%に低減されるが，高 pH 域では藻類
が多いためフロックが軽くなり，80.0%の低減と凝集改善効果が低くなる．さらに，沈降
装置の導入による沈澱改善効果で，処理水濁度はほぼ 50%程度に低減される．両者の効果
を併せると，2012 年度の整備後の処理水濁度は 2009 年度の整備前に比べて 26.9～44.0%（平
均 31.0%）に低減できている（図 5-5）．また，原水 pH の影響で，処理水濁度は 2009 年度
が 0.5～1.3 度（平均 1.0 度）であったのに対して，2012 年度は 0.20～0.35 度（平均 0.31 度）
と大きく改善できた（表 5-5）．  
3)  改善効果に及ぼす原水濁度の影響 
5.5.1.3)の苛性ソーダ注入による凝集改善の効果，ならびに 5.5.2.1)および 5.5.2.3)
の沈降装置導入による沈澱改善を併せた相加効果をまとめる．  
原水濁度の影響で，処理水濁度は低濁度域では 66.3%に低減され，高濁度域では苛性ソ
ーダ注入で良好なフロックが形成され，20.7%にまで低減でき凝集改善効果が高くなる．
さらに，沈降装置の導入による沈澱改善の効果で，高濁度域では効果はやや低くなるが，
処理水濁度はほぼ 50%程度に低減される．両者の効果を併せると，2012 年度の整備後の処
理水濁度は 2009 年度の整備前に比べて 12.7～33.8%（平均 31.0%）に低減できている（図
5-6）．また，原水濁度の影響で，処理水濁度は 2009 年度が 0.8～6.0 度（平均 1.0 度）であ
ったのに対し，2012 年度は 0.27～0.86 度（平均 0.31 度）と大きく改善できた（表 5-6）．  
 
5.5.4 浄水 pH・ランゲリア指数改善（浄水 pH 調整） 
1)  運用状況 
表 5-9 および表 5-10 の浄水の pH 値およびランゲリア指数は，1 日 1 回測定を行ってお
り，2012 年度の出島の浄水 pH 値は卓上型 pH 計で測定しており平均値が 7.4 となっている．
それに対して，表 5-5 および表 5-6 の浄水 pH 値は計装 pH 計による 1 日 24 回の測定の平
均で，全範囲の平均値が 7.5 となっている．しかし，ここでの浄水の pH およびランゲリア
指数改善の評価には，pH 値はランゲリア指数と同時に測定している表 5-9 および表 5-10
の値を用いる． 
浄水の pH およびランゲリア指数改善のため，2012 年度は導入した薬注設備の苛性ソー
ダを原水 pH・アルカリ度調整時以外の年間 315 日（平均 20.2mg/L）注入した（表 5-4）．
その結果，表 5-9 に示すように，浄水の pH・ランゲリア指数改善された効果で，浄水 pH
値は薬注設備導入前の 6.4～7.4（平均 7.1）から導入後は 6.7～7.8（平均 7.4）と上昇し，
平均値では水質管理目標設定項目の目標値（以下水質管理目標値）「7.5 程度」14)を概ね達
成した．ただし，表 5-6 のとおり，薬注設備導入前の 2009 年度は原水高濁度時には消石灰
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の注入によるアルカリ度補給が不十分であったため，高濁度条件では浄水 pH 値が平均 6.6
と低くなっていた．また，薬注設備導入後の 2012 年度は原水高濁度時には苛性ソーダ注入
でアルカリ度の補給をしているが，その場合には浄水には注入できない設備であるため，
浄水 pH 値は原水濁度 10 度以上で低くなる傾向があり，高濁度条件では浄水 pH 値が平均
7.0 となっている．  
一方，表 5-9 に示すように，浄水のランゲリア指数は薬注設備導入前の－2.8～－1.1（平
均－1.8）から導入後は－2.7～－0.8（平均－1.5）と苛性ソーダ注入により改善されたが，
水質管理目標値「－1 程度以上とし，極力 0 に近づける」15)（以下「－1 程度以上」）は達
成できていない．ただし，ランゲリア指数の平均で 0.3 の差ではあるが，10 の 0.3 乗で演
算される約 2 倍の腐食強度の差が生じたことになる．  
 
表 5-9 出島の苛性ソーダ注入による浄水 pH・ランゲリア指数改善効果 
 
 
 
 
 
 
2)  苛性ソーダ注入による効果 
5.3.3 の記載のとおり，浄水 pH・ランゲリア指数改善のため出島では苛性ソーダ，加納
では炭酸ガス・消石灰 11)を注入している．表 5-10 のとおり，2012 年度における浄水の水
質改善効果について比較した．  
表からわかるように，出島および加納の pH 値は，それぞれ 6.7～7.8（平均 7.4），6.8～
8.0（平均 7.4）とほぼ同じ値となっている．一方，ランゲリア指数はそれぞれ－2.7～－0.8
（平均－1.5），－2.0～－0.5（平均－1.2）で，出島の方が平均で 0.3 低くなっており，加納
の方が水質管理目標値「－1 程度以上」に近い値となっている．ただし，ランゲリア指数
の平均で 0.3 の差ではあるが，約 2 倍の腐食強度の差があることになる． 
浄水のランゲリア指数の計算には，pH 値以外に水温，カルシウム硬度（以下 Ca 硬度），
アルカリ度および溶解性物質が関与している 16)．出島および加納の水温，溶解性物質はほ
ぼ同様であるが，Ca 硬度は 15～49mg/L（平均 35mg/L），36～76mg/L（平均 52mg/L），な
らびにアルカリ度は 14～43mg/L（平均 33mg/L），30～60mg/L（平均 44mg/L）で，加納の
方が出島より平均で Ca 硬度は約 49%，アルカリ度は約 33%高い値となっている．そのた
め，加納のランゲリア指数の値を出島より Ca 硬度由来で 0.2，アルカリ度由来で 0.1，合
計で 0.3 高くしている．  
 
年度
比較項目 pH値 ﾗﾝｹﾞﾘｱ指数 pH値 ﾗﾝｹﾞﾘｱ指数
最　　　大 7.4 -1.1 7.8 -0.8
最　　　小 6.4 -2.8 6.7 -2.7
平　　　均 7.1 -1.8 7.4 -1.5
標準偏差 0.2 0.3 0.2 0.3
導入前（2009） 導入後（2012）
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その原因は，(5-1)式のとおり，出島で注入している苛性ソーダ（NaOH）中の OH イオ
ンは，pH 値を効果的に上昇させるが，Ca 硬度は上昇させず，アルカリ度はある程度上昇
させる効果はあるが，出島の凝集剤の硫酸ばんどは加納の PAC に比べアルカリ度を消費す
る 17)．一方，加納で注入している炭酸ガス・消石灰では，(5-2)式のとおり，消石灰（Ca(OH)2）
溶液中の OH イオンは，pH 値を効果的に上昇させるが，消石灰単独では多く注入すると
pH 値が上昇しすぎるためあまり注入できず，Ca 硬度とアルカリ度はそれほど上昇しない．
しかし，(5-3),(5-4)式のとおり，炭酸ガスと消石灰の併用注入では，炭酸ガスは水中では炭
酸となり，さらに消石灰と反応して水への溶解度が高い重炭酸カルシウム（Ca(HCO3)2）
が生成し，OH イオンを出さないので pH 値は中性付近となり，消石灰を多く注入すること
が可能となり，それが Ca 硬度とアルカリ度を上昇させる 11)．なお，消石灰の化学当量よ
り炭酸ガス注入を少なく調整することによって，消石灰が少量残り pH 値を高くコントロ
ールすることができる．なお，2012 年度における加納の炭酸ガスと消石灰の平均注入率は，
約 24mg/L，12mg/L となっている． 
Na(OH) →  Na+ + OH－                                                        (5-1) 
Ca(OH)2 → Ca2+ + 2OH－                                                    (5-2) 
CO2 + H2O → H2CO3                                                        (5-3) 
2H2CO3 + Ca(OH)2 → Ca(HCO3)2 + 2H2O                                      (5-4) 
現状の浄水水質から判断すると，浄水のランゲリア指数を水質管理目標値「－1 程度以
上」にするには，pH 値を概ね出島では 7.8 以上，加納では 7.5 以上にする必要がある．し
かし，浄水中のトリハロメタン生成量は夏季の高水温期には増加するが，pH 値を高くする
とトリハロメタンがさらに過量に生成するため 17)，和歌山市水道局では夏季の浄水 pH 値
を 7.5 より低く送水している． 
しかし，浄水の pH 値およびランゲリア指数の適正調整は，金属の腐食および赤水防止
などのために維持管理上大変重要である 4c),18)．今後，出島および加納共に，夏季における
トリハロメタン生成抑制のため，原水への前塩素処理を中止，粉末活性炭や凝集剤を適量
表 5-10 2012 年度の出島の浄水 pH・ランゲリア指数改善効果（浄水場比較） 
浄水場
比較項目
（単位）
pH値
（ - ）
ﾗﾝｹﾞﾘｱ指数
（ - ）
水温
（℃ ）
Ca硬度
（mg/L）
ｱﾙｶﾘ度
（mg/L）
最 大 7.8 -0.8 29.5 49 43
最 小 6.7 -2.7 6.0 15 14
平 均 7.4 -1.5 16.8 35 33
標 準 偏 差 0.2 0.3 7.0 4 5
最 大 8.0 -0.5 30.0 76 60
最 小 6.8 -2.0 5.7 36 30
平 均 7.4 -1.2 16.9 52 44
標 準 偏 差 0.2 0.3 7.3 7 6
出島
加納
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注入し，常時浄水の pH 値およびランゲリア指数の水質管理目標値「7.5 程度」および「－
1 程度以上」の達成に努めたい 4c),15)．  
3) 苛性ソーダ注入点による弊害と改善策 
従来，硫酸ばんど注入後の pH 値を最適な凝集性を示す領域に調整することで，硫酸ば
んど由来のアルミニウムを浄水中にできる限り溶出させないようにしてきた．その結果，
浄水中の水質基準項目アルミニウムの基準値 0.2mg/L 以下 5)，さらに水質管理目標値
0.1mg/L 以下 19)が遵守できることとなる．ただし，出島の浄水中のアルミニウム濃度は，
薬注設備導入前の 2009 年度が 0.01～0.05mg/L（平均 0.03mg/L）であったのに対して，比
較対象となる導入後の 2012 年度は 0.01～0.10mg/L（平均 0.05mg/L）とほぼ目標を達成し
ているが，アルミニウム濃度は導入後の方がやや高かった．これは，混和池における pH
値を凝集適正範囲（6.8～7.2）に調整してアルミニウムの溶出を抑制しているが，5.3.3 の
とおり浄水 pH・ランゲリア指数改善を目的に，注入が容易であるという理由で処理水に苛
性ソーダを注入し 7.5程度に pH値を上げているため処理水中の少量のフロックからアルミ
ニウムが溶出し，フロックはろ過池で捕捉されるものの，溶解したアルミニウムは捕捉さ
れずに浄水中に漏出したことが原因と考えられる．その対策として，苛性ソーダの注入点
変更を検討した結果，2014 年 2 月に処理水から加納浄水場と同様のろ過池通過後のろ過水
に変更された．その結果，浄水中のアルミニウム濃度は 2014 年 2～8 月で 0.01～0.03 mg/L
（平均 0.02mg/L）となり，薬注設備導入前の 2009 年度と同等以上に改善されている 3)． 
 
5.6 おわりに 
 
 全国的に見て，浄水施設の老朽化，ならびに原水水質が悪化している状況下で水道水質
基準の強化に対応するために，施設更新の課題を抱えている水道事業体が多く見受けられ
る．ただし，中小水道事業体では財政面から容易に更新できないのが実情である．本章で
は，同様の問題を抱えている和歌山市の出島浄水場を対象に，これまでに 3 回実施した大
規模整備のうち，薬注設備の導入および高速凝集沈澱池への傾斜管沈降装置の設置による
水質改善効果について詳細に分析した．得られた知見は以下のとおりである．  
(1) 原水水質変化に伴う凝集不良への対応として，62.5%薄硫酸および 20%苛性ソーダを使
用する薬注設備を導入した．今回は，既存施設への導入という制約から，硫酸と苛性ソー
ダを凝集剤（硫酸ばんど）と同一の混和池に注入する方式とした．このため，硫酸と苛性
ソーダを注入する目安となる原水の pH を設定した．これにより，硫酸ばんど注入直後の
混和池の pH が凝集最適範囲（和歌山市目標値 6.8～7.2）に調整され，適量な凝集剤注入が
可能となった．結果として，処理水濁度の平均値は導入前の 1.0 度から導入後は 0.60 度と
なり 60%に低減できた．ただし，原水の pH および濁度が高い場合は，薬注設備導入だけ
では十分な効果が得られないことも明らかになった．  
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(2) 現行の水道施設設計指針に適合していない上昇流速で設計された高速凝集沈澱池での
沈澱効果の改善のために，既存施設への導入を考慮して，今回は高速沈澱池 3 池のうち 2
池に傾斜管沈降装置を導入した．これにより，沈降装置を導入していない池の処理水濁度
が変動しても，沈降装置を導入している池の処理水濁度をほぼ半減できることがわかった．
また，薬注設備の導入だけでは目標に達しなかった原水の濁度が高い場合でも，管理目標
値である処理水濁度 0.5 度を満足できるようになった．  
(3) 整備前の処理水濁度は平均で 1.0 度であったが，薬注設備および沈降装置両者の導入の
効果により，平均で 0.4 度と大きく改善され，管理目標値（0.5 度以下）の比率は，本市の
基幹浄水場である加納の処理水濁度とほぼ同程度にまで向上した．その結果，ろ過水濁度
0.1 度以下が遵守できるようになり，濁度改善の目標が達成された．  
(4) 浄水水質改善への対応として，苛性ソーダを注入することで，pH 値については水質管
理目標値「7.5 程度」を概ね達成したが，当初混和池外側の処理水に注入していたため，
浄水中のアルミニウム濃度の平均値は薬注設備導入前が 0.03mg/L であったのに対して，導
入後は 0.05mg/L となりやや高くなった．しかし，2014 年当初に苛性ソーダの注入点をろ
過池通過後のろ過水に変更することで，浄水中のアルミニウム濃度の平均値は 0.02mg/L と
なり，薬注設備導入前と同等以上に改善された．一方，ランゲリア指数については数値の
改善は見られるものの目標値「－1 程度以上」には達しておらず，今後改善に向け努めて
いきたい．   
 施設の全面的な更新ではなく，設備の改良，追加および更新といった既存施設を活かし
た整備は，他の多くの中小水道事業体で実施されており，また今後も実施されていくはず
である．なお，このような整備は個々の浄水場の構造に依存するため，本章の同様の効果
が例え同じ技術を導入した他の浄水場でも得られるわけではない．しかし，原水水質と処
理水水質の比較といったシステム全体の処理能力だけでなく，個々の技術の処理効率を含
めて総合的に評価することで，薬品注入設備と傾斜管沈降装置を併用した技術の効果を明
示できた．  
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第 6 章 リースによる排水処理施設の施工事例（出島浄水場） 
 
6.1 はじめに 
 
多くの水道事業体では，1.1 で述べたように高度成長期に整備した施設によって運営さ
れている 1)．これらの施設は既に 40～50 年を経過し，更新時期を迎えており，水道施設の
計画的な更新は，全国の水道事業者共通の最重要かつ喫緊の課題となっている 2)．しかし，
更新は創設と異なり，水道サービスが始めて開始されるという恩恵はなく，直ちに料金収
入の増大につながらない．現実の問題として，更新の必要性があるにもかかわらず，なか
なか実施されないのが実情である 3)．また，更新に必要な資金を確保することは，今まで
以上に厳しい状況になっている．包括的民間委託方式（PFI など）による民間企業のノウ
ハウが活用されつつあるが，導入から受託者選定まで 2 年から 4 年程度かかり長時間を要
する 4)．  
和歌山市水道局では，2.2.1 で述べたように平成 12 年度（2000 年度）に上水道施設整備
基本計画 5)を策定した．その中で，天日乾燥床からの排水の改善，ならびに発生汚泥の減
量化が望まれている出島浄水場については，2.2.2.2)で述べたように従来の天日乾燥床に
代わる新たな排水処理施設を設置することになった．ただし，この浄水場は概ね 10 年で廃
止される方針であるため，リースによって排水処理施設（機械脱水）を導入し水質改善す
ることにした．リースによる排水処理施設は，計画当初は信頼性の面で疑問視されたが，
2006 年度に実証試験を行い，2007 年度からライフサイクルを 10 年として稼動している．
そこで，本章では導入された施設の内容とその効果について検討した．  
 
6.2 排水処理施設を更新した背景 
 
出島浄水場は，2.1.3 で述べたように 1962 年に稼動し浄水処理能力は 50,000m3/日で，
和歌山市水道局では中規模の浄水場である．紀の川表流水を取水し，高速凝集沈澱池，急
速ろ過池で処理している．2.3 で述べたような水源である紀の川の原水水質の悪化，なら
びに水道水質基準の強化に対応するため，第 5 章で述べたとおり，既存浄水施設の改修に
よる水質改善に努めてきた．  
しかし，水質改善のために凝集剤の注入量を増加させた結果，汚泥発生量が増加傾向に
ある．また，かび臭問題発生時には，この対策として粉末活性炭を使用しているが，使用
済みの活性炭を汚泥として処理しており，汚泥発生量の増加要因の一つになっている．し
かし，図 6-1 のとおり，出島浄水場では空きスペースがないため，汚泥発生量の増加に合
わせた天日乾燥床の増設は難しい．また，かび臭対策用の粉末活性炭の注入については，
既存の天日乾燥床の面積の制約から，天日乾燥床の濃縮状況によって，かび臭に対応した  
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適正な注入量は制限されている．加えて，出島浄水場は，クローズドシステムを採ってい
ないため，天日乾燥床からの上澄水は，農業用水路に放流している．しかし，粉末活性炭
の黒色粒子が水路に付着，堆積することが問題となり，粉末活性炭の投入量には制限があ
る．以上の理由により，排水処理施設の増強は不可欠であるが，天日乾燥床の増設による
対応は困難と判断し，機械脱水方式を導入することにした．  
 
6.3 リースによる排水処理施設を導入 
 
浄水場として安定給水，水質基準を満足しながら廃止までの限られた期間と予算で適切
な維持管理を継続するため，排水処理方式を天日乾燥床から機械脱水に変更し，さらに機
械脱水装置は 10 年リース方式とした． 
 
6.3.1 リース方式について 
一般的なリース製品は市場性により，汎用品で可搬性があるが，種類と性能は限られて
いる．ただし，リースは，短期の場合はライフサイクルコストが経済的で，また地方公営
企業法上資産とならないことから，装置の耐用年数が異なる組合せのときには補完装置と
して活用可能と考える．そこで，リースによる排水処理施設の導入を決めたが，浄水場を
対象とした水処理用のリース製品は普及していないので，今回は工事に使用されている廃
水処理用のリース製品を採用した． 
 
6.3.2 従来方式による施設更新（不経済） 
従来方式によって施設を更新した場合，機械および装置を一体として償却するまでの年
数（耐用年数）は 16 年である．ただし，将来の廃止が予定されている出島浄水場のライフ
図 6-1 出島浄水場平面図 
施設設置前排水 
施設設置後排水 
リースによる排水処理施設 
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サイクルを 10 年と設定したため，従来方式による導入は不経済である．  
 
6.4 導入した排水処理施設の特徴 
 
図 6-2 にリースによる排水処理施設の平面図を示す．リースによる排水処理施設の場合
は，適切な施設能力を維持するために，異なるメーカーや異なるレベルの機器を統合する
ことになるので，必要性，技術的可能性，コストなどを詳細に検討した．また，施設の効
率化，建設費や維持管理費の低減のため，次のような取り組みを行った．  
 
6.4.1 施設能力  
 排水処理施設の合理的な運用のために，まず表 6-1①に示した過去 5 年の水質管理デー
タを基に，活性炭使用時と高濁計画時に分け発生固形物量を算出した（表 6-1②）．なお，
今回は高濁時の濁度を平均濁度の 2 倍に相当する 12 度とした．「水道施設設計指針 6)」に
は，平均濁度の 4 倍で年間の 95%がカバーできるとの考え方もあるが，今回は新規浄水場
建設ではなく，維持管理性を良くするとの観点から 12 度として排水処理施設を設計した．
算出された発生固形物量は活性炭使用時が 837kg-dry/日，高濁計画時が 843kg-dry/日となっ
たことから，排水処理の施設能力を 840kg-dry/日とした．これを濃縮槽からの濃縮汚泥量
に換算すると，濃度 1%の場合には日量 83m3 となる．ただし，脱水機の処理能力は，日量
10m3 を超えると産業廃棄物処理施設の変更手続きが必要となるため，脱水機前の濃縮汚泥
は濃度 8%で，日量 9m3 にすることとした（表 6-1③）． 
 
水槽
汚泥貯槽
原水槽
pH調整槽
濃縮槽
苛性ｿｰﾀﾞ槽
硫酸ﾊﾞﾝﾄﾞ槽
汚泥濃縮機
ベルトプレス型
加圧脱水機
脱水ケーキ
コンテナ
水槽
濁水処理機
高分子凝集剤供給装置
水槽
高濁･非常時
天日乾燥床へ
濃縮汚泥
バイパス管
上澄水
図 6-2 排水処理施設平面図 
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6.4.2 バックアップ機能 
 図 6-3 に示した 5 年間の水質管理データ（出島浄水場日平均取水濁度：2004 年度は工事
のためデータを削除．）では，リースによる排水処理施設で処理できない濁度 12 度以上に
は年間数回程度であり，その合計日数は平年 25 日である．このような高濁時のために，こ
れまで使用してきた天日乾燥床を過剰な排水を一時的に貯留するバックアップ施設として
残すことにした．  
 
 
① 設計条件 
 取水量  濁度  硫酸ばんど注入率 活性炭注入率 
活性炭使用時  40,000m3/日  5 度（4 月～6 月平均） 30mg/L 10mg/L 
高濁計画時  40,000m3/日  12 度（年間 6×2）  30mg/L 0mg/L 
  
沈澱池引抜汚泥量  
平均 900 m3/日  
 
② 発生固形物量 
 
③ 濃縮汚泥量 
濃縮汚泥量を，下式より算出する．  
濃縮汚泥密度  = (濃縮汚泥濃度×2.4＋(100－濃縮汚泥濃度×1)÷100 
濃縮汚泥量  = 発生固形物量×100÷濃縮汚泥濃度÷1000÷濃縮汚泥密度  
濃縮汚泥密度  (t/m3)    濃縮汚泥濃度  (%)    2.4：乾燥汚泥比重  
濃縮汚泥量  (m3/日) 発生固形物量(kg/日)   
 
計画濃縮汚泥濃度(%) 1 8 
計画濃縮汚泥量 (m3/日) 83 9.5 
設計緒元に基づき，年最大の発生固形物量を，下式より算出する．  
DS = K×Q×Ti×10-3 ＋ Q×B×0.08×E×103×Q×C×10-2 
DS：発生固形物量  (kg/日) 
K：SS-濁度換算係数  (1.45) 
Q：計画浄水量  (m3/日) 
Ti：原水濁度  (度) 
B：硫酸ばんど注入率 (mg/L) 
E：SS-硫酸ばんど換算係数  (1.53) 
C：粉末活性炭注入率 (mg/L) 
活性炭使用時  = 837 kg/日  
高濁計画時  = 843 kg/日  
表 6-1 設計諸元 
計画発生固形物量= 840 kg/日  
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6.4.3 作業の効率化 
 リースする排水処理施設の主要な装置は，高分子凝集剤による濁水処理機，ベルト型ろ
過濃縮機およびベルトプレス型加圧脱水機である．これらの装置は，設置面積が少なく，
クローズドシステムを採っていない出島浄水場の特徴を踏まえ，小スペースかつ粉末活性
炭の漏出を抑えられるものとした（写真 6-1，6-2）． 
しかし，高分子凝集剤による濃縮の問題点は，施設の運転管理が煩雑で要する人件費が
高いことである．そこで，運転担当者にかかる経常的な監視操作業務をできるだけ軽減し，
極力各種設備の運転制御を自動化し，監視操作業務の省力化を図るため，界面計，タイマ
ーなどを追加した．  
また，原水水質の急変に対応するため，過去の実績値や実験結果に基づき，高濁度時な
どの薬品注入率を設定した現場操作マニュアルを作成した．  
 
6.4.4 設備の効率化 
 濃縮槽からの濃縮汚泥濃度は，濁水処理機において濃度 1%から 4%に濃縮される．濃縮
槽からの濃縮汚泥濃度が 4%以上のときは濁水処理装置が不要となるため，バイパス管を
設け直接汚泥貯槽に送泥できるようにした(図 6-2)． 
 また，脱水後の脱水ケーキは，一般的にホッパーに貯留することが多いが，今回は汚泥
2 日分を産業廃棄物収集車のコンテナに直接投入し，パッカー車で搬出することで，経費
を削減し小スペース化に役立っている（写真 6-3）．  
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図 6-3 出島浄水場の取水濁度（2002～2007 年度） 
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濁水処理機
ベルト型ろ過濃縮機 ベルトプレス型
加圧脱水機
写真 6-1 濁水処理機 
写真 6-2 ベルト型ろ過濃縮機・ベルトプレス型加圧脱水機 
写真 6-3 コンテナ積込状況 
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6.5 リースによる排水処理施設の効果 
 
 リースによる排水処理施設の導入効果を比較整理すると，次のとおりである． 
 
6.5.1 ダウンサイジング 
施設を導入する際は，施設能力を適切な規模で設定することが大切である．今回は，脱
水機の能力を平均濁度の 4 倍から 2 倍に下げ，平均濁度の 2 倍を超える非常時には脱水機
の能力以上分を天日乾燥床に送るようにした．これにより，脱水機の能力を 50%に低減す
ることができた．  
 
6.5.2 機能の向上 
脱水ケーキの含水率は平均 75%以下(図 6-4)で，汚泥濃度，脱水能力も十分満足できて
いる．脱水ケーキは 2 日毎に場外に搬出され，天日乾燥床に比較して運転管理性が大幅に
改善されている．  
 
6.5.3 ライフサイクルコストの最小化 
ライフサイクルコストは，計画，設計，製作，設置，運用，保全，廃棄に要するコスト
である．今回は，浄水場がおおよそ 10 年後には廃止される予定であることを考慮して，10
年間のコストをライフサイクルコストとして把握し，最小化するとの視点に立った．リー
スによる排水処理施設と従来方式による本格的な施設（フィルタープレス型加圧脱水機）
に要するコストを比較し，異なる要因を整理した．算定結果を図 6-54)に示す． 
建設費は，従来方式の場合，施設（フィルタープレス型加圧脱水機）の製作費，設置費
に企業債利息（2 年据置き，10 年償還，年 0.7%）が加算され，合計 3.4 億円となる．一方，
リース方式では，賃借料（10 年定額）に設置費を加え，合計 1.0 億円となる． 
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また，運転費は，従来方式の場合，電力料に運転管理費（運転委託者 1 人）を加え，合
計 0.9 億円となる．リース方式では，電力料，高分子凝集剤などの薬品費に運転管理費（運
転委託者 1.5 人）を加え，合計 1.6 億円になる．保全費は，従来方式の場合，施設の点検
と修繕で合計 0.8 億円が必要になる．リース方式の場合は，点検と修繕で合計 0.2 億円で
ある．処分費は，従来方式の場合，撤去費に処分費を加え，合計 0.8 億円になる．リース
方式の場合は，撤去費のみで 0.02 億円である．（企画建設費は，当市で行ったため，対象
外とした．）以上を合わせた総費用（ライフサイクルコスト）は，従来方式で 6.0 億円，リ
ース方式では 2.8 億円になり，リース方式では従来方式に比べて 55%の削減が図られた．  
従来方式による排水処理施設の耐用年数は，機械および装置を一体として償却する場合
の耐用年数と考えられ，地方公営企業法施行規則では，耐用年数は 16 年となる．また，日
本水道協会の水道施設更新指針によると，排水処理設備・脱水設備の平均更新年数は実績
値 27 年となっている．今回，排水処理施設の運用期間が 10 年計画であるため，従来方法
の場合は余分な資産の除却が生じることになる．  
 
6.6 おわりに 
 
リース方式では，建設費が安価で，維持管理も契約に含ますことができ合理的である．
短期間においてライフサイクルコストが経済的となる．即時性を要する災害時や事故時に，
リース方式で整備した施設が，予備力として活用できる．  
施設は，法定耐用年数経過後も一定期間は継続使用が可能で，保全を図りつつ，機能を
拡大し，延命することもできる．最適な更新時期，維持管理水準を検討することが重要で
ある．そのうえで，施設は耐用年数が異なることから，今回のように水道システムの更新
サイクルを同一に合わせる場合に，リース方式をシステムの補完として採用することが考
えられる．  
図 6-5 ライフサイクルコスト 
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なお，今回出島浄水場に導入した排水処理施設は，各機器の単品契約ではなく，施設全
体の性能発注である．これは装置の能力低下のとき，代替不可能な単品契約よりも，代替
が可能となる利点がある．さらに保全管理に要する職員が確保されない場合も，保全管理
を契約に含めることができるため合理的である．  
また，浄水場を統廃合し更新事業を進める場合，耐用年数に達していない機器を撤去し，
他の場所での再利用・再使用することが生じる．これからは設計から施設に使われている
機器について互換性も併せて検討し，施設の長寿命化を図り，環境にやさしい水道システ
ムを構築することが有用と考える．  
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参考 排水処理設備の主な装置 
①濁水処理機 (最大処理量 40m3/hr) 
 仕様：中和装置，混合槽，混合攪拌ポンプ，造粒槽，沈澱槽，計量槽，スラリー排出ポンプ，
放流水 pH 計，濁度計，流量計，各記録計  
②苛性ソーダ供給装置  
 仕様：pH 指示調節計，注入ポンプ，貯槽タンク（6000L）  
③硫酸バンド供給装置  
 仕様：注入ポンプ，貯槽タンク（6000L）  
④高分子凝集剤供給装置 ※凝集沈澱用  
 仕様：注入ポンプ，自動溶解装置，溶解槽（500L）  
⑤汚泥貯槽  
 仕様：貯槽タンク（30000L），攪拌機  
⑥ベルト型ろ過濃縮機  
 仕様：汚泥供給ポンプ，汚泥計量槽，凝集槽，濃縮部，搬送用スクリューコンベア  
⑦高分子凝集剤供給装置×2 台（アニオン用，カチオン用）  
 仕様：注入装置，自動溶解装置，溶解槽（500L）  
⑧ベルトプレス型加圧脱水機  
 仕様：ミキシング部，ろ過部，脱水部，搬送用スクリューコンベア  
⑨制御盤 ※汚泥脱水装置用  
 仕様：屋内自立型  
⑩水槽  
 仕様：原水貯槽用 16m3，pH 調整用 5m3，処理水清澄用 5m3，脱水機洗浄水貯槽用 2m3 
⑪攪拌機×2 台 ※原水槽用  
 仕様：攪拌モーター3.7kw，2 枚羽 2 段式  
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第 7 章 トリハロメタン対策のための場内配水池における曝気処理の効果（滝畑浄水場） 
 
7.1 はじめに 
 
 トリハロメタン(THM)はCHX3(X＝ハロゲン原子)を組成とする10種類の化合物の総称で
ある．そのうち，クロロホルム(CF)が最も大きな割合を占め，ブロモジクロロメタン (BDCM)，
ジブロモクロロメタン(DBCM)，ブロモホルム(BF)がこれに次ぐ．これら4種のTHMとそれ
ら各濃度の合計である総THM(TTHM)が1992年から日本の水道水質基準1)の対象項目となっ
ている．各物質の基準値はCFが0.06mg/L以下，BDCMが0.03mg/L以下，DBCMが0.1mg/L以下，
BFが0.09mg/L以下，TTHMが0.1mg/L以下である． 
本章の研究で対象とする和歌山市の滝畑浄水場は，2.1.3で述べたように大阪府との県境
を流れる滝畑川の伏流水を水源とする一日最大給水量34m3/日の小規模な浄水場で，2003年
8月より給水を開始している．浄水場設計の基本構想は，良質な原水が確保できること，浄
水場からの廃水を極力少なくすること，ならびに浄水場の無人化運転が可能なことであっ
た．そこで，浄水方法としては粒状活性炭・マンガン接触ろ過・膜ろ過方式が採用された (図
7-1)． 
しかし，硬い地盤の影響により十分な集水管の埋設深さを確保できず，原水に多量の表
流水が混入することになった．山間部を流れる滝畑川流域には腐植土が多量に存在してお
り，表流水中にはTHMの生成原因物質であるフミン質が多く含有されている．このため，
当初から原水の水質は設計時に想定したよりも悪い状況であった．  
 この影響で，当初計画した粒状活性炭量では，フミン質を多く含む有機物を十分除去で
きなかった．このため，後段のマンガン接触ろ過での次亜塩素酸ナトリウム (次亜塩)注入
によってTHMが生成し，給水開始当初から毎年高水温期の4月から9月にかけて給水末端に
おけるTHM濃度が高くなる傾向が見られた．また降雨時には，平野部を流れる一般河川で
はフミン質は希釈されるのでTHM濃度は減少するが，山間部を流れる滝畑川ではフミン質
が多量に流入し，THM濃度がさらに上昇することが課題となった．  
場内配水池  
接触酸化塔 活性炭吸着塔 
P 
配水  
 
1 号池 
図 7-1 浄水処理フロー 
 
 
原水  
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ろ過膜  
（UF 膜） 
安全膜  
（MF 膜） 
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このような状況を受けて，THM低減対策として即効性のある維持管理面での改善を種々
講じたが効果は低かった(7.2.3に詳述)．並行して，構造面での浄水工程の変更も検討した
が，こちらも十分な効果は期待できなかった(7.2.3に詳述)．そこで，浄水工程でTHMの原
因物質であるフミン質を除去するのではなく，最終製品の浄水を空気曝気することで生成
したTHMを揮散し低減させる方策2a),3),4)を採用することにした．   
設置した曝気装置の主な仕様を表7-1，散気管の外観を写真7-1，散気管の配置を図7-2
に示す．ここでは，滝畑浄水場の場内配水池の規模，曝気装置の安全性，場内配水池底面
への曝気装置の設置に係る施工性，維持管理性および経済性などを総合的に考慮し，場内
配水池に隣接する浄水棟内にブロワを設置して場内配水池まで配管し，散気管により曝気
を行う方法を選定した．  
本章では，曝気処理装置の導入および本格運用開始前に，曝気処理によるTHM濃度低減
効果を確認するために行った小型カラムを用いた実験(予備実験)および実施設における実
験(実証実験)の結果を報告する．また，場内配水池における曝気処理ではTHM生成に関与し
なかった有機物の除去はできないため，配水系統におけるTHM濃度の再上昇が避けられな
い．すなわち，給水末端でのTHM濃度管理が重要となる．そこで，予備実験および実証実
験の結果を利用して配水系統におけるTHM濃度を予測する式を導出して配水系統内での
THM濃度を求め，曝気法が本浄水場に適切な方法であるかどうかを検討した．  
 
表7-1 曝気装置の主な仕様 
 
装 置 仕        様  
ブロワ 
出 力 AC200V×0.75kW 
空気量 0.29m3／min(40kPa) 
散気管 
材 質 セラミック製  
気孔径 100μm～120μm 
形 状 φ50×500mm(3本/池) 計6本 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 7-1 散気管 
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図7-2 場内配水池の平面概要図  
 
7.2 背景 
 
7.2.1 滝畑浄水場における浄水処理フロー 
設計時の基本構想は，良質な原水が確保できること，廃水を極力少なくすること，なら
びに浄水場の無人化運転であった．そこで，原水水質のうち，鉄，マンガン，有機物，色
度，濁度，CF生成能(CFFP)およびTTHM生成能(TTHMFP)などを考慮して図7-1のような浄水
処理フローとした．ここでは，原水を取水した後，(1)活性炭吸着塔にて有機物などを除去
し，(2)接触酸化塔にてマンガンなどの除去を行ってから，(3)膜ろ過設備の限外ろ過膜(UF
膜)でろ過し，(4)場内配水池へ処理水を送り配水を行っている．活性炭吸着塔には，フミン
質除去に適した石炭系の粒状活性炭を充填している．吸着性能に大きく関与する空間速度
(SV=通水量(m3/h)/ 活性炭量(m3))は本設計が6.2(1/h)，実運転値が3.3(1/h)であり，一般的な設
計値5～10(1/h) 5)に対して低く設定されている．また，粒状活性炭の洗浄頻度および交換頻
度の低減，後段の膜ろ過への負荷軽減のため，原水濁度50度以下で運転するシステムとな
っている．  
 接触酸化塔は，鉄とマンガンの除去，および濁質の軽減を目的とし，後段の膜ろ過への
負荷軽減の役割を担っている．特に膜表面で固形化し膜の閉塞の原因となる溶解性マンガ
ンはここで除去される．  
膜ろ過設備のうち，前段に設置したろ過膜は費用対効果を考慮して限外ろ過膜(UF膜)と
し，材質は有機性，形状は中空糸型，分画分子量は80000Da，ろ過方法は外圧式循環(クロ
スフロー)ろ過を採用した．また，後段に設置したろ過膜は精密ろ過膜(MF膜)とし，材質は
有機性，形状は中空糸型，公称孔径は0.1μm，ろ過方法は内圧式全量(デッドエンド)ろ過を
採用した．MF膜は安全膜として，UF膜の破断時にリークした懸濁物を捕捉する目的で設
置した．  
(2号池) 
浄水流入                 浄水流入                 
(1号池) 
配水                 配水 
 連絡管 
 
散気管 
 
散気管 
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場内配水池の現在における実運転水位から計算した容量は40m3で，滞留時間は本設計値
では17時間であるが，実運転値は31時間と長く設定されている．なお，場内配水池で曝気
除去されるTHMは空気弁から系外に排出される仕組みとなっている．  
  
7.2.2  水質 
 表7-2に滝畑浄水場の原水(伏流水)，活性炭処理水，および曝気装置導入以前の場内配水
池滞留後の浄水水質を示す．これより，本浄水場で生成されるTHMの主体はCFであること
がわかる．また，原水中のCFFP濃度の平均値はCFの基準値を超過しており，TTHMFP濃度
の平均値はTTHMの基準値を超えてはないが，基準値の70%の危険レベル(0.07mg/L)は上回
っている．  
 一方，原水水質に対する活性炭処理水の除去率を見ると，濁度は45%除去できているが，
TOC，E260(紫外線吸光度)と色度は35%程度，CFFPおよびとTTHMFPは30%程度の除去にとど
まっている．活性炭処理後のCFFPとTTHMFPの濃度の最大値は基準値を超過している．ま
た，曝気装置導入前の浄水水質(最大値)に関してもCF濃度は基準値，TTHM濃度は危険レベル
を上回っており，THM低減対策が必須であることがわかる．  
 
表7-2 滝畑浄水場の原水，活性炭処理水，浄水の水質 
 
項目  原水  
活性炭  
処理水  
浄水  
測定回数  89 88 77 
遊離塩素 
(mg/L) 
－ 
 
－ 
 
0.51±0.20 
(1.05) 
TOC (mg/L) 
 
1.9±0.7 
 (4.4) 
1.2±0.4 
(2.8) 
1.0±0.4 
(2.2) 
E260 
(紫外線吸光度) 
0.061±0.026 
(0.147) 
0.039±0.014 
(0.076) 
0.022±0.006 
(0.031) 
色度 (度 ) 
 
9±5 
 (32) 
6±4 
 (24) 
<1 
(4) 
濁度 (度 ) 
 
2.0±2.5 
 (19.8) 
1.1±1.9 
 (15.0) 
<0.1 
(0.1) 
CFFP (mg/L) 
(浄水のみCF) 
0.078±0.041 
(0.28) 
0.052±0.028 
(0.15) 
0.027±0.016 
(0.084) 
BDCMFP  
(mg/L) 
(浄水のみBDCM) 
0.008±0.003 
(0.025) 
0.008±0.004 
(0.026) 
0.005±0.003 
(0.021) 
DBCMFP  
(mg/L) 
(浄水のみDBCM) 
<0.001 
(0.004) 
<0.001 
(0.005) 
<0.001 
(0.004) 
BFFP  (mg/L) 
(浄水のみBF) 
<0.001 
(<0.001) 
<0.001 
(<0.001) 
<0.001 
(<0.001) 
TTHMFP (mg/L) 
(浄水のみTTHM) 
0.087±0.044 
(0.29) 
0.061±0.030 
(0.16) 
0.033±0.019 
(0.091) 
     (注)測定値:平均値±標準偏差，括弧内:最大値，遊離塩素：遊離残留塩素 
     測定期間：2004.4～2012.2，データソース：水質年報記載データ 
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7.2.3 THM低減対策の経過 
a) 配水池低水位運転の実施 
 配水池の滞留時間がかなり長いことに着目し，維持管理上で即座に対応できる方策とし
て，まず始めに配水池の低水位運転による滞留時間の短縮を検討した．しかし，原水濁度
が50度以上で停止する運転条件のため，取水停止時における給水停止を回避する安全側の
運転を考えると，現実的には十分な低水位運転が実現できず，当初の運転より10%程度の
水位低下にとどまった．このため，滞留時間も10%程度しか短縮できず，THM生成抑制は
十分ではなかった．  
b) 粒状活性炭の交換頻度向上 
 設計時には年1回の粒状活性炭の交換で良好な浄水水質が確保できる予定であったが十
分な効果が得られなかったので，THM濃度が高くなる4月から9月にかけて粒状活性炭の交
換頻度を年4回に増やした．これにより，原水中のTTHMFPを減らし，THMの生成抑制を目
指した．平常時にはTTHMFP濃度低減率が50%以上と十分な効果が見られたが，降雨後の原
水高濁時には低減率が低下してしまい，安定性に課題が残った．  
c) 場内配水池から活性炭吸着塔への還流追加 
 配水池の水を活性炭吸着塔に還流させる経路を図7-1の浄水処理フローに付け加え，
THMを直接除去するだけでなく，TTHMFP除去によるTHMの生成抑制も目指した．短期的
にはTTHM濃度低減率は30%近くになったが，多量の降雨後の原水高濁時の低減率は低く，
安定性に課題が残った．  
d) 浄水処理フローへの高圧力式細砂ろ過の追加検討 
 粒状活性炭吸着塔の前に高圧細砂ろ過設備6)を追加して，細砂中に繁殖した微生物を利
用した生物処理によりTTHMFPを除去することでTHMの生成抑制を目指した．2年間に渡っ
て現地に小型プラントを設置し連続実証実験を行ったが，TTHMFPの除去率は6%と非常に
低い結果にとどまった．  
e) 浄水処理フローへの凝集処理の追加検討 
 図-1の接触酸化塔のろ材をマンガン砂からアンスラサイトに変更し急速ろ過塔として運
用し，その前段に凝集剤のポリ塩化アルミニウム(PAC)を10～30mg/L注入し混合攪拌する凝
集沈澱処理設備の追加を検討した．これによりTTHMFPを除去してTHMの生成抑制を目指
した．予備実験では，PAC注入率20mg/L以上でTTHMFP除去率が50%以上と非常に良好であ
った．しかし，維持管理および運転が複雑で無人化運転が困難であり，また処理過程にお
ける過剰な廃水の発生やマンガンを除去できない問題が明らかになった．  
f) 帯磁性イオン交換樹脂処理の追加検討 
 粒状活性炭吸着塔の前に帯磁性イオン交換樹脂処理設備7)を追加して，陰イオン交換樹
脂によりTTHMFPを除去してTHMの生成抑制を目指した．予備実験では，TTHMFP除去率は
50%以上と良好であった．しかし，凝集処理と同様に維持管理および運転が複雑で無人化
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運転が困難であり，また処理過程において過剰な廃水が発生することから採用には至らな
かった．  
g) 場内配水池における空気曝気 
以上のa)からf)の方策はいずれもTHM低減対策として十分な効果が見込めなかった．そこ
で，図-1の浄水処理過程でTHM濃度を低減させるのではなく，生成したTHMを最後段の場
内配水池で除去する方法を検討することとした．表7-2より本浄水場においては生成する
THMの主体がCFであることから，奈良市の市中配水池における曝気設備による水質改善事
例3),4)などを参考に，空気曝気によるTHM除去対策を採用する計画を立案し，本章の研究成
果を受けて正式に導入することになった．  
 
 
7.3 実験方法 
 
7.3.1 予備実験 
滝畑浄水場の場内配水池への曝気装置の設置に際し，まず始めに空気曝気によるTHM濃
度低減効果を検証するための予備実験を行った．ここでは，場内配水池で採水した20Lの浄
水をポリ容器に注水し，そこへエアーポンプにて通気速度2L/min一定の条件で，空気を連
続的に送り込んだ．そして，曝気した空気量に対するTHM濃度の低減効果を測定した．こ
こで，空気倍率2a)とは水量(20L)に対する曝気した空気量の比率を意味する．  
 
7.3.2 実証実験I 
 予備実験の良好な結果(後述)を受けて，実施設において簡易装置を用いた実験を行った．
滝畑浄水場の場内配水池は中央に連絡管を介した2池式の構造となっており(図7-2)，連絡
管は開いた状態で浄水が2池へ同時に流入し，貯留水はポンプにて配水されている．ただし，
この実験では連絡管を閉じ，粒状活性炭およびろ過膜の洗浄を停止した上で，2池のうち1
号池に既存のコンプレッサーを用いて，散気管を配水池上のマンホールより挿入し6時間曝
気(空気倍率3倍)して，その効果を計測した．ここで，空気倍率とは場内配水池貯留水量に
対する曝気した空気量の比率を意味する．  
 
7.3.3 実証実験II 
 予備実験および実証実験 Iの結果を受けて，実規模の曝気装置(表7-1，写真7-1，図7-2)
を設置して連続運転下での実験を行った．まずは，実証実験Iと同様に連絡管を閉じ，2池
を独立した状態で連続運転し，一方の場内配水池のみを曝気することで，2池のTHM濃度
の数値を比較しようとした．しかし，曝気を実施しない場内配水池から，THM濃度の数値
が高い浄水を配水してしまう懸念があることや，THM濃度の数値が高くない場合において
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も，独立した2池の水位を一定とするためのポンプの2池間の交互運転が困難などの課題が
あり，実施が困難であった．この課題を解決するため，次に2池を直列に連結し，前段の場
内配水池のみに浄水を入れ，後段の場内配水池のみを曝気することで，2池のTHM濃度の
比較を試みた．しかし，後段の場内配水池では曝気により対流攪拌が発生し，2池間の連絡
管が短いため対流攪拌起因の水流が前段にまで影響し2池間の貯留水が混合され，結果的に
は2池でTHM濃度の数値に差を認めることができなかった．  
 そこで，最終的には連絡管の開いた通常運転下で浄水が場内配水池に貯留している間の
THM濃度上昇を調べる方法として，流入口で採取した浄水を入れたガラス瓶を場内配水池
へ水没させ，場内配水池の滞留時間後にTHM濃度を測定する方法をとった．これにより，
曝気しない場合の場内配水池出口での濃度を確認できると考えた．この値と場内配水池内
で曝気した貯留水のTHM濃度を比較することにより，曝気によるTHM低減効果を確認した．
ただし，通常運転では絶えず場内配水池に浄水が流入しているため，両者を比較できるの
は，場内配水池にガラス瓶を水没させている期間の浄水水質が安定している場合，換言す
ると，ガラス瓶に入れた水と質の異なる浄水が流入しない場合に限定される．  
 ブロワにより場内配水池へ24時間連続的に送られた空気は，2つの配水池の底面に設置さ
れた散気管によって微細化された後，約40m3の貯留水と混合される．ここでは，3種類の水
の水質を測定することで，曝気の有無によるTHM濃度の低減効果の確認を行った．  
 
<1>場内配水池流入水：場内配水池へ流入する浄水  
<2>曝気非処理水：<1>と同時にサンプリングした浄水を容量約1Lのガラス製容器に入れて
密栓し，それを曝気している場内配水池内にその容器ごと水没させ，場内配水池の滞留時
間である30時間後に回収したもの  
<3>曝気処理水：<1>のサンプリングを行った時刻より，場内配水池の滞留時間である30時
間後にサンプリングしたもの  
 
 各試料水については，サンプリングを行った後，ねじ口瓶に入れ，アスコルビン酸を添
加した後に密栓を行ったものとポリ容器に入れたものを用意し，和歌山市加納浄水場の水
質分析室へ持ち帰ってから水質測定した．なお，場内配水池流入水については，午前9時に
サンプリングを行い，曝気非処理水および曝気処理水については，翌日の午後3時にサンプ
リングを行った．調査は2011年7月4日から2011年8月23日の期間において計8回実施した．空
気量については調査開始後6回目までは約410L/min(空気倍率20倍)，7回目は約205L/min(空気
倍率10倍)，8回目は約102L/min(空気倍率5倍)とした．また，調査期間中，曝気処理によるTHM
低減効果を定量的に把握するため，粒状活性炭の取替えは行っていない．ここで，空気倍
率とは場内配水池流入水量に対する曝気した空気量の比率を意味する．  
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7.4 結果 
 
7.4.1 予備実験 
 予備実験の結果を表7-3に示す．CFおよびTTHM濃度の低減率は，CFが32%(空気倍率4倍)
から83%(空気倍率14倍)，TTHMが30%(空気倍率4倍)から80%(空気倍率14倍)であった．また，曝
気により遊離塩素濃度はわずかに減少，pH値は溶存炭酸ガスの気散により上昇したことが
わかる．  
 図7-3は空気量とTHM濃度の関係を示しているが，空気量が多いほどCFなどの揮散量が増
加し，その結果としてTTHM濃度が低くなっている．また，両物質濃度は浄水に通気した空
気倍率に対して指数関数的に減少する傾向を示している．この結果は，奈良市の市中配水池  
 
表7-3 予備実験の結果 
 
空気量  (L) 0 80 200 280 
空気倍率 (倍 ) 0 4 10 14 
水温   (oC) 26.0 26.5 26.8 26.9 
遊離塩素  (mg/L) 0.27 0.14 0.18 0.20 
pH値   ( - ) 7.35 - - 7.79 
CF    (mg/L) 
 
0.053 
(0) 
0.036 
(32) 
0.014 
(74) 
0.009 
(83) 
BDCM    (mg/L) 0.010 0.008 0.004 0.003 
DBCM    (mg/L) 0.002 0.001 <0.001 <0.001 
BF     (mg/L) <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 
TTHM    (mg/L) 
 
0.064 
(0) 
0.045 
(30) 
0.019 
(70) 
0.013 
(80) 
(注 )括弧内：THM低減率 (%) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
y = 0.0666 e-0.0059 x
R² = 0.9916 
y = 0.0556 e-0.0066 x
R² = 0.9925 
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図7-3 空気量とTHM濃度の関係 
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における曝気(空気倍率9倍)によりCFが約60%除去された事例3)，および曝気により50%以上
の除去率を得るためには空気倍率で7.5倍から10倍以上が必要になることを示したルーイ
ビル市の実験結果2a)に沿う内容である．  
 
7.4.2 実証実験I 
実証実験Iの結果を表7-4に示す．ここでは，曝気によるTHMの低減効果を1号池貯留水の
実験前後の濃度変化で評価している．曝気によるCFとTTHM濃度の低減率は26%および25%
である．また，曝気により遊離塩素濃度はわずかに減少し，pH値は上昇している．これは，
予備実験とほぼ同様の結果であった．一方，曝気していない2号池は実験前後でCFおよび
TTHM濃度などは変化していないことがわかる．  
 
表7-4 実証実験Iの結果 
 
配水池  1号 (曝気処理 )  2号 (曝気なし )  
経過時間 (hr) 0 6 0 6 
水温   (oC) 26.0  24.5  26.0  24.5  
遊離塩素  (mg/L) 0.46  0.36  0.47  0.42  
TOC  (mg/L) 1.1 1.2 1.1 1.2 
pH値   ( - ) 7.02 7.55 7.10 7.19 
CF    (mg/L) 
 
0.058 
(0) 
0.043 
(26) 
0.050 
(0) 
0.052 
(- 4) 
BDCM    (mg/L) 0.011  0.008 0.008 0.009 
DBCM    (mg/L) 0.002 0.001 0.001 0.001 
BF     (mg/L) <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 
TTHM    (mg/L) 
 
0.071 
(0) 
0.053 
(25) 
0.060 
(0) 
0.062 
(- 3) 
(注 )括弧内：THM低減率 (%) 
 
7.4.3 実証実験II 
 実証実験II期間中のTHMなどの測定結果を表7-5，CF濃度と低減率の関係を図7-4，TTHM
濃度と低減率の関係を図7-5に示す．なお，低減率は次式で示される．  
 
A = (B-C)/B*100                                                            (7-1) 
 
ここに，A：低減率(%)，B：曝気非処理水のTTHM濃度(mg/L)，C：曝気処理水のTTHM濃度
(mg/L)である．  
場内配水池流入水のCFとTTHM濃度の平均値は0.021mg/Lおよび0.026mg/Lであった．これに
対し，曝気非処理水の平均値は0.060mg/Lおよび0.071mg/Lに達している．これらの値は，曝
気しなかった場合に場内配水池に流入した浄水が30時間の滞留後に到達する濃度と考えら
れる．CF濃度については，その平均値でも水道水質基準の上限という結果となった．  
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 一方，曝気処理水の両物質濃度の平均値は， CFが 0.025mg/L(空気倍率 20倍 )から
0.053mg/L(空気倍率5倍)，TTHMが0.029mg/L(空気倍率20倍)から0.063mg/L(空気倍率5倍)であ
った．空気倍率10倍以上における曝気処理水の濃度は，場内配水池に流入水した曝気処理
図 7-5 TTHM 濃度と低減率の関係  図 7-4 CF 濃度と低減率の関係  
 (注 )試料水種別 (1)：場内配水池流入水， (2)：曝気非処理水， (3)：曝気処理水，括弧内：THM低減率 (%) 
 
 
表 7-5 実証実験 II の結果 
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空気倍率 試料水 水温 CF BDCM DBCM BF TTHM 遊離塩素 TOC pH値
(倍) 種　別 (oC) (mg/L) (mg/L) (mg/L) (mg/L) (mg/L) (mg/L) (mg/L) ( - )
7/4 - (1) 22.5 0.014 0.003 <0.001 <0.001 0.018 0.69 1.1 7.38
↓ 0 (2) 22.5 0.048 0.008 <0.001 <0.001 0.056 0.28 1.1 7.36
7/5 20 (3) 22.5 0.028 0.004 <0.001 <0.001 0.032 0.55 1.2 7.65
(42) (43)
7/11 - (1) 24.5 0.014 0.003 <0.001 <0.001 0.018 0.55 1.2 7.23
↓ 0 (2) 24.0 0.063 0.009 <0.001 <0.001 0.073 0.18 1.2 7.16
7/12 20 (3) 24.0 0.023 0.004 <0.001 <0.001 0.028 0.49 1.1 7.59
(63) (62)
7/18 - (1) 24.0 0.029 0.005 <0.001 <0.001 0.035 1.28 - -
↓ 0 (2) 23.8 0.053 0.009 <0.001 <0.001 0.063 0.63 0.9 7.29
7/19 20 (3) 23.8 0.036 0.005 <0.001 <0.001 0.040 0.54 1.2 7.61
(32) (37)
7/24 - (1) 23.0 0.023 0.004 <0.001 <0.001 0.028 0.73 - -
↓ 0 (2) 23.0 0.064 0.008 <0.001 <0.001 0.074 0.19 1.2 7.26
7/25 20 (3) 23.0 0.024 0.004 <0.001 <0.001 0.028 0.37 1.2 7.56
(63) (62)
8/1 - (1) 24.3 0.015 0.004 <0.001 <0.001 0.019 0.71 0.9 7.40
↓ 0 (2) 25.5 0.050 0.009 0.001 <0.001 0.061 0.03 1.0 7.28
8/2 20 (3) 25.5 0.019 0.005 <0.001 <0.001 0.024 0.55 1.0 7.64
(62) (61)
8/7 - (1) 26.5 0.014 0.003 <0.001 <0.001 0.018 0.76 - -
↓ 0 (2) 26.2 0.054 0.009 0.001 <0.001 0.064 0.27 0.9 7.26
8/8 20 (3) 26.2 0.017 0.004 <0.001 <0.001 0.022 0.56 0.9 7.66
(69) (66)
8/14 - (1) 26.5 0.023 0.006 0.001 <0.001 0.030 0.80 - -
↓ 0 (2) 26.6 0.060 0.012 0.002 <0.001 0.074 0.33 0.9 7.34
8/15 10 (3) 26.6 0.028 0.008 0.002 <0.001 0.037 0.58 0.9 7.66
(53) (50)
8/22 - (1) 26.0 0.034 0.007 0.001 <0.001 0.043 0.81 1.4 7.19
↓ 0 (2) 25.8 0.089 0.013 0.001 <0.001 0.100 0.11 1.4 7.33
8/23 5 (3) 25.8 0.053 0.009 0.001 <0.001 0.063 0.50 1.4 7.55
(40) (37)
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前の濃度と同程度であり，場内配水池での滞留によるTHM濃度上昇はTHMの揮発によって
ほぼ抑えられていることが示唆される．  
 低減率に関しては，CF濃度で40%(空気倍率5倍 )から55%(空気倍率20倍 )，TTHM濃度で
37%(空気倍率5倍)から55%(空気倍率20倍)となった．ただし，実験条件を検証したところ，
空気倍率20倍の6回の実験のうち1回目と3回目については，実験途中に降雨があり原水濁度
の連続測定値が上昇していた．過去の経験から，実験の最中にフミン質が多量流入し場内
配水池流入水のTHM濃度が上昇したと考えられる．すなわち，この時期に関しては，場内
配水池に流入する浄水の水質が安定しておらず，曝気非処理水との比較は不適と判断した．
そのため，この2回のデータを除いた空気倍率20倍におけるCFおよびTTHM濃度の低減率を
見ると，すべて60%以上で安定していた．奈良市の単独市中配水池におけるCF濃度低減率
の事例4)は，通常運転条件下で約45%～70%となっており，今回の実験で同程度の低減率が
得られていると推察される．   
 なお，遊離塩素濃度の平均値を見ると，場内配水池流入水は 0.79mg/L，曝気非処理水は
0.25mg/L，曝気処理水は 0.52mg/L となっている．曝気非処理水はガラス製容器を使った方
法なので，遊離塩素濃度の減少は THM 生成による消費のためと推察される．一方，場内
配水池内では常時流入水と混合されながら曝気される連続運転なので，曝気処理水の遊離
塩素濃度があまり低下していない．このように実運転を想定した実証実験 II においては，
両者の実験方法の違いにより遊離塩素濃度に差が生じている．したがって，本実験の曝気
非処理水の CF 濃度および TTHM 濃度は，連続運転条件で行った曝気処理水の値と精度よ
く一致しているとはいえない．そのため，曝気処理水の低減率はやや正確性に欠ける可能
性がある．しかし，本実験で得られた最も重要な結果は，連続運転条件下で空気倍率 10
倍以上で曝気することにより，曝気後の CF および TTHM 濃度が場内配水池流入水の値とほ
ぼ同じレベルに維持できていることである．  
 
7.4.4 まとめ 
 以上3種類の実験により，実施設での連続運転において十分なTHM濃度低減効果を得ら
れることが明らかになった．このため，曝気法は滝畑浄水場におけるTHMに対する即効性
のある対策として，非常に有効であると考えられる．これは，滝畑浄水場の原水中に含ま
れるTHMFPの大部分をCFFPが占めており，生成されるTHMの主体が曝気処理による効果が
期待できるCFのためである．  
 なお，予備実験は流入水および流出水のまったくない実験室で行った小型カラムを用い
たバッチ処理実験であり，実証実験Iは極力流入水および流出水を抑制した実施設でのバッ
チ処理に近い実験である．一方，実証実験IIは通常状態の実施設での連続運転の完全混合
槽モデルである．そのため，実証試験 IIのTHM低減率は，予備実験や実証実験Iの結果より
小さい．そこで，降雨時においてもTHM濃度を水質基準値より安全側に維持できるように，
修 正
10 
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運転条件は空気倍率20倍に設定した．現在はこの空気倍率で実運転を行っている．  
 
7.5 考察 
 
7.5.1 配水系統内でのTHM濃度予測 
曝気法は滝畑浄水場におけるTHM低減対策として優れた方法であることは前章で述べ
たとおりである．しかし，場内配水池における空気曝気ではTHM生成に関与しなかった有
機物を除去できないため，一時的にTHM濃度を低減できたとしても時間と共にその値は
徐々に上昇する．したがって，曝気法の適用にあたっては，曝気によるTHM濃度低下およ
び配水系統におけるTHM濃度上昇を把握しながら適切な管理を行うことが求められる．そ
こで，曝気によるTHM濃度低減効果およびその後の濃度上昇を数式化して，配水系統にお
けるTHM濃度上昇を検討した．   
 
7.5.2 曝気による配水池内でのTTHM濃度予測式 
 前章の実証実験IIでは，37%(空気倍率5倍)から63%(空気倍率20倍)のTTHM濃度低減率が得
られた．これより，曝気処理を行った場合のTTHM濃度と曝気処理を行わなかった場合の
TTHM濃度の比(TTHM濃度比)は次式で表わされる．  
 
r(a) = C’ / C =  0.732*e-0.035*a                                                  (7-2) 
 
ここに，r(a)：TTHM濃度比，C’：曝気処理有のTTHM濃度(mg/L)，C：曝気処理無のTTHM
濃度(mg/L)，a：空気倍率(5～20倍)である． 
 
7.5.3 配水系統内におけるTTHM濃度予測式 
 水道水中におけるTHM生成量を計算するモデルは，これまでにいくつも提案されている．
例えば，べき乗関数モデルでは，Kavanaugh et al.8)は遊離塩素濃度とTOC濃度を因子とし，
丹保2b)，湯浅・丹保9)，浦野・武政10)は，遊離塩素濃度，TOC濃度，pH値および塩素接触時
間を因子としてTHM生成量を表現している．また，亀井ら11)は三成分並列逐次反応モデル
を利用して，原水中の前駆物質濃度と注入塩素濃度のみで任意の水温におけるTHM生成量
を予測している．さらに，そのモデルを改良した3成分2項モデルがある12)．このほか，水
温を因子として取り入れた線形モデル13)などもあり，利用可能なデータなどに応じたモデ
ルの選択が可能である．  
遊離塩素濃度，TOC 濃度，pH などの水質項目は THM の生成とともに変化するが，今回は
使用できるデータの制約から，比較的簡易なモデル，丹保のべき乗関数モデル 2b)に因子と
して水温を追加した改良モデルを利用することにした．このモデルでは，TTHM 濃度は基
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点となる時点の各水質項目の濃度の関数になる．今回は基点を塩素注入時点とした．また，
滝畑浄水場系統には予測値と比較できる実測データが存在しないため，今回は水系は異な
るが隣接している加納浄水場系統のデータ(表 7-6)を使用して重回帰分析により各係数を
決定した(次式)．  
 
C = 5.429*10-5 *[Cl2]0.527 *[TOC]0.297 *[pH]-1.409 *[t]2.125 *[T]0.775                                 (7-3) 
                                                
ここに，C：TTHM濃度(mg/L)，[Cl2]：遊離塩素濃度(mg/L)，[TOC]：TOC濃度(mg/L)，[pH]：
pH値，[t]：基点となる時間からの塩素接触時間(hr)，[T]：水温(oC)である．今回は加納浄水
場のデータを用いて定式化しているので，より詳細な考察には，滝畑浄水場水系のデータ
の取得を行ってから再度定式化する必要がある．  
なお，THM生成にはTOC濃度だけでなくTOCの質の違いが影響する．そこで，TOC濃度
に加えTHM生成に大きく関与するといわれているE260について，両浄水場の原水の値を表
7-2および表7-6により比較した．加納浄水場の値 (1.5mg/Lおよび0.036)を滝畑浄水場の値
(1.9mg/Lおよび0.061)と比較すると，TOC濃度は同程度であるが，E260は約60%である．しか
し，これらは原水の値であり，加納浄水場における浄水処理工程 (凝集沈澱および砂ろ過処
理)中の塩素注入時点におけるE260の変化については把握できていない．このため，TOCの
質の観点からは加納浄水場系統のデータを利用する妥当性については評価することがむず
かしい．しかし，今回は以下の理由から加納浄水場系統のデータを用いることが可能と考
えた．  
 加納浄水場浄水の7-8月のTOCとTTHMの平均濃度は1.0mg/Lおよび0.030mg/Lで，同時期に
行った実験中の滝畑浄水場内配水池流入水の平均値 (1.2mg/Lおよび0.026mg/L，表7-5)とほぼ
同じ値を示している．また，今回使用した加納浄水場系統の区間は，加納浄水場から園部
公園までであり，加納浄水場において処理された浄水が，送水管で送られ有功配水池を経
由して配水管で園部公園に送られている．表7-6に示した園部公園の塩素接触時間，TOCと
TTHMの平均濃度は約30時間，0.8mg/L，0.038mg/Lとなっており，これら数値が表7-2の滝畑
浄水場内配水池出口の値(約31時間，1.0mg/Lおよび0.033 mg/L)とほぼ同じである．さらに，
有功配水池から園部公園までの配水管網が複雑でなく，小口径管の割合が低いため管が水
質に与える影響要因を除外できることも選択理由の一つになる．  
データは 2009 年 4 月から 2011 年 10 月までの毎月 1 回実施した試験結果(平均値)を使用
した．加納浄水場出口および園部公園の給水栓での C, [Cl2], [TOC], [pH] , [T]は表 7-6のとお
りである．ここで，[Cl2], [TOC], [pH]には加納浄水場出口のデータを用いた． [t]については，
浄水場での平均塩素接触時間に，配管と途中の配水池の平均滞留時間を加算した値 (30.2hr)
を用いた．[T]には加納浄水場出口と園部公園の平均値を用いた．  
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表7-6 加納浄水場の原水，浄水，園部公園の水質 
 
項目  原水  浄水  園部公園  
測定回数  24 31 31 
水温   (oC) 19.2 18.4 20.0 
遊離塩素 (mg/L) － 0.81 0.49 
TOC (mg/L) 1.5 0.7 0.8 
E260 0.036 － － 
色度 (度 ) 7 <1 <1 
濁度 (度 ) 8.5 <0.1 <0.1 
CFFP (mg/L) 
(原水以外CF) 
0.051 
 
0.014 
 
0.027 
 
BDCMFP  (mg/L) 
(原水以外BDCM) 
0.009 
 
0.005 
 
0.009 
 
DBCMFP  (mg/L) 
(原水以外DBCM) 
0.001 
 
0.002 
 
0.002 
 
BFFP  (mg/L) 
(原水以外BF) 
<0.001 
 
<0.001 
 
<0.001 
 
TTHMFP (mg/L) 
(原水以外TTHM) 
0.062 
 
0.021 
 
0.038 
 
(注)測定値:平均値，測定期間：2009.4～2011.10， 
データソース：水質年報記載データ 
 
図7-6にTTHM濃度実測値とTTHM濃度予測値の相関を示す．両者は比較的良い相関性を
示しており，(7-3)式により配水系統におけるTTHM濃度の予測が可能と推察される．ただし，
TTHM濃度が0.06mg/L以上のデータが少ないため，TTHM濃度が0.06mg/L以上になると予測値
が若干過小評価される傾向が見られる．そこで，今回の考察では主に水質基準値の危険レ
ベル(0.07mg/L)ではなく注意レベル(0.05mg/L)を使うことにする．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図7-6 TTHM濃度の実測値と予測値の相関  
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7.5.4  曝気処理後の配水系統におけるTTHM濃度予測式 
図7-7は塩素注入時点からのTTHM濃度の上昇を模式的に示している． (7-3)式ではTTHM
濃度は時間の約2乗に比例しているが，図ではわかりやすいように，TTHM濃度上昇を直線
で示している．なお，滝畑浄水場のように場内配水池で曝気を行う場合には t3が浄水場出口
時点となる． 
配水池で曝気処理を行った後の配水系統内の任意な時間  t (塩素接触時間)のTTHM予測
濃度C’ (t)は次式で表わすことができる．  
 
C’ (t) = C(t) - (C(t3) - C’ (t3))                                                   (7-4) 
 
ここに，t3：配水池出口における塩素接触時間，C’：曝気処理を行った場合の TTHM濃度(mg/L)，
C：曝気処理を行わなかった場合の TTHM 濃度(mg/L)である．なお，ここでは曝気により
TTHM 量は減少するが THM 生成に関与しなかったフミン質などの有機物量は残存するた
め，曝気処理後の TTHM 生成率(図 7-7 の t3 以降の一点鎖線の傾き)は曝気しない場合の
TTHM 生成率(図 7-7 の t3 以降の実線の傾き)になどしいとした．ここで，C(t3)と C(t)は(7-3)
式より，C’ (t3)は(7-2)式より算定する．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7.5.5 配水系統内でのTHM増加を考慮した曝気効果の評価 
以上の(7-2)式から(7-4)式を用いれば，配水池での曝気処理後のTTHM濃度を予測できる．
そこで，滝畑浄水場の場内配水池における曝気処理により，TTHM濃度が十分低い水道水
を供給できているかどうかを評価した．  
滝畑浄水場では塩素注入時間(t1)と配水池流入時間(t2)がほぼ等しいので，場内配水池での
滞留時間(約30時間)を考えると，図7-7ではt3=30(hr)となる．また，表7-5の曝気非処理水のTTHM
図 7-7 配水系統における TTHM 濃度上昇の模式図 
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の平均濃度が約0.07mg/Lなので，曝気しなかった場合の浄水場出口濃度C(t3)が水道水質基準に対
し70%の危険レベル(0.07mg/L)であると想定した．そして，この条件の下で，空気倍率20倍で曝気
処理した浄水の配水系統内での濃度C’(t)が水道水質基準の50%の注意レベル(0.05mg/L)および危
険レベルとなる時間(図7-7のt4およびt5)を算定した．その結果，それぞれのレベルに達する時
間は34.5時間および37.7時間となった．これは，配水系統内の時間にすると4.5時間および7.7時
間，配水管径と配水量を使って距離に換算すると5.0kmおよび8.6kmになる．なお，曝気処理
を行わなかった場合には (7-3)式より，34.5時間後の濃度C(t4)は0.094mg/L，37.7時間後の濃度
C(t5)は0.114 mg/Lに達する． 
今回使用した(7-3)式では濃度が 0.06mg/L 以上になると予測値が過小評価される傾向が見
られる．しかし，滝畑浄水場の配水管網は場内配水池出口から距離にして 1km 以内に収まって
いる．予測式を用いて算定した注意レベル(0.05mg/L)に達する距離は 5.0km なので，予測精度を考
慮して注意レベルで評価したとしても，今回検討した曝気処理によって TTHM 濃度の十分低い水
道水を供給できていると推察できる． 
 
7.6 おわりに 
 
 和歌山市滝畑浄水場では，2003年8月の給水開始当初より原水水質由来のTHMが問題とな
っていた．本浄水場の原水ではTHMの主体をCFが占めていることから，場内配水池での曝
気処理によるTHMの低減効果を検討した．本章で得られた知見は以下のとおりである． 
(1) 予備実験および実証実験により，TTHM濃度は曝気量が多いほど指数関数的に減少する
ことが確認できた．実施設を用いた実証実験では，CFおよびTTHM濃度の低減率は，それ
ぞれ40%(空気倍率5倍 )から64%(空気倍率20倍 )および37%(空気倍率5倍)から63%(空気倍率20
倍)であった．また，空気倍率10倍以上であれば，曝気処理前と同じ程度の濃度に抑えられ
ることが示唆された．  
(2) 場内配水池における曝気処理ではTHM生成に関与しなかった有機物を除去できないた
め，配水系統内でのTHM濃度の再上昇が避けられず，給水末端でのTHM濃度を管理するこ
とが求められる．そこで，配水系統におけるTTHM濃度予測式をTOC濃度，遊離塩素濃度，
水温，塩素接触時間，pH値を説明変数とした重回帰分析により導出した．得られたTTHM
濃度予測式により，場内配水池で曝気処理を行えばTTHM濃度が十分低減され，より安全
な給水が可能になることがわかった．  
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第 8 章 水質検査結果データベースシステムの構築とその運用 
    
8.1 はじめに 
 
和歌山市水道局では，2003 年度以前は測定機器制御用コンピュータ（以下 PC）をネッ
トワーク接続しておらず水質データを一元管理していなかった．それぞれの水質データを
分析担当者が最小表示値および有効桁数を考慮して丸めていたので水質検査結果の間違い
が見受けられ，検査結果書や水質年報の作成には非常に多くの労力を要していた．  
2.3 で述べたとおり水質管理は非常に重要であることから，水質管理を強化し浄水場の
水質改善に役立てるため，2004 年度より分析によって得られた水質データを有効に活用し
て水質検査結果の間違いを最小限にすると共に省力化を図る目的で，測定機器制御用 PC
および事務用 PC とハードディスク（以下 HD）をネットワーク接続し，汎用の表計算ソフ
ト（以下ソフト）を用いて，新たな水質検査結果データベースシステムを構築した．ソフ
トは，一般に広く普及している Microsoft Excel 2003（以下エクセル）を用いた．その結果，
検査結果書の作成，データ検索ファイルの作成および水質年報の自動作成が可能となった． 
2005 年度にはこのシステムの精度向上のため，検査結果監査システムの導入を行った．
さらに，省力化と利便性向上を図るため，このネットワーク接続を利用して事務用 PC か
ら測定機器を操作しデータを検索できる遠隔制御システムを導入した．また，2006 年度に
はこの水質検査結果データベースシステムとは別の水道局内イントラネット上のサーバー
に専用フォルダを開設して，水質データを水道局全体で共有できることを可能とした．  
本システムの構築は，全て自力で行ったものであり，中小事業体には少なからず参考と
なると思われる．そこで，本章では構築した水質検査結果データベースシステムの構成，
およびその中心となる水質検査結果のデータベース化とその運用について検討した．  
 
8.2 水質検査結果データベースシステム構成  
 
8.2.1 システムの変遷 
 本システムの変遷とその効果を表 8-1 に示す．2003 年度以前は，測定機器制御用 PC は
ネットワーク接続されておらず，水質データの扱いは分析担当者に任されていた．そのた
め，水質検査結果で間違いが見受けられていた．  
2004 年度の水道法第 4 条に基づく省令改正に伴い，検査結果の間違いを最小限にすると
共に省力化を目的として新しい水質検査結果データベースシステムを導入した．2005 年度
以降，さらなる省力化，精度向上および水質データの運用強化を目的に順次システムの改
善を行った．  
 以下，その詳細について説明する．  
127 
表 8-1 水質検査結果データベースシステムの変遷とその効果 
 
 
8.2.2 システムのハードウェア構成 
 2003 年度までは，測定機器制御用 PC はネットワーク化されていなかった．そのため，
それぞれの機器分析による水質データを一元化した管理はなされていなかった．  
2004年度以降のハードウェア構成を図8-1に示す．ネットワーク化した測定機器は，新水
質基準対応のため2003年度末に導入した，①誘導結合プラズマ /質量分析計（以下ICP/MS），
②原子吸光光度計，③イオンクロマトグラフ（以下IC），④全有機炭素分析計（以下TOC
計），既存の測定機器である，⑤ガスクロマトグラフ質量分析計（以下GC/MS），⑥紫外
/可視分光光度計，⑦電子天秤，⑧pH・電気伝導率計，さらに2005，2006年度に購入した，
⑨GC/MS2台，⑩位相差顕微鏡である．これらの測定機器制御用PC10台および事務用PC9
台，合計19台とHD1台をネットワーク接続して，データ管理を一元化する体制を構築した．  
なお，それらPCのOSはWindows 98，Windows 2000，Windows XPに及んでいる． 
 
8.2.3 ネットワーク接続 
PC19台とHD1台は，UTPカテゴリー5（100BASE-TX）ストレートケーブルおよび9台の
スイッチングハブを介してLAN接続されている．  
また，伝送制御プロトコルにはTCP/IPを用いているが，IPアドレスは自動的に取得する
のではなく，必ず固有のアドレスを指定する必要がある．もし，IPアドレスを指定せずに
自動的に取得した場合には，ネットワーク接続が成立しない場合がある． 
 
 
時 期  システム  効 果  
2003年度以前 測定機器制御用PCのネットワーク接続なし ・水質データは分析担当者個人の管理下にあり，水
質検査結果の間違い有り 
・検査結果書や水質年報の作成には非常に労力必要 
2004年度  測定機器制御用PCおよび事務用PCとHD
をネットワーク接続し，エクセルを利用した
データベースシステムを構築 
・水質検査結果の間違い最小限 
・検査結果書の作成，データ検索ファイルの作成お
よび水質年報の作成効率化 
2005年度 検査結果監査システムを導入 ・水質データを監査することにより精度向上 
 HDをミラーリング処理可能な機器に交換 ・データの自動バックアップ 
 事務用PCから測定機器を操作しデータを検
索できる遠隔制御システムを導入 
・省力化，利便性向上と監査システムの強化 
2006年度 水道局内イントラネット上のサーバーに水質
データ専用フォルダを開設 
・水質データを水道局全体で共有可能 
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図8-1 新規のハードウェア構成 
 
8.2.4 エクセルを利用したデータベース 
1) 今までの取り扱い 
 2003 年度までは，水質基準項目 46 項目，快適水質項目 13 項目，監視項目 35 項目中 31
項目，ゴルフ場使用農薬 26 項目，合計 116 項目を自己分析で定期的に検査を行っていた． 
それらの水質検査結果は，下書き用検査結果書に各項目の分析担当者が生データから最
小表示値および有効桁数を考慮し数字を丸め手書きで記入していた．それを基にコンピュ
ータ入力し正式な検査結果書を発行していた．そのため，書き間違いや単純な入力間違い
が見受けられた．また，最小表示値未満のデータは生データを 1 つ 1 つ見ない限り検索で
きない状態であった．  
2) 現在の取り扱い 
 2004 年度以降は，農薬類 101 種類およびダイオキシン類の分析は外部委託しているが，
それ以外の水質基準項目の 50 項目（原水 44 項目），水質管理目標設定項目の 27 項目中，
農薬類，二酸化塩素を除く 25 項目（原水 17 項目），その他 9 項目（原水 21 項目），合計
84 項目（原水 82 項目）を自己分析で行い，水質検査結果データベースシステムを利用し
て従来よりも検査頻度を高めて定期的に行っている．  
 エクセルを用いた水質検査結果データベースシステムは全て HD に仕組まれており，そ
のシステムを利用して水質試験結果は，分析担当者が各項目について，エクセルファイル
に測定データをそのまま手入力すれば，1 つのファイル（以下マザーファイル）に自動的
にリンクし集約するようになっている．ただし，IC からの陰イオン 7 項目と臭素酸，ICP/MS
からの金属 14 項目，原子吸光光度計からの金属 2 項目，パージ・トラップ装置付 GC/MS
（以下 PT-GC/MS）からの揮発性有機化合物（以下 VOC）21 項目およびかび臭物質 2 項目，
TOC 計からの TOC，電子天秤からの蒸発残留物，pH・電気伝導率計からの pH 値および電
気伝導率，合計 51 項目については手入力ではなく，それぞれの機器の測定データをエクセ
ル形式で入力用ファイルに貼り付けることにより，自動的にリンク（以下データリンク）
しマザーファイルに集約するようになっている．なお，51 項目のうち，マンガン，蒸発残
留物，pH 値の 3 項目は，水質基準項目と水質管理目標設定項目で重複しているためマザー
 
 
HD 
制 御 用 
PC 10台 
事 務 用 
PC 9台 
 
ｽｲｯﾁﾝｸﾞﾊﾌﾞ 
測定機器 
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ファイルでは 54 項目に反映している．  
 その結果，水質基準項目 50 項目中 34 項目（原水 44 項目中 32 項目），水質管理目標設定
項目 25 項目中 13 項目（原水 17 項目中 13 項目），その他 9 項目中 7 項目（原水 21 項目中
12 項目），合わせて 84 項目中 54 項目（原水 82 項目中 57 項目）については，機器のデー
タがそのままマザーファイルに集約されるため，原水も含めて全項目数の 67%，全検査数
の実に 79%をデータリンクすることに成功し，その結果入力ミスを最小限にする機構とな
っている． 
さらに，マザーファイル内のセルの書式設定のうち表示形式のユーザー定義（以下ユー
ザー定義）により，最小表示値未満は「<○ .○○○○」と表示されるようにしており，有
効桁数についても自動的に判断し表示するようになっている．また，システム構築当初は
桁数の大きなデータは人為的に有効桁数を考慮し数字を丸め入力しなければならなかった
が，現在は関数およびユーザー定義を工夫して有効桁数を自動的に判断し表示するように
なっている． 
なお，マザーファイルに全てのデータが集約されると同時に検査結果書が作成され，帳
票印刷できるようになっている．また，その際には生データが記録されているため，最小
表示値未満のデータでも検索することができ，今後水質基準値が改正されて最小表示値が
変更されてもバックデータとして有効に活用できるようになっている．  
 
8.2.5 検査結果監査システム 
 2004年度に導入した水質検査結果データベースシステムにより検査結果書を発行する際，
元データの確認は分析担当者に頼っていた．そのため，測定データの手入力ミス，データ
リンクさせる機器データの処理のミスが見受けられた． 
 そこで，2005年度にそれらの欠点を根本的に解決するため，元データを監査する検査結
果監査システムを導入した．監査は分析担当者以外の者が分担し，監査者は手入力データ
であれば元データを1つ1つ監査し，データリンクさせる機器データであればデータ処理な
どを監査している．その結果，水質データの精度は確実に向上した． 
 
8.2.6 データの自動バックアップ 
 水質検査結果データベースシステムのハードウェアに導入したHDを写真8-1に示す．200
4年度当初に導入したHDは160GBと容量的にはほぼ満足できたが，MOなどに定期的にバッ
クアップが必要であり，破損した場合に修復が不可能という欠点を持っていた．  
しかし，2005年10月に新たに導入したHDは1TBと容量が大きく，RAID1モードで同じデ
ータを2つの箇所に保存するミラーリング処理してデータを自動に保存でき，片方が破損し
ても復旧が可能である． 
なお，当初導入したHDは新設HDのバックアップとして現在も使用している．  
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写真8-1 水質検査結果データベースシステムのHD 
 
8.2.7 事務用PCによる測定機器の自動制御 
2004年度に水質検査結果データベースシステムを構築した際には，事務用PCは水質デー
タのエクセルファイルへの入力，検査結果書の作成などに使用していた．2005年度以降新
たにこのネットワークを利用して，事務用PCから測定機器制御用PCを遠隔制御できる体制
を構築した．ただし，現時点では以下の2つの方法を併用している．  
2005年10月から導入した1つ目の方法は，事務用PCに測定機器制御用専用ソフトをイン
ストールし遠隔操作する方法である．この方法は，一般的な方法であるがソフトのライセ
ンスの問題があり拡張性に乏しかった．  
そこで，2006年4月から新たに導入した2つ目の方法は，PCのOSであるWindows XP Pro
fessionalに搭載されているリモートデスクトップ機能を利用し遠隔操作する方法である．
この方法は，優れた方法である反面，同時に接続できるのは1台に限定される．  
現在，2つの方法を併用しながら測定機器の自動制御を行っている．この方法の長所とし
て，①分析担当者が測定機器の前にいなくても事務室で現在の状況が把握でき，測定デー
タを確認できる．②8.2.5で述べた検査結果監査システムのうち，データリンクさせる機器
データが正しく処理されているかを直接監査できる．の2点が挙げられる．  
 
8.2.8 水道局内における水質データの活用 
2006年11月から本システムとは別の水道局内イントラネット上のサーバーに水質データ
専用のフォルダを開設し，水質データを水道局全体で共有し活用できることを可能とした．
なお，この2つのシステムは図8-2のとおり完全に切り離されていて，セキュリティは確保
されている． 
サーバーのフォルダには，水質データベース（①毎日検査結果，②水質基準項目・水質
管理目標設定項目など検査結果，③かび臭測定結果および集計，④工業用水水質測定結果），
ならびにその活用方法（⑤水質データ活用手順書）が掲載されている． 
また，水質データの速報には，メールでデータを送信するのではなく，メール上にハイパ
ーリンクを仕組み，メール受信者はサーバー内のデータを検索するようになっており省力
化を図っている．  
新設(1TB) 
当初(160GB) 
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図8-2 水道局内での水質データ共有システム 
 
8.3 水質検査結果のデータベース化作業 
 
8.3.1 フローシート 
本システムを利用した水質検査結果のデータベース化のフローシートを図 8-3 に示す．
操作は 4 つに大きく分けられる．その手順は，①水質データをエクセルファイルに手入力，
ならびに IC，ICP/MS，PT-GC/MS などの測定機器データをそのままエクセルファイルに貼
り付ければ，②全ての水質データはマザーファイルに自動的に集約され，③検査結果監査
システムにより水質検査結果を元データから必ず 1 つ 1 つ監査した後，④検査結果書が帳
票印刷できる． 
以下，その詳細について説明する．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-3 操作手順のフローシート 
 
① データの手入力・測定機器のデータ貼り付け 
 
② マザーファイルへのデータリンク 
 
③ 水質検査結果の監査 
 
④ 検査結果書の帳票印刷 
 
サーバ  ー
水道局内イントラネット（既存）  本システム 
 PC 
PC 
PC 
メディアでデータ入力 
HD 
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8.3.2 手入力 
手入力するファイルを図 8-4 に示す．なお，以後の図でも同様に毎月検査する項目は水
色のセルに，年 4 回検査する項目は黄色のセルに，省略項目は灰色のセルにする工夫をし
て，分析担当者が入力しやすくしている．  
分析担当者は，担当項目のセルに測定データを入力する．なお，大腸菌，大腸菌群の細
菌 2 項目の入力規則として，ユーザー定義を[青][=0] ”不検出”;[赤][=1]”検出”；G/標準とす
ることで，0 と入力すると青色文字で「不検出」，1 と入力すると赤色文字で「検出」と表
示される．また，同様の方法で，味と臭気は 0 と入力すると青色の文字で「異常なし」と
表示されるようになっている．  
ただし，蒸発残留物は計算データを貼り付け，TOC，pH 値および電気伝導率は測定デー
タを直接貼り付けるデータリンクを採用している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-4 手入力ファイル 
 
8.3.3 IC のデータリンク 
IC のデータリンクを図 8-5 に示す．図 8-5 の下の赤枠部分に IC の陰イオン同時分析で
得られたデータをそのまま貼り付けると，上の赤枠部分に自動的にデータリンクするよう
になっている．  
IC からの測定結果のデータでは，不検出は「n.a.」と表示されるため，データリンクす
る関数式には，  
=IF(ISBLANK($D23),"",IF($D23="n.a.",0,$D23)) 
TOC，pH 値，電気伝導率 
測定データ直接貼り付け 
大腸菌(群)入力規則 
0 入力で「不検出」 
1 入力で「検出」 
蒸発残留物 
計算データ貼り付け 
味(臭気)入力規則 
0 入力で「異常なし」 
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を用いて，不検出の文字がある場合は 0 と自動的に判断され，0.0000 と表示するようにな
っている．アンダーライン部の関数には ISTEXT($D23)を用いても同じ効果が得られる．
また，上の赤枠部分では硝酸態窒素および亜硝酸態窒素の加算は自動的に計算されるよう
になっている．  
ただし，シアン化物イオンおよび塩化シアン，亜塩素酸，塩素酸は陰イオンと同時分析
項目ではないため，手入力するようになっている  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-5 測定データの貼り付けとデータリンク（IC）  
 
8.3.4 ICP/MS のデータリンク 
1) データの貼り付け 
ICP/MS からの金属測定結果を貼り付ける部分を図 8-6 に示す．ICP/MS の原子番号順に
並んだ金属測定結果のデータを図 8-6 の黄色のセル部分に，そのまま貼り付ける．  
2) データの精査 
原子番号順の図 8-6 と同一シート内に存在する水質基準項目，水質管理目標設定項目の
規定の順番にデータリンクにより自動的に入れ替えた後の部分を図 8-7 に示す．図 8-6 で
の表示が μg/L 単位であったものが，図 8-7 では mg/L 単位に換算するようになっている． 
この関数式には，  
=IF(ISNUMBER(Y5),(Y5/1000-AE$4),"") 
を用いて，μg/L から mg/L 単位に換算している． 
＜関数式＞ 
=IF(ISBLANK($D23),"",IF($D23="n.a.",0,$D23)) 
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図 8-6 測定データの貼り付け（ICP/MS）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-7 測定データの精査（ICP/MS）  
 
＜関数式＞ 
=IF(ISNUMBER(Y5),(Y5/1000-AE$4),"") 
 
135 
ただし，アンダーライン部の関数はブランクデータを差し引く場合に用いる．  
 さらに，図 8-7 では金属測定データのうち，最小表示値未満を「<0.001」のように青表
示することによって，最小表示値以上の値をチェックし異常値がないかを精査できるよう
にしている．この場合，ユーザー定義を[青][<0.001]“<0.001”;0.000 としている． 
3) データの再貼り付け 
測定データの精査後，図 8-7 のデータをコピーし，図 8-8 の水色部分に形式を選択（行
列を入れ替えて値のみ）して貼り付ける． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-8 測定データの再貼り付け（ICP/MS）  
 
8.3.5 PT-GC/MS のデータリンク 
1) データの貼り付け 
PT-GC/MS からの VOC 測定結果を貼り付ける部分を図 8-9 に示す．データの貼り付け方
は測定機器により異なるが，一旦エクセルでテキストファイルとしての読み込みが必要な
場合がある．  
VOC のデータのうち，0～10μg/L の検量線で得た低濃度用データは上半分の黄色部分に，
10μg/L より大きい高濃度用データは下半分の薄茶色部分に貼り付ける． 
2) データリンク 
図 8-9 と同一シート内の上部に存在する測定機器 PT-GC/MS のデータリンクによる濃度
自動判定後の部分を図 8-10 に示す． 
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図 8-9 測定データの貼り付け（PT-GC/MS）  
 
図 8-10 の部分では，VOC が 10μg/L 以下か 10μg/L より大きいかを，自動的に判断し正
しい濃度を表示するようになっている．クロロホルムを例に挙げると，図 8-9 の低濃度用
データでの赤丸の 10.328 および 22.024，高濃度用データでの赤丸の 11.004 および 24.258
は，図 8-10 の赤丸のとおり，11.004 および 24.258 と自動的に正しい濃度が表示されてい
る．また，PT-GC/MS からの VOC 測定結果のデータでは，0.01μg/L未満は不検出として「N.D」
と表示されるため，  
この関数式には，  
=IF(ISBLANK(I72),"",IF(ISTEXT(I72),0,IF(I72<=10,I72,I99)))  
を用いて，不検出の場合は 0 と判断し，それ以上も濃度を自動的に判定するようにもなっ
ている．  
3) 再データリンク 
図 8-10 と同一シート内に存在する水質基準項目，水質管理目標設定項目の規定の順番に
測定結果をデータリンクにより自動的に入れ替えた後の部分を図 8-11 に示す． 
11.004 
10.328 
22.024 
24.258 
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図 8-10 濃度自動判定（PT-GC/MS）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-11 項目入れ替え（PT-GC/MS）  
 
0.0243 
0.0110 
＜関数式＞ 
=IF(ISBLANK(I72),"",IF(ISTEXT(I72),0,IF(I72<=10,I72,I99))) 
24.258 
11.004 
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総トリハロメタンのように加算の必要なものは自動的に計算するようになっている．さ
らに，図 8-10 での表示が μg/L 単位であったものが，図 8-11 では mg/L 単位に換算するよ
うになっている．  
この関数式には，  
=IF(ISBLANK(I72),"",I45/1000) 
を用いて，μg/L から mg/L 単位に換算している． 
4) 水質基準超過の自動判定 
図 8-11 の各セルには条件付き書式の設定をしており，水質基準を超過する場合は数字を
赤色に，水質基準の 70%値を超過する場合はオレンジ色に表示するよう工夫をしている．
クロロホルムの条件付き書式の設定を図 8-12 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-12 クロロホルムの条件付き書式の設定 
 
クロロホルムの水質基準値は 0.06mg/L であるが，最終的には小数 4 桁目を四捨五入して
小数 3 桁表示となるため，0.0605 以上つまり最終表示値 0.061 以上を赤色文字，0.0425 以
上つまり最終表示値 0.043 以上はオレンジ色文字となるよう書式設定をしている．  
 
8.3.6 マザーファイルへのデータリンク 
1) 全データのデータリンク 
8.3.2 から 8.3.5 までの操作により得られた全ての水質データは，1 つのマザーファイル
に自動的に集約される．それを図 8-13 に示す． 
図 8-13 には，図 8-4，8-5，8-8，8-11 の手入力，IC，ICP/MS，PT-GC/MS のデータが集
約されて並んでおり，各水質データがそのままデータリンクするようになっている． 
この関数式には，  
=IF(ISNUMBER(¥○¥[△ .xls]１０月 '!F11), ¥○¥[△.xls]１０月 '!F11,"")  
 ※ ○：リンク元フォルダ名，△：ファイル名  
を用いて，データリンクさせている．  
0.0605 
0.0425 
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図 8-13 データリンク（マザーファイル） 
 
2) データの順序整列・最小表示値未満判定 
検査項目が不規則に並んでいる図 8-13 と同一シート内に，水質基準項目，水質管理目標
設定項目，その他項目，要検討項目などの順番に検査項目を自動的に入れ替えた部分を図
8-14 に示す． 
この関数式のうち金属用のものは， 
=IF(K48<0,0,K48) 
を用いて，マイナスのデータは 0 となるようにしている．  
また，測定データが最小表示値未満については，図 8-7 と同様に「<○.○○○○」と青
色表示するようにユーザー定義を設定している．さらに，水質基準値超過については，図
8-12 と同様に数字を赤色表示するように条件付き書式を設定している． 
この結果，図 8-14 のこれらの色彩表示を監視することによって，リアルタイムの水質管
理が容易となった． 
3) 大きな桁の自動判定 
 図 8-14 の表示で，原水の水質データは降雨などによって大きく変化する．たとえば，濁
度については 1 度未満から 1,000 度を超える場合がある． 
 濁度の最終表示は，有効桁数 2 桁，最小表示値 0.1 であるため，従来は分析担当者が数
字を丸めて入力していた．しかし，本システムではそういった人為的操作をしないという  
＜関数式＞ 
=IF(ISNUMBER(¥○¥[△.xls]１０月'!F11), ¥○¥[△.xls]１０月'!F11,"")  
 
大腸菌(群)入力規則 
0 入力で「不検出」 
1 入力で「検出」 
天候入力規則 
0 入力で「晴」 
1 入力で「曇り」 
2 入力で「雨」 
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図 8-14 順序整列・最小未満表示（マザーファイル） 
 
基本方針に従い測定データをそのまま入力するだけで正しい表示が可能となった． 
 濁度の測定データを図 8-15，最終表示を図 8-16 に示す．  
この関数式には，  
=IF(F30="","",IF(F30>=100,ROUND(F30,-(LEN(INT(F30))-2)),F30)) 
を用いて，四捨五入して有効桁数 2 桁としている．  
有効桁数 2 桁，最小表示値 0.1 を表示するには，関数式は=ROUND(F30,-(LEN(INT(F30 
))-2))で満足できるが，できる限り測定データをそのまま残すためにあえて 100 以上にのみ
この関数式を限定している．  
100 未満のデータについては，ユーザー定義を[青][<0.1]”<0.1”;[>=9.95]#,##0,0.0 とする
ことで正しい表示ができるようにしている． 
また，関数式のうちアンダーライン部の数字-2 を-1 とすれば有効桁数 1 桁，-3 とすれ
ば有効桁数 3 桁という様に，できるので大きな桁数計算に利用できる． 
 なお，和歌山市ではこの関数式の形式を，原水の濁度以外に，一般細菌数，大腸菌数，
大腸菌群数，蒸発残留物，かび臭物質 2 項目，色度，浮遊物質など大きな桁数のものに適
用している． 
4) 小数の有効桁の自動判定 
トリハロメタン生成能の最終表示は，有効桁数 2 桁，最小表示値 0.001 であるが，8.6.3.3）
＜関数式＞ 
=IF(K48<0,0,K48) 
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と同様にできる限り測定データを残すために，ROUND 関数を用いた関数式を使用せず，
ユーザー定義を[青][<0.001]”<0.001”;[>=0.0995]0.00,0.000 とすることで，0.0995 以上つまり
最終表示値が 0.10 以上では小数 2 桁（有効桁数 2 桁）の正しい表示ができるようにしてい
る． 
 トリハロメタン生成能では，たとえば測定データが 0.125 の場合，最終表示では 0.13 と
示される．  
なお，和歌山市ではこの関数式の形式を，原水のトリハロメタン生成能以外にも多く用
いている． 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-15 原水濁度の測定データ 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-16 原水濁度の最終表示 
 
8.3.7 検査結果書の作成 
1) 検査結果監査システムの導入 
8.3.2 から 8.3.6 までの操作により得られた水質データを基に即座に検査結果書を作成
するのではなく，水質検査結果を監査するシステムを 2005 年度から導入した．それを図
8-17 に示す． 
このシステムは，図 8-13，図 8-14 のマザーファイルと同一ファイルの別シートに仕組
まれている． 
監査は分析担当以外の者が分担しており，監査者は手入力データであれば元データを必
ず１つ１つ監査し，機器のリンクデータは機器データを 8.2.7 で述べた事務用 PC を用い
た遠隔操作で直接検索などを行い監査している．  
0.51 3.62 37.50 427.00 1250.00 
＜関数式＞ 
=IF(F30="","",IF(F30>=100,ROUND(F30,-(LEN(INT(F30))-2)),F30)) 
 
0.5 3.6 38 430 1,300 
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図 8-17 水質検査結果の監査システム 
 
本システムの導入によって，水質データの精度は確実に向上したことは言うまでもない．
今後このシステムをさらに改善して，水道 GLP に対応できるように発展させていきたいと
考えている． 
2) 検査結果書の帳票印刷 
図 8-13，図 8-14 のマザーファイルと同一シート内に，検査結果書が存在する．それを
図 8-18 に示す． 
8.3.7.1)で述べた水質検査結果の監査後，この検査結果書の帳票印刷を行う．  
 
8.3.8 データ検索ファイルの作成 
マザーファイルに集約された全てのデータを検索するファイルを図 8-19 に示す．  
各月毎にシート分類されたマザーファイルから図 8-14 の検査項目順に入れ替えたデー
タをコピーし，行列を入れ替えて貼り付けるなどの簡単な作業により図 8-19 のデータ検索
ファイルが作成される． 
このデータ検索ファイルでは，赤丸部分をクリックすると検体や項目毎にバックデータの
抽出や並び替えが可能となる．また，これらの値は測定データがそのまま運用されている
ので，今後水質基準値が改正されて最小表示値が変更されても対応できる．よって，バッ
クデータとして非常に有効な活用方法であるといえる．  
監査 
分析担当者以外が分担 
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図 8-18 検査結果書の帳票 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-19 データ検索ファイル 
 をクリックすると
データ検索可能
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8.3.9 水質年報の自動作成 
図 8-19 のデータ検索ファイルの活用により，自動作成された水質年報のファイルを図
8-20 に示す．  
データ検索ファイルから必要な年度の検体を抽出しさらにコピーし，行列を入れ替えて
貼り付けるなどの簡単な作業とデータリンクにより水質年報を作成することができる．こ
のファイルには，最小表示値未満のデータは 0 と自動判断し，それ以上の濃度も四捨五入
する関数が組み込まれている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-20 自動作成された水質年報 
 
クロロホルムの関数式には，  
=IF(○!C28<0.001,0,IF(○!C28>=0.0995,ROUND(○!C28,2),ROUND(○!C28,3))) 
 ※○：リンク元シート名  
を用いて，0.001 未満は 0 とし，有効桁数 2 桁とするために有効桁数 3 桁目を四捨五入し
て，0.0995 以上つまり最終表示値 0.10 以上は小数 2 桁表示，0.0995 未満つまり最終表示値
0.099 以下は小数 3 桁表示としている．たとえば，クロロホルムの測定データが 0.1235 の
場合，四捨五入計算の後 0.12 と表示し，同様にして 0.0237 の場合，0.024 と正しい有効桁
計算ができるようになっている．  
＜関数式＞ 
=IF(○!C28<0.001,0,IF(○!C28>=0.0995,ROUND(○!C28,2),ROUND(○!C28,3))) 
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その結果現在では，今までの水質年報作成に比べて，容易にかつ正確に作成できるよう
になった．また，この方法を用いて年度途中においても，四半期などの集計ができるよう
になっている． 
 
8.4 おわりに 
 
今回のシステム構築は，2004 年度に市販の安価な LAN ケーブルやスイッチングハブを
用い，PC を接続してネットワーク化を図ったものである．  
ソフトウェアは，一般に広く普及している汎用の表計算ソフトであるエクセルを使用し
ている．基準値や項目変更などによりシステムの変更が必要となった場合に誰でも変更で
きるように，マクロは使用せず，リンク，関数，表示形式のユーザー定義を用い構築した
ものである．  
本システム構築の結果，水質検査結果が単純な操作で得られるため間違いが最小限にな
り，検査結果書の作成，データ検索ファイルの作成および水質年報の自動作成が容易とな
った．本システムは自作によるものだが，使用開始から約 10 年間に不具合は少し見受けら
れたが，自作であることの利点を生かし簡単に修正することができた．また，2005 年度以
降さらなる利便性向上のためハード面とソフト面の改善を行っている．  
ハード面の改善として，データの自動バックアップシステムの構築，さらに事務用 PC
を用いた測定機器の自動制御システムの構築を行った．今後，測定機器からの全測定デー
タを 1 つの HD に定期的に保存すると共に自動バックアップを行い，水質データの集中管
理システムの構築を考えている．ソフト面の改善として，水質検査結果の監査システムの
構築を行った．また，水道局内イントラネット上のサーバーに専用のフォルダを開設する
ことによって，水質データを水道局全体で活用できることを実現した．  
以上の結果，水質検査結果データベースが常時浄水場の水質改善に役立てることが可能
となった． 
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第 9 章 水道用次亜塩素酸ナトリウムの有効塩素濃度，保管温度および保管期間による 
浄水中塩素酸濃度の管理法 
 
9.1 はじめに 
 
浄水中に含まれる塩素酸は，主に消毒剤として使用されている水道用次亜塩素酸ナトリ
ウム（以下「次亜塩」）中の不純物に由来する．塩素酸の健康影響としては，動物実験にお
いてヘモグロビン・血球容量・赤血球数の減少，脳下垂体障害と甲状腺コロイドの枯渇な
どの影響が報告 1)されており，WHO の Guidelines for drinking-water quality, third edition2)に
おいても 2005 年にガイドライン値が設定された．それに伴い，日本の水道においても 2008
年 4 月から塩素酸が水質基準（0.6mg/L）に追加された．そのため，2.3 で述べたとおり水
質管理は非常に重要である上に，次亜塩に由来する水道水中の塩素酸濃度の適正管理が重
要な課題となっている．2.2.2 で述べたとおり和歌山市では 15 年以上前に安全対策のため
塩素消毒剤を塩素ガスから次亜塩に変更したが，次亜塩は保管中に徐々に分解されて塩素
酸を生成する 3)ことが塩素酸濃度管理を難しいものとしている．2004 年度に行われた厚生
労働省の調査 4)において，目標値（0.6mg/L）を超過した事例では，次亜塩の長期保存によ
る塩素酸濃度の上昇が原因であると考えられている．加えて，浄水中の塩素酸濃度を測定
するためにはイオンクロマトグラフが必要であり，時間も労力もかかることが難点である． 
そこで，本章では 2008 年にイオンクロマトグラフによる塩素酸の測定を必要としない簡
便な塩素酸濃度管理方法を確立するため，次亜塩の有効塩素濃度，保管温度および保管期
間と塩素酸含有量との関係について検討し，塩素酸含有量算出式を作成した．この式に基
づき，和歌山市の基幹浄水場である加納浄水場および出島浄水場の次亜塩保管タンク室の
室温および次亜塩保管期間から，次亜塩中の塩素酸含有量を算出した．その結果，納入時
の次亜塩の有効塩素濃度，次亜塩の保管温度と保管期間および注入率から浄水中の塩素酸
濃度を予測可能であるかについて検討した．  
 
9.2 実験方法 
 
9.2.1 次亜塩保管状況 
1) 加納浄水場  
加納浄水場の次亜塩保管タンク（25m3×3 基）は室内に設置され，エアコンが完備されて
おり夏季の室温は 25℃以下になるように設定されている．  
2) 出島浄水場  
出島浄水場の次亜塩保管タンク（9m3×2 基）は室内に設置されているが，エアコンが完
備されていないため夏季の室温は外気温によって 21～32℃と大きく変動する．  
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9.2.2 分析方法 
1) 装置 
イオンクロマトグラフは DIONEX ICS-2000，分離カラムは DIONEX IonPac AG18+AS 
18 を使用し，残留塩素計は HACH Pocket ColorimeterⅡ，恒温槽は日立 CR41 を用いた．  
2) 試薬 
DPD 指示薬は柴田科学 DPD 法粉体指示薬，塩素酸イオン標準原液および亜塩素酸イオ
ン標準原液は関東化学 1,000mg/L イオンクロマトグラフィー用，1mol/L エチレンジアミ
ン溶液は関東化学 イオンクロマトグラフィー用を用いた．  
3) 次亜塩中の有効塩素濃度の測定方法 
次亜塩を精製水で 10 万倍に希釈したものを検水とし，DPD による吸光光度法により残
留塩素濃度を測定し，残留塩素濃度から次亜塩の有効塩素濃度を算出した．試料の希釈は，
1mL および 10mL ホールピペットと 100mL メスフラスコを用いて 100 倍，1 万倍，10 万倍
の 3 段階で行った．  
4) 次亜塩中の塩素酸および亜塩素酸含有量の測定方法 
次亜塩を精製水で 1 万倍と 10 万倍に希釈し，0.2µm メンブランフィルターでろ過したも
のを検水とし，イオンクロマトグラフにより測定した．イオンクロマトグラフの分析条件
は表 9-1 に示したとおりである．  
5) 浄水および対照水中の残留塩素濃度の測定方法  
DPD による吸光光度法により残留塩素濃度を測定した． 
6) 浄水および対照水中の塩素酸および亜塩素酸含有量の測定方法 
試料 100mL に 1mol/L エチレンジアミン溶液を 84µL 添加し 0.2µm メンブランフィルタ
ーでろ過したものを検水とし，イオンクロマトグラフにより測定した．イオンクロマトグ
ラフの分析条件は表 9-1 示したとおりである．  
 
表 9-1 イオンクロマトグラフ分析条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
9.2.3 経日変化測定試料の保管方法 
1) 次亜塩 
 装置  ICS-2000，AS-50
 カラム  IonPac AG18 + AS18
 カラム温度  35℃
 溶離液
 KOH 5mM (0min) → 15mM (5-17.5min) →
 23.5mM (17.5-20min) → 60mM (20-27min)
 溶離液流量  1mL/min
 サプレッサー  ASRS-ULTRAⅡ(4mm)
 サプレッサー電流  124mA
 試料導入量  50μL
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加納浄水場納入時の次亜塩を 100mL 採水瓶に採取し，2mL ガラスバイアル 60 本に分取
した．分取した次亜塩は，密栓，遮光した状態で 6℃，20℃，25℃，36℃に設定した恒温
槽にそれぞれ 15 本ずつ保管し，一定期間（0～44 日間）保管したものを順次取り出して使
用した．  
2) 浄水 
加納浄水場浄水を 100mL 採水瓶に 5 本採取し，密栓，遮光した状態で 36℃に設定した
恒温槽に保管し，一定期間（0～7 日間）保管したものを順次取り出して使用した．  
3) 対照水 
精製水に次亜塩を添加し，加納浄水場浄水と同程度の残留塩素濃度に調製した試料を対
照水とした．100mL 採水瓶に 5 本採取し，密栓，遮光した状態で 36℃に設定した恒温槽に
保管し，一定期間（0～7 日間）保管したものを順次取り出して使用した．  
 
9.3 実験結果および考察 
 
9.3.1 次亜塩中の有効塩素の経日変化 
次亜塩は保管中に有効塩素濃度が低下するため，まず保管日数と有効塩素濃度の低下と
の関係について検討した．経日変化測定試料の保管方法は 9.2.3.1)に，有効塩素濃度の測
定方法は 9.2.2.3)に示したとおりである． 
図 9-1 に保管日数と有効塩素濃度の逆数(1/C )の関係について示す．保管日数と有効塩素
濃度の逆数の関係は良好に直線近似されることから，保管日数と有効塩素濃度の逆数の関
係は比例関係にあり，(9-1)式のように表わせると言われている 5)．  
 
1/C = kt + 1/C0                                                           (9-1) 
 
C：保管日数 t 日後の有効塩素濃度(%) 
C0：初期有効塩素濃度(%) 
t：保管日数(日) 
k：有効塩素分解速度係数(1/日) 
また，それぞれの保管温度における有効塩素分解速度係数は表 9-2 に示したとおりであ
る．さらに，得られた各温度における有効塩素分解速度係数をアレニウスの式に当てはめ
プロットした結果，図 9-2 に示すとおり良好に直線近似され，本章の研究における有効塩
素分解速度係数として，k = 1/ exp [11416(1/T )－30.566]が得られた．  
T：保管温度(K) 
適用濃度範囲：13.1～6.5% 
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図 9-1 保管日数と有効塩素濃度の逆数の関係 
 
表 9-2 保管温度毎の有効塩素分解速度係数  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-2 有効塩素分解速度係数のアレニウスプロット  
 
淵上らの結果 5)と比較すると，係数が異なっているが，分解速度係数は次亜塩の性状（不
純物含有量など）によって異なるため，異なる次亜塩を用いて実験した場合，必ずしも分
解速度係数が一致するものではないことによると考えられる．すなわち，分解速度係数 k
は次亜塩毎に異なる値を示し，他の施設で適用する場合は当該施設で使用している次亜塩
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を用いて分解速度係数を再決定する必要があるということである．本章においては，以後
この値を分解速度係数 k として使用する．なお，前述した適用濃度範囲未満の低濃度域に
おいては考察を行っていない（有効塩素濃度が初期有効塩素濃度の半分以下まで落ちると
いうことは，次亜塩の保管温度，保管期間などに問題があり，そちらを改善すべきである）
ため，本報の適用濃度範囲は 13.1～6.5%に限定される．  
 
9.3.2 次亜塩中の有効塩素の分解による塩素酸と亜塩素酸の生成比 
次亜塩の保管日数と有効塩素濃度の低下には相関が確認されたため，今度は次亜塩の分
解生成物について検討を行った．一般に次亜塩の分解による塩素酸の生成反応は以下のよ
うな 2 段階で進行するとされている 6)．  
1 段階目：亜塩素酸の生成反応  
ClO－+ ClO－→ ClO2－+ Cl－  
2 段階目：塩素酸の生成反応  
ClO2－+ ClO－→ ClO3－+ Cl－  
そこで，次亜塩分解時の塩素酸，亜塩素酸それぞれの生成比を調べるために 36℃におけ
る塩素酸，亜塩素酸の経日変化を測定した．経日変化測定試料の保管方法は 9.2.3.1)に，
塩素酸および亜塩素酸含有量の測定方法は 9.2.2.4)に示したとおりである．図 9-3 にその
結果を示す．保管日数が経過しても亜塩素酸含有量は 366～514mg/kg と塩素酸含有量の
1,669～25,975mg/kg に比べ非常に低い値で推移し，増加傾向は認められない．これは，次
亜塩の分解により生成した亜塩素酸は速やかに塩素酸に変化しているためと考えられる 5)．
このことから，次亜塩中の有効塩素の分解による塩素酸の生成反応においては，亜塩素酸
の生成反応は事実上無視できるものと考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-3 次亜塩中の有効塩素分解量と塩素酸増加量の関係（36℃）  
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9.3.3 次亜塩中の有効塩素分解量と塩素酸増加量の関係 
次亜塩中の有効塩素の分解による亜塩素酸の生成は無視できるレベルであるため，有効
塩素の分解時には塩素酸のみが生成するものとして，有効塩素の分解量と塩素酸の生成量
の関係について検討した．9.3.2 同様に，経日変化測定試料の保管方法は 9.2.3.1)に，有
効塩素濃度の測定方法および塩素酸含有量の測定方法は 9.2.2.3)および 9.2.2.4)に示し
たとおりである．図 9-4 に有効塩素分解量 ΔC（初期の有効塩素 － t 日後の有効塩素）と
塩素酸増加量 ΔA（t 日後の塩素酸含有量  － 初期の塩素酸含有量）の実測値をプロットし
た結果を示す．  
したがって塩素酸の増加量は近似式を用いて 5)次のように表すことができる．  
 
ΔA = 3,544 ×ΔC = 3,544 ×( C0 － C )                                          (9-2) 
 
次亜塩中の次亜塩素酸イオンが塩素酸イオンのみに変化した場合，その理論比は 3 : 1 と
なる．有効塩素 13.1%，密度 1.14g/cm3 の次亜塩素酸ナトリウムの場合，有効塩素のモル濃
度は 1.8451mol/kg であり，有効塩素 1 %当たり 0.1408mol/kg と計算される．今回得られた
有効塩素の分解量 1 %に対する塩素酸の生成量 3,544mg/kg は 0.0424mol/kg に相当し，その
生成比は 3.32 : 1 と計算され，理論比を上回る． 
市販次亜塩の分解による塩素酸生成比が理論比を上回ることについては，Gordon ら 7)
によってすでに報告されており，理論比 3 を超える分については，以下に示す分解反応が
起こっているためとされている．  
2NaClO → 2NaCl + O2 
Gordon らの報告では，市販次亜塩における塩素酸生成比は 3.18～3.32 : 1 とされており，
今回の結果はそれと一致している．本章においては，以後 3,544mg/kg を有効塩素の分解に
よる塩素酸生成係数として使用する．  
得られた塩素酸の増加量式に，先ほど得られた保管日数と有効塩素濃度の逆数の関係を
表す(9-1)式を代入することで，新たに塩素酸含有量の経日変化を表す(9-3)式が得られる．
すなわち，保管温度 T (K)で t 日間保管した場合の次亜塩中の塩素酸含有量は次式で表わさ
れることになる．  
 
A = 3,544 × [C0 – 1 / ( kt + 1/C0 )] + A0                                          (9-3) 
A：保管日数 t 日後の塩素酸含有量(mg/kg) 
A0：初期塩素酸含有量(mg/kg) 
 
9.3.4 貯蔵次亜塩中の塩素酸含有量変化 
9.3.3 で得られた保管次亜塩中の塩素酸含有量推定式の有用性を確認するために，各温
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度における塩素酸含有量変化の推定値と実測値の比較を行った．経日変化測定試料の保管
方法は 9.2.3.1)に，塩素酸含有量の測定方法は 9.2.2.4)に示したとおりである．図 9-5
に各温度における塩素酸含有量変化の推定値と実測値を示す．実線は(9-3)式を用いて算定
された推定値で，プロットは実測値をそれぞれ示している．推定値と実測値はよく一致し
ており，貯蔵次亜塩中の塩素酸含有量変化は(9-3)式によって算定可能であることが確認さ
れた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-4 有効塩素の分解量と塩素酸の増加量の関係  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-5 塩素酸含有量の経日変化 
 
9.3.5 次亜塩保管タンク中の塩素酸含有量 
室内実験で得られた(9-3)式で，実際の浄水場の次亜塩保管タンク内の経日変化の予測が
可能であるかを確認するために，浄水場の次亜塩保管タンク中の塩素酸含有量実測値と
(9-3)式を基に算出した推定値との比較を行った．実験は加納浄水場 3 号タンクおよび出島
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浄水場 2 号タンクに貯蔵されている次亜塩を対象とし，温度変化が激しく塩素酸含有量の
上昇が著しい夏場について重点的に（補充回数で 3 回分に相当する期間）比較検討した．
試料はそれぞれのタンクから直接 100mL 採水瓶に採取した．塩素酸含有量の測定方法は
9.2.2.4)に示したとおりである．  
補充を繰り返す場合に(9-3)式を適用するにあたり，補充直後の保管タンク内の次亜塩の
塩素酸含有量を計算する必要がある．補充直後の次亜塩の塩素酸含有量は，残存次亜塩の
塩素酸含有量と残量の積と，補充する次亜塩の塩素酸含有量と補充量の積の和を，補充後
の次亜塩の総量で割ることで求めることができる．すなわち，補充直後の次亜塩の塩素酸
含有量は次式のように表すことができる．  
 
Amix = (Aremain × Lremain + Asupply × Lsupply ) / (Lremain + Lsupply )                        (9-4) 
 
Amix：補充直後の次亜塩の塩素酸含有量(mg/kg) 
Aremain：残存次亜塩の塩素酸含有量(mg/kg) 
Asupply：補充次亜塩の塩素酸含有量(mg/kg) 
Lremain：残存次亜塩の量(kg) 
Lsupply：補充次亜塩の量(kg) 
同様に，補充直後の次亜塩の有効塩素濃度は次式のように表すことができる．  
 
Cmix = (Cremain × Lremain + Csupply × Lsupply ) / (Lremain + Lsupply )                       (9-5) 
 
Cmix：補充直後の次亜塩の有効塩素濃度(%) 
Cremain：残存次亜塩の有効塩素濃度(%) 
Csupply：補充次亜塩の有効塩素濃度(%) 
本市浄水場に納入される次亜塩の性状はほぼ一定であり，その性状は実測値から Asupply 
1,800mg/L，Csupply 13.1%，密度 1.140g/cm3 であった．また，計算開始時点の初期値として，
加納浄水場の塩素酸含有量 A0 および有効塩素濃度 C0 は，2008 年 4 月 14 日の実測値であ
る，3,624mg/kg および 12.5%を，出島浄水場の塩素酸含有量 A0 および有効塩素濃度 C0 は，
2008 年 6 月 30 日の実測値である，3,631mg/kg および 12.6%をそれぞれ用いた．これらの
条件を基に計算し，重点比較期間について描画したのが図 9-6および図 9-7の実線である．
なお，どちらのグラフも補充時における Amix および Cmix の実測による補正は行っていない． 
図 9-6 は加納浄水場次亜塩保管タンク中の塩素酸含有量変化を示したグラフである．加
納浄水場の次亜塩保管室にはエアコンが設置されているため温度はほぼ一定で，2008 年
8/1～9/30 までの期間の平均室温は 22℃であった．タンク容量は 25m3 で，残量が 5m3 とな
った時点で新しい次亜塩を 20m3 補充している．これらの条件を基に，(9-3)式および(9-4)
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式を用いて予測したのが図中の実線で，プロットは実測値を表している．経日変化により
次亜塩中の塩素酸含有量が次第に上昇し，その後，残量 5m3 に達した時点で次亜塩が補充
されるので塩素酸含有量が急減，経日変化により再び上昇，補充による低下を繰り返して
いる様子がよく表れている．  
図 9-7 は出島浄水場次亜塩保管タンク中の塩素酸含有量変化を示したグラフである．加
納浄水場との最大の違いは，次亜塩保管室にエアコンがないため室温が大きく変動する点
である．そのため，保管温度は前回の補充から次回の補充までの期間の平均室温（2008 年
7/14～8/2 の期間は 29.0℃，8/2～8/25 の期間は 28.5℃，8/25～9/22 の期間は 27.5℃，9/22
～10/10 の期間は 24.0℃）を使用した．タンク容量は 9m3 で，残量が 2m3 となった時点で
新しい次亜塩を 7m3 補充している．納入時の次亜塩の性状は，先ほどの加納浄水場と同じ
である．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-6 加納浄水場次亜塩タンクの塩素酸含有量変化（2008 年）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-7 出島浄水場次亜塩タンクの塩素酸含有量変化（2008 年）  
 
その結果，このように室温が変動する条件下でも，平均室温を用いることで推定値と実
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測値はよく一致しており，長期にわたって高い精度で計算されていることが読み取れる．
このことから，(9-3)式は浄水場の次亜塩保管タンク中の塩素酸含有量を推定するのに十分
実用的であるといえる． 
 
9.3.6 有効塩素最大可能注入率曲線と浄水中の塩素酸濃度 
次亜塩保管タンク中の塩素酸含有量変化は推定可能であり，それを浄水中の塩素酸濃度
に適用するために，有効塩素最大可能注入率曲線について検討した． 
浄水中に付加される塩素酸濃度は，次亜塩注入率に，注入した次亜塩の塩素酸含有量を
かければ求めることができる．しかし，次亜塩は保管中に有効塩素濃度が低下し，塩素酸
含有量が上昇することから，次亜塩注入率は，注入される有効塩素濃度を考慮した「有効
塩素注入率」で計算する必要がある．次亜塩注入率と有効塩素注入率の関係は次式のよう
に表すことができる．  
I = C × 次亜塩注入率  
 
= C × L in / Q                                                            (9-6) 
 
I：有効塩素注入率(ppm) 
L
 in：次亜塩注入量(L) 
Q：処理水量(m3) 
有効塩素注入率 I を用いると，浄水中に付加される塩素酸濃度は次式のように表すこと
ができる．  
 
Awater = ( I × A ) / ( C ×10,000 )                                               (9-7) 
 
Awater：浄水中に付加される塩素酸濃度(mg/L) 
浄水中の塩素酸濃度最大値を，塩素酸の薬品基準である 0.4mg/L とすると，注入可能な
有効塩素は，(9-7)式の Awater に 0.4(mg/L)を代入して次式のように表すことができる．  
 
Imax = 10,000 × 0.4 × C /A                                                  (9-7)’ 
 
Imax：有効塩素最大可能注入率(ppm) 
図 9-8 は，(9-7)’ 式によって算出した納入時の次亜塩における有効塩素最大可能注入率
曲線で，縦軸が有効塩素最大可能注入率を，横軸が次亜塩の保管日数を表しており，図中
の曲線は，それぞれの温度における塩素酸の薬品基準 0.4mg/L に達する点を表している．
具体的には，次亜塩の保管日数を 20 日間と設定した場合，グラフ中の 20 日の直線と各保
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管温度における曲線の交点から，20℃では 12.2ppm，25℃では 7.7ppm，36℃では 2.1ppm
までの注入がそれぞれ可能であるということがわかる．有効塩素最大可能注入率曲線の算
定には加納浄水場および出島浄水場に納入された次亜塩の実測値を使用した．納入時の次
亜塩の性状は，有効塩素濃度 13.1%，塩素酸含有量 1,800mg/kg，密度 1.140g/cm3 であった．  
図 9-9 に，加納浄水場 3 号タンクにおける有効塩素最大可能注入率曲線を示す．このグ
ラフは図 9-6 のタンク中の塩素酸濃度の推移を示すグラフと図 9-8 の有効塩素最大可能注
入率曲線とを掛け合わせたもので，グラフ上の曲線は，加納浄水場 3 号タンク使用時にお
ける塩素酸の薬品基準 0.4mg/L に達する注入率を，プロットは実際の注入率をそれぞれ示
している．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-8 有効塩素最大可能注入率曲線  
 
最大可能注入率で注入した場合，塩素酸濃度は薬品基準である 0.4mg/L に達することか
ら，浄水中に付加される塩素酸濃度は最大可能注入率と実注入率の比から次式のように表
すことができる．  
 
Awater = 0.4×I / Imax                                                         (9-8) 
 
図 9-9 中の加納浄水場 3 号タンク使用期間中の最大可能注入率平均値が 10.7ppm，実注
入率平均値が 3.5ppm であり，(9-8)式から浄水中の塩素酸濃度は 0.13mg/L と算定される．
この時の浄水中の塩素酸濃度実測平均値は 0.13mg/L であり，推定値と実測値はよく一致し
ており，タンクの管理状態から浄水中の塩素酸濃度も推定できることがわかる．なお，平
均値の算出には，1 年の中で最も気温が高く次亜塩の劣化が激しい 2008 年 8 月，9 月の 2
ヶ月間のデータを使用した．  
同様に，出島浄水場 2 号タンク使用期間中の塩素酸濃度についても算定した．出島浄水
場 2 号タンクの有効塩素最大可能注入率曲線を図 9-10 に示す．  
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図 9-10 中の出島浄水場 2 号タンク使用期間中の最大可能注入率平均値が 5.7ppm，実注
入率平均値が 2.1ppm であり，(9-8)式から浄水中の塩素酸濃度は 0.15mg/L と算定され，こ
の値に，水源地で注入している次亜塩から付加される塩素酸濃度 0.03mg/L を加えると，浄
水中の塩素酸濃度は 0.18mg/L と算定される．この時の浄水中の塩素酸濃度実測平均値は
0.19mg/L であり，推定値と実測値はよく一致している．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-9 加納浄水場 3 号タンク有効塩素最大可能注入率曲線（2008 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-10 出島浄水場 2 号タンク有効塩素最大可能注入率曲線（2008 年）  
 
9.3.7 浄水中の有効塩素の分解による塩素酸の生成 
浄水および対照水を 36℃で一定期間保管した際の残留塩素濃度の変化を図 9-11 に，塩
素酸濃度の変化を図 9-12 にそれぞれ示す．経日変化測定試料の保管方法は 9.2.3.2)およ
び 9.2.3.3)に，残留塩素濃度の測定方法は 9.2.2.5)に，塩素酸含有量の測定方法は
9.2.2.6)に示したとおりである．  
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図 9-11 残留塩素濃度の経日変化（36℃） 
 
浄水において残留塩素濃度が大きく低下しているが，対照水ではほとんど変化していな
いことから，低下量の差については浄水中の有機物の影響 8)と考えられる．塩素酸含有量
については，浄水，対照水ともにほとんど変化していない．これは，有効塩素の分解によ
る塩素酸の生成速度が次亜塩素酸イオンの濃度に依存する 2 次関数 5)であるため，浄水に
添加される程度の濃度であれば事実上無視できる程度の反応速度になっていることが原因
と考えられる．このことから，塩素酸濃度の管理に関しては，浄水場から送り出された直
後の浄水と，末端給水栓水は事実上同じであるとみなすことができる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-12 塩素酸濃度の経日変化（36℃）  
 
9.3.8 浄水中塩素酸濃度の管理法  
塩素酸濃度については，浄水場の送り出しの水と，末端給水栓水で同じとみなせるため，
浄水場の送り出しの水に含まれる塩素酸濃度を管理することができれば，末端給水栓水の
塩素酸濃度も管理できているといえる．そこで，浄水場の有効塩素最大可能注入率曲線お
よび(9-7)式から，浄水中塩素酸濃度を簡便に管理する方法を案出した．その運用方法とし
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ては以下の 2 通りが考えられる．  
1 つ目は，納入時の次亜塩の有効塩素濃度および塩素酸含有量，次亜塩の保管温度，保
管期間および使用量，処理水量を各式に当てはめ，現時点の浄水中塩素酸濃度を算定する
方法である．浄水中塩素酸濃度は(7)式で表されるので，(9-7)式に(9-3)式および(9-6)式を代
入して，(9-9)式のように表すことができる．  
 
Awater = Lin × {3,544 ×[C0 － 1/( kt + 1/C0 )] + A0 } / 10,000                        (9-9) 
 
補充後は，(9-4)式および(9-5)式により Amix および Cmix を計算し，A0 および C0 を Amix お
よび Cmix とすることで表される．  
2 つ目は，図 9-13 のように，過去のデータを基に注入率の上限を定め，その値に安全の
ための係数を乗じた値を上限とした範囲を注入域として運用する方法である．現時点での
塩素酸含有量を算定するには 1 つ目の方法が適しているが，実際の運転現場においては最
大何 ppm まで注入可能であるかがわかる方が運用しやすいため，実用上は 2 つの方法を併
用するのが好ましいと思われる．なお，過去のデータから注入率の上限を定める場合の注
意点としては，過去何ヵ月分のデータを採用するかによって，運用方法が若干異なる点で
ある．グラフを毎日更新しながら直近数ヵ月分のデータのみを採用する場合，気温の変動
に伴い日々注入域が変動するため，運用上の煩雑さは増すものの，注入域は広く取れる．  
一方，過去 12 ヶ月分以上のデータを採用する場合は，次亜塩の分解速度が上昇する夏場の
データを必ず含むため，必然的に注入域を狭く取らざるを得なくなるが，注入域は事実上
固定値となり，運用上の簡便さは増す．どちらを採用するかについては，常駐者の有無や，
原水水質の変動域の大小など，各浄水場の実態に合わせて選ぶべきであろう．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9-13 浄水中塩素酸濃度管理用図 
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9.4 おわりに  
 
従来の浄水中の塩素酸濃度管理は，イオンクロマトグラフによる分析結果を基に後追い
で次亜塩の注入量を調整するしかなかった．しかし，後追いでは万一基準超過が起こった
場合，測定結果が出た時点ではその水はすでに供給されていることになり手遅れである．
本章では，浄水中の塩素酸濃度の分析結果を基に浄水品質を維持するのではなく，納入さ
れた次亜塩の有効塩素濃度，保管温度および保管期間を重要管理項目として，推定式によ
る先読みで浄水製造時の品質管理，即ち，塩素酸濃度の制御を行おうとするものである．
これは，工程上の危害を起こす要因を分析（Hazard Analysis：本件では「有効塩素の分解
による塩素酸の生成」）し，それを最も効率よく管理できる部分（Critical Control Point：本
件では「保管温度と保管期間」）を連続的に管理して安全を確保するという，HACCP の管
理手法そのものである． 
この方法の利点としては，先読み運転であるため水質トラブルを未然に防止できるとい
うことや，基本となる塩素酸含有量式をエクセルのような表計算ソフトに入力しておけば，
有効塩素分解速度係数，塩素酸生成係数およびタンク容量といったパラメーターを変更す
るだけでどこの次亜塩保管タンクにも適用でき，必要なときにすぐ塩素酸濃度のデータが
得られるため，時間も費用も大幅に削減でき水質改善に活用できるという点が挙げられる．  
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集, pp.544～545, 2009. 
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第 10 章 和歌山市水道局の取り組みとその効果 
 
第 1 章から第 9 章まで述べたとおり，全国的に見て，多くの浄水施設は老朽化してきて
いるとともに，原水水質が悪化している状況下で水道水質基準の強化に対応するために，
施設更新の課題を抱えている水道事業体が多く見受けられる．大規模な水道事業体であれ
ば施設の全面的な更新が可能であるが，中小規模の水道事業体では財政面から容易に更新
できないのが実情である．また，水質測定を含めた水質管理体制についても，大規模な水
道事業体であればシステム化され整備されているが，中小規模の水道事業体では十分に整
備されていないのが実情である． 
中規模事業体である和歌山市水道局も同様の問題を抱えているが，費用対効果を考慮し
て既存浄水施設の改修を中心とした水質改善を行った．そこで，中小規模の水道事業体で
どのように活用できるかを以下述べる． 
 
(1) 加納浄水場の炭酸ガス・消石灰注入による水質改善 
従来，原水 pH が高いため凝集性が悪く，モルタルライニングの中性化や赤水などの問
題があった．その対策として，炭酸ガス・消石灰の薬品注入設備を設けた．ただし，通常
であれば薬品を注入する場合には個別の混和槽を設け pH 調整をするが，今回は既存施設
である制約がある中で，原水への注入は着水井を選択し，浄水への注入は攪拌効果を期待
し後塩素注入点と同一の箇所とした．その結果，薬品の注入効果は十分発揮され，凝集性
が向上するとともに浄水へのアルミニウムの溶出が低く保たれ，さらに浄水の pH および
ランゲリア指数が改善され鉄と鉛の溶出が低減できた．  
以上のことから，原水高 pH による凝集障害の問題を抱え，浄水の腐食性が高くモルタ
ルライニングの中性化や鉄溶解による赤水の問題を抱えた浄水場においては，pH コントロ
ールなど運転が容易であり，長期的な視野に立てば水道管の長寿命化が期待できることか
ら，この方式は非常に有用であると考えられる．  
  
(2) 出島浄水場の硫酸・苛性ソーダ注入ならびに傾斜管沈降装置導入による水質改善 
従来，加納浄水場と同様の問題とともに，沈澱池処理水濁度が高い問題があった．その
対策として，薬品注入設備と沈澱池上部に沈降装置を導入した．ただし，薬品は加納浄水
場で実績のある炭酸ガス・消石灰ではなく，導入スペースと費用を考慮し硫酸・苛性ソー
ダを選択した．また，通常は薬品を注入する場合には個別の混和槽を設け pH 調整をする
が，今回は既存施設である制約がある中で，原水への薬品の注入点は凝集剤注入点と同一
の箇所となった．また，浄水の腐食性の低減対策のため苛性ソーダは当初は沈澱処理水に
注入していたが現在はろ過水に変更し注入している．さらに，既存の高速凝集沈澱池とい
う制約の中で，十分な表面負荷率を確保できなかったが，沈殿池上部にできる限り効果の
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高い沈降装置の傾斜管を選択し導入した．その結果，凝集性および沈降性が向上したこと
で，処理水濁度は目標とする加納浄水場と同程度まで低減できた．また，浄水の pH は 7.5
の目標は達成したが，ランゲリア指数の改善は見られたものの目標は達成できなかった．
また，浄水のアルミニウム濃度は沈殿処理水に注入していたときには従来よりも濃度が上
昇してしまったが，ろ過水に変更してからは加納浄水場と同程度に低減できた．  
以上のことから，原水高 pH による凝集障害の問題，ならびに原水水質や沈澱池の施設
能力による沈降障害の問題を抱え，浄水の pH 改善を目標としており，増設の制約がある
浄水場においては，pH コントロールなど運転には注意が必要ではあるが，沈澱池を更新ま
たは増設する必要がないことから，施設導入および維持管理費用を考慮するとこの方式は
非常に有用であると考えられる．  
 
(3) 出島浄水場のリースによる排水処理施設の導入による水質改善 
 従来，排水処理施設である既存の天日乾燥床の容量不足による水質悪化が問題となって
いたが，施設更新スペースの不足と将来の浄水場廃止という課題がある中で，排水処理施
設を導入した．ただし，通常であれば導入スペースが確保できず，費用面でも困難が想定
されたが，その対策として，施設をコンパクト化するために，非常時は既存の天日乾燥床
も利用し高分子凝集剤による脱水機を導入し，さらにコストダウンのために 10 年リースと
した．その結果，脱水機の能力を 50%に低減することができ，さらに 10 年間のライフサ
イクルコストは 55%削減できた．  
 以上のことから，排水処理施設の更新の問題を抱え，将来廃止が視野にあり，増設の制
約がある浄水場においては，高分子凝集剤を使用しているため脱水機の排水を再利用する
ことはできないが，施設導入および維持管理費用を考慮するとこの方式は非常に有用であ
ると考えられる．  
 
(4) 滝畑浄水場のトリハロメタン対策のための場内配水池における曝気による水質改善 
山間部の河川の伏流水を利用しているがフミン質が多いため，夏季に浄水中のトリハロ
メタンが非常に高くなる問題があったが，種々検討の結果トリハロメタン低減対策を導入
した．ただし，通常であれば粉末活性炭注入や凝集沈澱などを処理工程に導入するが，構
造的な制約などがあるため実現できなかった．その対策として，処理工程でトリハロメタ
ンの前駆物質を除去し生成を抑制するのではなく，視点を変え生成したトリハロメタンを
気散させることを目的に場内配水池で曝気する装置を導入した．その結果，費用が安価で
ある上に，空気倍率 10 倍で 50%程度の除去率が得られた．   
以上のことから，トリハロメタン生成前にフミン質を除去する技術を導入することがで
きない施設で，小規模な浄水場の場合は，無人運転でも導入可能であることから，施設導
入および維持管理費用などを考慮するとこの方式は非常に有用であると考えられる．  
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(5) 水質検査結果データベースシステムの構築による水質改善 
従来，水道水質基準強化とともに増設された水質測定機器による水質データは，一元管
理されておらず，水質管理に利用できにくい問題があったが，問題を解決するためデータ
ベースシステムを導入した．ただし，通常であれば業者に依頼し本格的で高額なシステム
を構築するが，今回はできるだけ費用を削減するため，自作で測定機器制御用および事務
用コンピュータとハードディスクをネットワーク接続し，一般に広く普及している表計算
ソフト（Microsoft Excel）を用いて，非常に安価で新たな水質検査結果データベースシス
テムを構築した．その結果，検査結果書の作成，データ検索ファイルの作成および水質年
報の自動作成が可能となり，浄水場の水質改善に十分活用できるようになった．  
以上のことから，水質測定機器からの水質データを一元管理していない事業体において
も，安価な材料でネットワーク化が可能で，一般に広く普及しているソフトを利用すれば，
水質検査結果データベースシステムが自作でも十分構築可能であることから，この方式は
非常に有用であると考えられる．  
 
(6) 水道用次亜塩素酸ナトリウムの有効塩素濃度，保管温度および保管期間による浄水中
塩素酸濃度の管理法による水質改善 
和歌山市では，15 年以上前に安全対策のために，塩素消毒剤を塩素ガスから次亜塩素酸
ナトリウム（次亜塩）に変更したが，次亜塩の分解に伴い発生する塩素酸が 2008 年 4 月か
ら水質基準となった．通常であれば常時塩素酸を測定するべきであるが，その測定にはイ
オンクロマトグラフが必要で時間も労力もいるということが問題となった．その対策とし
て，簡便な塩素酸濃度管理方法として，次亜塩の有効塩素濃度，保管温度および保管期間
の既存データから塩素酸含有量算出式を作成した．その結果，イオンクロマトグラフによ
り測定をしなくても，納入時の次亜塩の有効塩素濃度，次亜塩の保管温度と保管期間およ
び注入率から浄水中の塩素酸濃度を予測でき，十分水質改善に役立つことがわかった．  
以上のことから，イオンクロマトグラフを有していない，または有していても常時測定
していない事業体においても，次亜塩分解由来による浄水中の塩素酸濃度を予測でき常時
水質管理ができることから，この方式は非常に有用であると考えられる．  
 
以上述べたとおり，和歌山市水道局では既存浄水施設を大規模な更新をせず，できる限
り費用対効果の高い改修方法による水質改善を行うことにより，原水水質の悪化や水道水
質基準の強化に対応してきた．これらの成果は，中小事業体にとって実現可能なモデルケ
ースとして参考になると考えられる．  
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第 11 章 総括 
 
以上述べてきたように，本論文は典型的な中規模な水道事業体のケーススタディとして，
既存浄水施設の改修による水質改善に関する研究を行った．その方法として，より効率的
な水道事業の運営を行うために，原水水質の動向の把握，浄水場の施設改善による水質改
善，効率的な水質管理の構築を行い，それらの方法が中小事業体にどのように参考となる
かを検討した．本論文において得られた結果を要約すると次のとおりである．  
  
「第 1 章 研究の背景と目的」では，本研究の背景と目的，そして研究の構成を示して
いる．  
 
「第 2 章 和歌山市水道事業」では，和歌山市水道事業の概要，和歌山市浄水場などの
施設整備，原水および浄水水質の状況と水質基準の経緯，ならびにそれらの課題について
説明している．  
 
その中で，和歌山市の現在稼働中の 4 浄水場（加納，出島，真砂，滝畑）の施設整備に
ついて説明し，原水水質および浄水水質の状況を水質 4 項目（濁度，TOC，かび臭物質お
よび THM（原水は THMFP））分類し説明している．また，和歌山市の浄水水質目標レベル
をわが国のほとんどの浄水場で満足しているレベルである「レベル 1」を当面の目標値と
すると設定している．そして，現在の原水水質レベルと浄水水質レベルの状況と課題を説
明している．  
 
 
「第 3 章 紀の川中流域の全リン濃度に与える要因分析」では，紀の川流域の既存の水
質モニタリングデータを整理して，河川水中の COD，全窒素(T-N)，全リン(T-P)の濃度特性
を分析した．その結果，紀の川中流部の T-P 濃度に特徴的な傾向が見られたので，この区
間を対象に水質調査と物質負荷量解析を実施して考察を行った．  
なお，本研究の対象となる瀬戸内海に達する紀の川流域は，水質総量規制の対象地域で
あるため，BOD などの環境基準項目の基準達成だけでなく，流域から海域への COD，T-N，
T-P の負荷量削減も求められている．また，河川水中の T-N と T-P が関わる問題として，植
物プランクトンの異常発生に起因する水道水の異臭味問題(かび臭問題)がある．以下，第 3
章で得られた知見をまとめる．  
 
(1) 紀の川におけるCOD，T-N，およびT-Pの3物質の濃度変動特性について検討した．既存
の水質モニタリングデータから，1990年代後半から2000年代前半にかけて，中流域のT-P濃
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度に特徴的な傾向，1996年から2001年の間の大きな濃度上昇が見られた．この大幅な上昇
は，年によって生じる時期に違いはあるが，季節性は見られなかった．特に日平均流量が
20m3/sより少なくなるとT-P濃度の上昇が大きくなる傾向にあった．  
(2) 原単位法を用いた物質負荷量解析から，周辺からのT-P排出負荷量は産業系，生活系，
および果樹園の3つで75%以上を占め，特に産業系からの排出負荷量が一番多いことが示さ
れた．さらに，1996年から1999年までの4年間は，家具・装備品の影響で産業系の排出負荷
量が3～4倍になっていたことも示された．  
(3) 以上の結果から，紀の川中流部のT-P濃度は，河川流量や外部負荷量の影響を受けて変
動し易いことが推察された．今後は，より詳細な水質調査，T-NやT-P排出負荷量の空間分
析，そして分布型モデルを利用した数値解析などを実施して，流域内の水と物質の動態の
解明を進め，水質総量規制の推進および水道水の異臭味問題の解決など，紀の川流域の水
環境の健全化に貢献していきたい．  
 
第 4 章から第 7 章は和歌山市の浄水場で取り組んだ施設および水質改善の効果に関する
研究であるが，それぞれは次のようにまとめた．  
 
「第 4 章 炭酸ガス・消石灰注入による水質改善（加納浄水場）」では，加納浄水場に
2000 年度に導入した世界最大級の炭酸ガス・消石灰注入設備による水質改善効果について
明らかにしている．  
なお，本研究の対象となる加納浄水場および島橋浄水場の設備導入前の浄水水質は，pH
値は 7 前後で，水の腐食性判定の指標であるランゲリア指数は－1 を大きく下回っており，
モルタルライニングの中性化や赤水対策などが課題となっていた．水質管理目標設定項目
では水道水の目標値として，pH 値は「7.5 程度」，ランゲリア指数は「－1 程度以上とし，
極力 0 に近づける」と定められている．この対策として，加納浄水場および島橋浄水場で
は，浄水の pH 値とランゲリア指数の改善には消石灰・炭酸ガスの併用注入できる設備，
同時に加納浄水場では，原水の高 pH 対策には炭酸ガスを注入できる設備を導入している．
以下，第 4 章で得られた知見をまとめる．  
 
(1) 加納浄水場（2000 年度）および島橋浄水場（1994 年度）に炭酸ガス・消石灰注入設備
を導入した結果，浄水の pH 値およびランゲリア指数が当初の目標どおり改善され，Fe お
よび Pb などの金属類の溶出も大幅に改善されている．これらのことから送配水管の腐食
抑制と寿命延長が期待される．実際，腐食抑制により島橋浄水場の遊離残留塩素は 50%以
上低減され，同配水系における赤水などの苦情の発生は約 3 分の 1 に激減している．  
(2) 前炭酸注入により浄水中 Al 濃度を水質基準の 10 分の 1 程度とかなり低く保持できて
いる．炭酸ガスによる原水の pH 制御は硫酸などとは異なり，凝集沈澱に重要な要素であ
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るアルカリ度を減少させないで pH を下げることができるため，今後想定される Al 濃度の
水質基準の強化にも十分対応できる優れた方法であると考えられる．  
(3) これまで炭酸ガスはオゾンのスカベンジャーとなるため，オゾン処理を行っている施
設において炭酸ガスは使用できないものと考えられていたが，炭酸ガスによるオゾン消費
は実用上無視できる程度であり，オゾン処理を行っている施設においても炭酸ガスを利用
できるものと推定された．  
 
「第 5 章 薬品注入設備・傾斜管沈降装置導入による高速凝集沈澱池の水質改善効果（出
島浄水場）」では，出島浄水場に導入した薬品注入設備と高速凝集沈澱池への傾斜管沈降装
置による水質改善効果について明らかにしている．  
なお，本研究の対象となる和歌山市は中規模の水道事業体に該当するが，全国的に見て，
浄水施設の老朽化，ならびに原水水質が悪化している状況下で水道水質基準の強化に対応
するために，施設更新の課題を抱えている水道事業体が多く見受けられる．ただし，中小
水道事業体では財政面から容易に更新できないのが実情である．同様の問題を抱えている
出島浄水場を対象に，これまでに 3 回実施した大規模整備のうち，薬注設備の導入および
高速凝集沈澱池への傾斜管沈降装置の設置による水質改善効果について詳細に分析した．
以下，第 5 章で得られた知見をまとめる．  
 
(1) 原水水質変化に伴う凝集不良への対応として，62.5%希硫酸および 20%苛性ソーダを使
用する薬注設備を導入した．今回は，既存施設への導入という制約から，硫酸と苛性ソー
ダを凝集剤（硫酸ばんど）と同一の混和池に注入する方式とした．このため，硫酸と苛性
ソーダを注入する目安となる原水の pH を設定した．これにより，硫酸ばんど注入直後の
混和池の pH が凝集最適範囲（和歌山市目標値 6.8～7.2）に調整され，適量な凝集剤注入が
可能となった．結果として，処理水濁度の平均値は導入前の 1.0 度から導入後は 0.60 度と
なり 60%に低減できた．ただし，原水の pH および濁度が高い場合は，薬注設備導入だけ
では十分な効果が得られないことも明らかになった．  
(2) 現行の水道施設設計指針に適合していない上昇流速で設計された高速凝集沈澱池での
沈澱効果の改善のために，既存施設への導入を考慮して，今回は高速沈澱池 3 池のうち 2
池に傾斜管沈降装置を導入した．これにより，沈降装置を導入していない池の処理水濁度
が変動しても，沈降装置を導入している池の処理水濁度をほぼ半減できることがわかった．
また，薬注設備の導入だけでは目標に達しなかった原水の濁度が高い場合でも，管理目標
値である処理水濁度 0.5 度を満足できるようになった．  
(3) 整備前の処理水濁度は平均で 1.0 度であったが，薬注設備および沈降装置両者の導入の
効果により，平均で 0.4 度と大きく改善され，管理目標値（0.5 度以下）の比率は，本市の
基幹浄水場である加納の処理水濁度とほぼ同程度にまで向上した．その結果，ろ過水濁度
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0.1 度以下が遵守できるようになり，水質改善の目標が達成された．  
(4) 浄水水質改善への対応として，苛性ソーダを注入することで，pH 値については水質管
理目標値「7.5 程度」を概ね達成したが，当初混和池外側の処理水に注入していたため，
浄水中のアルミニウム濃度の平均値は薬注設備導入前が 0.03mg/L であったのに対して，導
入後は 0.05mg/L となりやや高くなった．しかし，平成 26 年（2014 年）当初に苛性ソーダ
の注入点をろ過池通過後のろ過水に変更することで，浄水中のアルミニウム濃度の平均値
は 0.02mg/L となり，薬注設備導入前と同等以上に改善された．一方，ランゲリア指数につ
いては数値の改善は見られるものの目標値「－1 程度以上」には達しておらず，今後改善
に向け努めていきたい．   
 
「第 6 章 リースによる排水処理施設の施工事例（出島浄水場）」では，出島浄水場に導
入したリースによる排水処理施設の施工事例とその効果について述べている．  
なお，出島浄水場では天日乾燥床からの排水の水質改善ならびに発生汚泥の減量化対応
として，従来の天日乾燥床に代わる新たな排水処理施設を設置することになった．ただし，
この浄水場は概ね 10 年で廃止される方針であるため，リースによって排水処理施設（機械
脱水）を導入することにした．リースによる排水処理施設は，計画当初は信頼性の面で疑
問視されたが，2006 年度に実証試験を行い，2007 年度からライフサイクルを 10 年として
稼動している．  
和歌山市が取り組んだリースによる施設更新は，設備の老朽化に伴う施設更新が必要で
あるが投資費用や水需要の低迷などから対応に苦慮している事業体に対して道標となると
考えられる．以下，第 6 章で得られた知見をまとめる．  
 
(1) リース方式では，建設費が安価で，維持管理も契約に含ますことができ合理的である．
短期間においてライフサイクルコストが経済的となる．即時性を要する災害時や事故時に，
リース方式で整備した施設が，予備力として活用できる．  
(2) 施設は，法定耐用年数経過後も一定期間は継続使用が可能で，保全を図りつつ，機能
を拡大し，延命することもできる．最適な更新時期，維持管理水準を検討することが重要
である．そのうえで，施設は耐用年数が異なることから，今回のように水道システムの更
新サイクルを同一に合わせる場合に，リース方式をシステムの補完として採用することが
考えられる．  
(3) 今回出島浄水場に導入した排水処理施設は，各機器の単品契約ではなく，施設全体の
性能発注である．これは装置の能力低下のとき，代替不可能な単品契約よりも，代替が可
能となる利点がある．さらに保全管理に要する職員が確保されない場合も，保全管理を契
約に含めることができるため合理的である．  
(4) 浄水場を統廃合し更新事業を進める場合，耐用年数に達していない機器を撤去し，他
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の場所での再利用・再使用することが生じる．これからは設計から施設に使われている機
器について互換性も併せて検討し，施設の長寿命化を図り，環境にやさしい水道システム
の構築することが有用と考える．  
 
「第 7 章 トリハロメタン対策のための場内配水池における曝気処理の効果（滝畑浄水
場）」では，滝畑浄水場に導入したトリハロメタン対策のための場内配水池における曝気処
理の効果について述べている．  
なお，滝畑浄水場では，2003年8月の給水開始当初より原水水質由来のTHMが問題となっ
ていた．本浄水場の原水ではTHMの主体をCFが占めていることから，場内配水池での曝気
処理によるTHMの低減効果を検討した．以下，第7章で得られた知見をまとめる．  
 
(1) 予備実験および実証実験により，TTHM濃度は曝気量が多いほど指数関数的に減少する
ことが確認できた．実施設を用いた実証実験では，CFおよびTTHM濃度の低減率は，それ
ぞれ40%(空気倍率5倍 )から64%(空気倍率20倍 )および37%(空気倍率5倍)から63%(空気倍率20
倍)であった．また，空気倍率10倍以上であれば，曝気処理前と同じ程度の濃度に抑えられ
ることが示唆された．  
(2) 場内配水池における曝気処理ではTHM生成に関与しなかった有機物を除去できないた
め，配水系統内でのTHM濃度の再上昇が避けられず，給水末端でのTHM濃度を管理するこ
とが求められる．そこで，配水系統におけるTTHM濃度予測式をTOC濃度，遊離塩素濃度，
水温，塩素接触時間，pH値を説明変数とした重回帰分析により導出した．得られたTTHM
濃度予測式により，場内配水池で曝気処理を行えばTTHM濃度が十分低減され，より安全
な給水が可能になることがわかった．  
 
第 8 章と第 9 章は和歌山市の水質管理の方法に関する研究であるが，それぞれは次のよ
うにまとめた．  
 
「第 8 章 水質検査結果データベースシステムの構築とその運用」では，和歌山市で導
入した独自で開発した水質検査結果データベースシステムの構築とその運用方法について
述べている．  
なお，和歌山市水道局では，2003 年度以前は測定機器制御用コンピュータ（以下 PC）
をネットワーク接続しておらず水質データを一元管理していなかった．それぞれの水質デ
ータを分析担当者が最小表示値および有効桁数を考慮して丸めていたので水質検査結果の
間違いが見受けられ，検査結果書や水質年報の作成には非常に多くの労力を要していた．  
2004 年度より分析によって得られた水質データを有効に活用して，水質管理を強化し浄
水場の水質改善に役立てるため，水質検査結果の間違いを最小限にすると共に省力化を図
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る目的で，測定機器制御用 PC および事務用 PC とハードディスクをネットワーク接続し，
一般に広く普及している表計算ソフト（以下ソフト）である Microsoft Excel 2003（以下エ
クセル）を用いて，新たな水質検査結果データベースシステムを構築した．その結果，検
査結果書の作成，データ検索ファイルの作成および水質年報の自動作成が可能となった．
また，この水質検査結果データベースシステムを水道局全体で共有できることを可能とし
た．以下，第 8 章で得られた知見をまとめる．  
 
(1) 今回のシステム構築は，2004 年度に市販の安価な LAN ケーブルやスイッチングハブを
用い，PC を接続してネットワーク化を図ったものである．ソフトウェアは，一般に広く普
及している汎用ソフトであるエクセルを使用している．基準値や項目変更などによりシス
テムの変更が必要となった場合に誰でも変更できるように，マクロは使用せず，リンク，
関数，表示形式のユーザー定義を用い構築したものである．  
(2) 本システム構築の結果，水質検査結果が単純な操作で得られるため間違いが最小限に
なり，検査結果書の作成，データ検索ファイルの作成および水質年報の自動作成が容易と
なった．本システムは自作によるものだが，使用開始から約 10 年間に不具合は少し見受け
られたが，自作であることの利点を生かし簡単に修正することができた．  
(3) ハード面の改善として，データの自動バックアップシステムの構築，さらに事務用 PC
を用いた測定機器の自動制御システムの構築を行った．今後，測定機器からの全測定デー
タを 1 つの HD に定期的に保存すると共に自動バックアップを行い，水質データの集中管
理システムの構築を考えている．ソフト面の改善として，水質検査結果の監査システムの
構築を行った．また，水道局内イントラネット上のサーバーに専用のフォルダを開設する
ことによって，水質データを水道局全体で活用できることを実現した．   
 
「第 9 章 水道用次亜塩素酸ナトリウムの有効塩素濃度，保管温度および保管期間によ
る浄水中塩素酸濃度の管理法」では，水道用次亜塩素酸ナトリウムの有効塩素濃度，保管
温度および保管期間による浄水中塩素酸濃度の想定を行う管理法について述べている．  
なお，浄水中に含まれる塩素酸は，主に消毒剤として使用されている水道用次亜塩素酸
ナトリウム（以下「次亜塩」）中の不純物に由来する．日本の水道においても 2008 年 4 月
から塩素酸が水質基準（0.6mg/L）に追加された．そのため，次亜塩に由来する水道水中の
塩素酸濃度の適正管理が重要な課題となっている．しかし，次亜塩は保管中に徐々に分解
されて塩素酸を生成することが塩素酸濃度管理を難しいものとしている．2004 年度に行わ
れた厚生労働省の調査において，目標値（0.6mg/L）を超過した事例では，次亜塩の長期保
存による塩素酸濃度の上昇が原因であると考えられている．加えて，浄水中の塩素酸濃度
を測定するためにはイオンクロマトグラフが必要であり，時間も労力もかかることが難点
である．そこで，2008 年にイオンクロマトグラフによる塩素酸の測定を必要としない簡便
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な塩素酸濃度管理方法を確立するため，次亜塩の有効塩素濃度，保管温度および保管期間
と塩素酸含有量との関係について検討し，塩素酸含有量算出式を作成した．この式に基づ
き，浄水場の次亜塩保管タンク室の室温および次亜塩保管期間から，次亜塩中の塩素酸含
有量を算出した．その結果，納入時の次亜塩の有効塩素濃度，次亜塩の保管温度と保管期
間および注入率から浄水中の塩素酸濃度を予測でき，浄水場の水質改善に役立つことがわ
かった．以下，第 9 章で得られた知見をまとめる．  
 
(1) 従来の浄水中の塩素酸濃度管理は，イオンクロマトグラフによる分析結果を基に後追
いで次亜塩の注入量を調整するしかなかった．しかし，後追いでは万一基準超過が起こっ
た場合，測定結果が出た時点ではその水はすでに供給されていることになり手遅れである． 
(2) 本研究では，浄水中の塩素酸濃度の分析結果を基に浄水品質を維持するのではなく，
納入された次亜塩の有効塩素濃度，保管温度および保管期間を重要管理項目として，推定
式による先読みで浄水製造時の品質管理，即ち，塩素酸濃度の制御を行おうとするもので
ある．   
(3) この方法の利点としては，前述のように，先読み運転であるため水質トラブルを未然
に防止できるということや，基本となる塩素酸含有量式をエクセルのような表計算ソフト
に入力しておけば，有効塩素分解速度係数，塩素酸生成係数およびタンク容量といったパ
ラメーターを変更するだけでどこの次亜塩保管タンクにも適用でき，必要なときにすぐ塩
素酸濃度のデータが得られるため，時間も費用も大幅に削減できるという点が挙げられる． 
 
「第 10 章 和歌山市水道局の取り組みとその効果」では，和歌山市水道局で取り組んだ
既存浄水施設の改修による水質改善について述べている．  
全国的に見て，多くの浄水施設は老朽化してきているとともに，原水水質が悪化してい
る状況下で水道水質基準の強化に対応するために，施設更新の課題を抱えている水道事業
体が多く見受けられる．大規模な水道事業体であれば施設の全面的な更新が可能であるが，
中小規模の水道事業体では財政面から容易に更新できないのが実情である． 
中規模事業体である和歌山市水道局も同様の問題を抱えているが，既存浄水施設の改修
による水質改善方策について一般化を行った．以下，第 10 章で得られた知見をまとめる． 
 
(1) 加納浄水場で導入している炭酸ガス・消石灰の薬品注入設備による水質改善は，原水
高 pH による凝集障害の問題を抱え，浄水の腐食性が高く鉄溶解による赤水やモルタルラ
イニングの中性化の問題を抱えた浄水場においては，pH コントロールなど運転が容易であ
り，長期的な視野に立てば水道管の長寿命化などを考慮すると非常に有用であると考えら
れる．  
(2) 出島浄水場で導入している硫酸・苛性ソーダの薬品注入設備，ならびに凝集沈澱池の
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上部の沈降装置による水質改善は，原水高 pH による凝集障害の問題を抱え，原水水質や
沈澱池の施設能力により沈降障害の問題を抱え，浄水の pH 改善を目標とする浄水場にお
いては，pH コントロールなど運転には細心の注意が必要であるが，施設導入費用および維
持管理費を考慮すると非常に有用であると考えられる．  
(3) 出島浄水場で導入しているリースによる排水処理施設の施工による水質改善は，排水
処理施設の更新の問題を抱え，将来廃止が視野にあり，増設の制約がある浄水場において
は，高分子凝集剤を使用しているため脱水機の排水を再利用することはできないが，施設
導入および維持管理費用を考慮するとこの方式は非常に有用であると考えられる．  
(4) 滝畑浄水場で導入している配水池における曝気処理装置による水質改善は，トリハロ
メタン生成前にフミン質を除去する技術を導入することができない施設で，小規模な場合
は，生成したトリハロメタンを曝気処理で除去する方法として適用できるのではないかと
考えられる．  
(5) 和歌山市水道局で導入している水質検査結果データベースシステムによる水質改善は，
水質測定機器からの水質データを一元管理していない事業体においても，安価な材料でネ
ットワーク化が可能で，一般に広く普及しているソフトを利用すれば，水質検査結果デー
タベースシステムが自作でも構築可能であることから，この方式は非常に有用であると考
えられる．  
(6) 和歌山市で導入している次亜塩の有効塩素濃度，保管温度および保管期間による浄水
中塩素酸濃度の管理法による水質改善は，イオンクロマトグラフを有していない，または
有していても常時測定していない事業体においても，次亜塩分解由来による浄水中の塩素
酸濃度を予測でき常時水質管理ができることから，この方式は非常に有用であると考えら
れる．  
 
 
 
以上，本論文は，課題である「既存浄水施設の改修による水質改善に関する研究」に関
して，わが国の中規模水道事業体である和歌山市水道局のフィールドで実践した研究内容
であり，その内容が他の中小事業体でも利用できるかを検証した．  
また，この研究内容は，典型的な中規模な水道事業体のケーススタディとして非常に重
要であり，これらの成果は，中小事業体にとって実現可能なモデルケースとして参考にな
ると考えられる．  
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